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第 1 章 政策理論︓ネット上の誠実性の理論体系 

わが国のインターネットがゼロから始まり、⼩規模から⼤規模へ、そして強⼤へと発展する過程に伴い、ネット上の
誠実さはインターネットと共に⽣まれ、共に歩み、インターネットによって興った。30 年以上にわたり、ネット上の誠
実さの構築は、初期の萌芽、規範的な発展、総合的なガバナンスという 3 つの段階を経て、政治的リーダーシッ
プ、国⺠本位、良法善治、多元的共同建設、技術によるエンパワーメントという基本原則を徐々に形成してき
た。インターネットからモバイルインターネットへ、「インターネット＋」から「⼈⼯知能＋」へと、ネット上の誠実さ構築
の内包と外延、価値理念、規範基準などは継続的に拡⼤・充実し、サイバー空間における思想的リード、⽂化
の育成、道徳の構築、⾏動規範、⽣態系ガバナンスなどの側⾯だけでなく、オンラインとオフラインの誠実さ構築
の有機的な融合と相互促進も含み、徐々に多次元的、⽴体的、多主体、全⽅位的な総合的な理論体系へ
と発展している。 

⼀、ネット上の誠実さの内実の変遷 

ネット上の誠実さの内実の変遷は、インターネットの発展の歩みと密接に関連しており、デジタル技術の進化、ネ
ット利⽤シーンの拡⼤、そして社会ガバナンスのニーズの⾼まりに伴い、ネット上の誠実性の核⼼的な内包は、単
⼀の次元である「オンライン上の信⽤遵守」から、徐々に多次元的かつ多層的な理論的範疇へと広がっていっ
た。これは「サイバー空間における信頼構築」をめぐって展開される価値規範、⾏動指針、実践経路を理論的に
凝縮したものであり、本質的には伝統的な誠実性の理念と、サイバー空間の仮想性、開放性、越境性、即時
性という特徴を結びつけ、情報時代に適合した信頼体系の理論を形成したものである。全体としては三つの発
展段階に分けられ、「技術的制約」から「制度的規範」、さらに「全⾯的ガバナンス」「質の⾼い発展」へと進む論
理を⽰しており、わが国のサイバー空間ガバナンスと共鳴し、同じ⽅向に向かって⼒を発揮している。 

（⼀）基礎的な誠実性 

技術的側⾯における基礎的な誠実さは、わが国のインターネットの発展の端緒であり、ネット上の誠実さが芽⽣
え始めた際の重要な礎であった。1994 年 4⽉、わが国は国際インターネットにフル機能で接続した。インターネ
ットが萌芽し発展し始めた初期段階では、インターネットに接続できる環境を持つネットユーザーは限られており、
ポータルサイトを代表とする第⼀世代のインターネットアプリケーションが登場した。インターネットアプリケーションは
PC 端末での情報伝達や基礎的なソーシャル機能を主とし、主に情報の閲覧やインスタントメッセージングなどの
基礎サービスに集中していた。これにより、客観的に⾒てサイバー空間の主体は⽐較的単⼀であり、「ネット上の
誠実性」にはまだ明確な概念的定義が形成されていなかった。その核⼼的な内包は技術的な側⾯における信
義遵守と契約履⾏に焦点を当てており、主にネット主体が基礎的なネットワーク活動において技術的ルールを遵
守し、基本的な約束を果たすことに表れていた。重点は、ネットワークシステムへの悪意ある攻撃を⾏わないこと、
明らかに虚偽の情報を拡散しないこと、他⼈のネットワークアカウントを盗⽤しないことなどであった。この段階にお
いて、ネット誠実性の範囲は⽐較的狭く、主にネットワーク技術の安全性と基礎的な情報の真実性に限定され
ていた。関連するガバナンス活動は、ネット上の違法・不誠実⾏為の防⽌や基礎的なネットワーク操作の規範
化が中⼼であり、理論的な探求も技術的規制や⾏動の制約を中⼼に展開され、現実社会の誠実性システム
との関連性は⽐較的弱かった。 
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（⼆）協調と誠実さ 

制度の側⾯における協調と誠実さとは、国家インターネット情報弁公室の統括・調整の下、制度体系の初期構
築から多元的な協調ガバナンスへの深化を実現することである。党の第 18回全国代表⼤会以来、習近平総
書記は情報化の発展の潮流および国内外の情勢を踏まえ、インターネットを極めて重視し、その発展を強⼒に
推進し、積極的に活⽤し、効果的にガバナンスを⾏ってきた。2013 年末に中央サイバーセキュリティ・情報化指
導グループが設⽴され（2018 年に中央サイバーセキュリティ・情報化委員会に改称）、制度的側⾯における
協調的信⽤の構築に組織的な保障を提供した。2014 年、『社会信⽤体系建設計画要綱（2014̶
2020 年）』（国発〔2014〕21号）が公布され、初めて のネットワーク誠実性が社会信⽤体系の全体的な
枠組みに組み込まれた。① 国家インターネット情報弁公室は関連部⾨と連携し、政策の実施を推進した。
2016 年以降、『中華⼈⺠共和国サイバーセキュリティ法』、『中華⼈⺠共和国データセキュリティ法』、『中華⼈
⺠共和国個⼈情報保護法』が相次いで公布され、インターネット上の誠実性に関する法治⽀援体制がさらに
整備され、多⾯的かつ階層化された制度的枠組みが形成された。 

ネットショッピングやオンライン決済などの利⽤が広く普及するにつれ、ネット詐欺、虚偽広告、悪質な注⽂⽔増し
などの信⽤失墜問題が急増している。「清朗」「剣網」などの特別キャンペーンが着実に推進され、重点分野に
おける信⽤失墜問題に焦点を当てて監督・法執⾏を強化している。これにより、ネット上の信⽤ガバナンスを「制
度による制約」から「総合的なガバナンス」へと発展させ、制度、主体、ガバナンスの有機的な統合を実現してい
る。 

この時期、ネット上の誠実さの本質は、制度的側⾯における協調的誠実さという核⼼的な特質に集約されてい
る。初期段階では制度的規範に焦点を当て、ネット上の誠実さとは、サイバー空間におけるあらゆる主体が道徳
を尊び、法律を遵守し、契約を履⾏する⾏動状態であることを明確にし、オンラインとオフラインの誠実さ構築を
連動させ、「技術＋制度」という⼆重の制約枠組みを形成した。後期には社会主義核⼼価値観を取り⼊れ、
「思想による導き、道徳による制約、法律による規範、技術による保障、業界の⾃主規制」という五位⼀体の
総合体系を構築した。その範囲はデータ誠実性やアルゴリズムの誠実性といった新興分野へと拡⼤し、ネット上
の⽣産、伝播、取引、消費の全プロセスを網羅した。個⼈、企業、⾏政、社会組織が連携して誠実性を推進
する枠組みを形成し、デジタル経済の質の⾼い発展を推進し、健全なネット空間を醸成するための重要な保障
となった。 

（三）全域における誠実性 

価値主導の全域的な誠実さは、わが国のインターネット上の誠実さ構築が、中国式現代化の要求に照らして
実現する、新たな⾼みへの⾶躍である。党の第 20回⼤会は、「インターネット総合ガバナンス体制を整備し、

 
① 国務院. 社会信⽤体系建設計画要綱（2014̶2020 年）[EB/OL]. 2014 年 6 ⽉ 14 ⽇[2026 年 3 ⽉ 10

⽇].https://www.gov.cn/gongbao/content/2014/content_2711418.htm. 
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良好なインターネット環境の形成を推進する」ことを明確に打ち出した。① 党の第 20 期中央委員会第 3回全
体会議は、信⽤建設の⻑期的メカニズムの整備について体系的な配置を⾏った。全国のインターネット情報シ
ステムは、党の第 20 期中央委員会各回全体会議の精神を深く学習・貫徹し、社会信⽤体系の整備やサイ
バー空間における信⽤ガバナンスの強化に関する党中央の体系的な配置を貫徹し、インターネット信⽤建設を
新質⽣産⼒の育成やデジタル経済の質の⾼い発展の全過程に全⾯的に融合させるよう推進している。⼈⼯知
能などの技術が急速に進化し成熟するにつれ、情報化はデジタル化、ネットワーク化、スマート化への全⾯的な
⾶躍という新たな段階へと移⾏している。インターネット上の誠実性構築は、全領域をカバーし、質の⾼い発展と
いう⽅向へと進み、その内包する意味はさらに豊かになり、充実している。「価値主導、全領域カバー、スマート
ガバナンス」という核⼼的な指針を際⽴たせ、従来のインターネット分野における誠実性構築を網羅するだけでな
く、⼈⼯知能⽣成コンテンツの誠実性やデータ要素の誠実性といった分野にも焦点を当て、「信⽤を守り互いに
信頼し、共に構築し共有する」インターネット⽣態系の構築を⽬標としている。同時に、ネット上の誠実性の範
囲は全領域へと拡⼤し、サイバー空間の全主体、全シナリオ、全プロセスに貫かれている。ガバナンスモデルは
「受動的な是正」から「能動的な予防、スマートな管理」へと転換し、党委員会の指導、政府の管理、企業の
責任履⾏、社会の監督、ネットユーザーの⾃律という多元的な共治の枠組みがさらに整備された。ネット上の誠
実性構築の規範化、制度化、スマート化の⽔準は著しく向上し、法に基づくネット管理・ガバナンスに強⼒な⽀
えを提供している。 

⼆、2025 年のインターネット上の誠実性構築の基本的特徴 

2025 年、わが国のインターネット誠実性構築は「主体、媒体、規則、保障」という 4 つの側⾯を中⼼に展開さ
れる。社会の多様な主体が共同で参加し、オンラインとオフラインの誠実性が協調して推進され、法治・道徳・
⽂化の多⾓的な措置が講じられる。政策理論と実務の⾯において、協調性、動的性、総合性といった鮮明な
特徴が表れている。 

（⼀）多元的協調と責任の明確化の統⼀︓多⽅⾯の参加、共同建設・共有 

多元的な連携と責任の明確化を両⽴させ、政府機関、業界団体・協会、インターネットプラットフォーム企業、
そして多くのネットユーザーなど多様な主体を網羅し、各主体の核⼼的な責務を明確にする。政府機関は、監
督・指導、政策策定などの関連責務を担う。2025 年、全国のインターネット情報システムは「清朗」シリーズ特
別⾏動を展開し、これには「⾃メディア」による虚偽情報の発信の是正、ショート動画の悪質なマーケティングの
是正、AI 技術の乱⽤の是正、企業関連のネット上の「悪質な情報発信者」② など、ネット上の誠実性構築と
密接に関連する重点分野の是正が含まれる。その中で、国家インターネット情報弁公室の通報センターは、イン
ターネット上の通報ルートを常に円滑に保ち、模倣・偽造サイトに関する通報の受理・処理業務を強化した。ネ
ットユーザーから提供された⼿がかりに基づき、関係部⾨と連携して⼀つひとつ調査を⾏い、違法・規則違反の

 
① 新華社. 習近平︓中国の特⾊ある社会主義の偉⼤な旗を⾼く掲げ、社会主義現代化国家の全⾯的建設に向けて団結して奮闘する――

中国共産党第 20 回全国代表⼤会における報告[EB/OL]. 2022 年 10 ⽉ 25 ⽇[2026 年 3 ⽉ 10
⽇].https://www.gov.cn/xinwen/2022-10/25/content_5721685.htm. 

② 中国網信網. 国家インターネット情報弁公室、2025 年「清朗」シリーズ特別⾏動の重点整備事項を発表[EB/OL]. 2025 年 2 ⽉ 21 ⽇
[2026 年 3 ⽉ 11 ⽇]. https://www.cac.gov.cn/2025-02/21/c_1741837533079135.htm. 
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模倣・偽造サイト・プラットフォーム 1418件を適時処分した。これは前年⽐ 1.7倍の増加である。① 2025
年、司法機関はインターネット上の信⽤失墜⾏為に対し引き続き厳しい取り締まりを⾏い、顕著な成果を上げ
た。全国の裁判所では、新たに 233.98万⼈が信⽤失墜リストに追加され、266.96万⼈が信⽤修復を完
了した。信⽤修復者数は 7 四半期連続で新規追加者数を上回った。年間を通じて、判決・裁定の執⾏を拒
んだ罪で 4461⼈を起訴し、1865.18万⼈の被執⾏者が懲戒を恐れ、⾃主的に義務を履⾏した。② 同時
に、ネットプラットフォームによる虚偽宣伝や⼝座を通じた財産隠匿などの⾏為を厳しく処罰し、連携して協同ガ
バナンスを推進し、信⽤失墜に対する懲戒の精度向上とガバナンスの科学化を実現した。業界団体や協会は
引き続き架け橋としての役割を果たし、業界の⾃主規制体制の構築を積極的に推進した。中国インターネット
社会組織連合会は主導して 10件以上の標準を制定・改定し、ネットライブ配信、⼈⼯知能、インターネットア
カウントの命名などの重点分野を網羅した。中国インターネット協会は『インターネットプラットフォームの相互接
続・相互運⽤に関する⾃主規制規約』を発表し、プラットフォーム間の相互接続・相互運⽤を推進するととも
に、業界の誠実な経営を規範化した。③ インターネットプラットフォーム企業は主体責任を積極的に履⾏し、所
管部⾨の指導の下、Weiboは年間でデマ 31万件余り、わいせつ・低俗な情報 2498万件を削除し、デマを
流すアカウント 3600件余りを処分した︔詐欺対策では、詐欺関連アカウント 635万件以上を閉鎖し、⾼リ
スクな対話を 544万回遮断した。AI によるコンテンツの⼆元ラベル付けは⽉平均 100万件以上となった。④ 
TikTok ライブ配信は業界初の「配信者健康スコア」制度を導⼊し、対象配信者の規模は前年⽐ 60%増加
し、エコシステムの持続的な健全化を促進した。AI ⼤規模モデルにより違反処理効率を 31%向上させ、年間
で 37万件の違反ライブ配信アカウントを無期限停⽌処分とした。 オンラインとオフラインの連携を通じ、TikTok
ライブ配信は年内に警察と協⼒して、詐欺、ポルノ、賭博などの違法業団 39 グループを摘発した。⑤ さらに、北
京市海淀区市場監督管理局、海淀区データ局は、美団、テンセント、アント、ディンダンの 4 つのパイロットプラ
ットフォームと『信⽤監督データ開放パイロット協⼒覚書』を締結した。これは、プラットフォーム企業に対して信⽤
監督データを開放する全国初のパイロット事業が全⾯的に推進されたことを⽰すものである。⑥ 多くのネットユー
ザーはネット上の誠実な環境づくりの主⼒であり、ネット上の不正⾏為に対する通報や告発に積極的に参加し
ている。 

 
① 中国網信網. 2025 年サイバーセキュリティ重要事象回顧︓ネットワーク⽣態系ガバナンス編――清朗なサイバー空間の共同構築

[EB/OL]. 2025 年 12 ⽉ 31 ⽇[2026 年 3 ⽉ 11 ⽇]. https://www.cac.gov.cn/2025-
12/31/c_1768821889918450.htm. 

② 最⾼⼈⺠法院. 2025 年 最⾼法院の改⾰深化︓静かに物事を潤す[EB/OL]. 2026 年 3 ⽉ 7 ⽇[2026 年 3 ⽉ 11
⽇].https://www.court.gov.cn/zixun/xiangqing/492071.html. 

③ 中国インターネット協会. 中国インターネット協会が『インターネットプラットフォームの相互接続・相互運⽤に関する⾃主規制協定』を発表
[EB/OL]. 2025 年 10 ⽉ 24 ⽇[2026 年 3 ⽉ 11 ⽇]. https://www.isc.org.cn/article/26712104839278592.html. 

④ Weibo. 2025 年 Weibo コミュニティ信頼度報告書[EB/OL]. 2026 年 1 ⽉ 31 ⽇[2026 年 3 ⽉ 11 ⽇]. 
https://weibo.com/ttarticle/p/show?id=2309405260880345956798. 

⑤ 中国新聞網. 抖⾳が 2025 年ライブ配信ガバナンス⽩書を発表、ライブ配信権限を持つアカウント 37 万件を無期限に停⽌[EB/OL]. 
2026 年 1 ⽉ 20 ⽇ [2026 年 3 ⽉ 11 ⽇]. https://xinwen.bjd.com.cn/content/s696f8a3be4b0687a289008fc.html. 

⑥ 中国品質報. プラットフォーム企業への信⽤監督データの開放に関する全国初のパイロット事業が全⾯的に推進される[EB/OL]. 2025 年
3 ⽉ 19 ⽇[2026 年 3 ⽉ 11 ⽇]. 
https://www.samr.gov.cn/xw/df/art/2025/art_d069746f95a543cebcb2385420e2741c.html. 
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（⼆）仮想ガバナンスと現実のエンパワーメントの統⼀︓オンラインとオフラインの深い融合 

仮想ガバナンスと現実社会へのエンパワーメントを⼀体化させ、サイバー空間の仮想性という特徴を踏まえてオン
ライン上の⾏動規範や信⽤失墜に対する懲戒を強化すると同時に、現実社会の信⽤システムとも連携し、「オ
ンラインで信⽤を管理し、オフラインで⽂明を促進する」という良好な状況の形成を推進し、サイバー信⽤構築の
現実社会への指向性を際⽴たせる。サイバー信⽤構築の媒体はサイバー空間であり、その⾏動主体は「現実の
⼈間」である。サイバー空間は現実社会の延⻑であり、ネット上の信⽤失墜⾏為は現実社会の秩序に影響を
与え、社会⼀般の利益を損なうことになる。2025 年、全国の公安機関は計 25万 8000件の電信・ネット詐
欺事件を検挙し、関係部⾨と連携して詐欺電話 36億件、SMS33億通を遮断し、詐欺関連資⾦ 2170
万 7000 元を緊急凍結した。各地の公安機関は累計 674万 7000⼈に対して対⾯での説得を⾏い、犯罪
の多発傾向を強⼒に抑制した。① 同時に、中国はインターネット上の信⽤失墜情報と社会信⽤システムの連
携を継続的に推進しており、2025 年には市場監督管理総局が 1万 4900 社の重⼤な信⽤失墜企業を重
⼤信⽤失墜主体リストに掲載し、② 信⽤失墜主体に対して渡航制限、融資制限、⼊札参加制限などの共同
懲戒措置を実施した。累計 1710万⼈が信⽤懲戒や消費制限の圧⼒により、発効した法律⽂書で定められ
た義務を⾃発的に履⾏するか、または執⾏申請者と協議して和解合意に達した。③ これにより、「オンラインでの
信⽤失墜、オフラインでの制限」というガバナンスの厳格さが⽰された。紹興市嵊州市は、ネット予約型賃貸住
宅のガバナンスにおける課題に焦点を当て、オンラインとオフラインが⼀体となって連動する信⽤ガバナンスモデル
を構築し、「嵊⾥安居」オンライン管理・サービスプラットフォームを開発した。ネット予約型賃貸住宅専⽤の「安
居コード」を⽣成して信⽤データを集約し、「1 つのコードで追跡可能」を実現した。オフラインでは町・街道の共
同管理サービス拠点を設置し、業界振興会を設⽴した。オンラインでの信⽤格付けとオフラインでの差別化され
た監督管理を通じて、ネット予約賃貸住宅業界の誠実な発展を推進し、ネット上の仮想ガバナンスの利便性を
体現すると同時に、現実の業界への誠実なエンパワーメントを実現している。④ 

（三）法の⽀配による制約と⽂化による浸透の統⼀︓強固な保障と柔軟な導き 

法の⽀配による規制と⽂化の浸透を統⼀し、法規制を厳格な最低基準として、ネット上の不誠実な⾏為を厳
しく取り締まり、ネット上の誠実さを守る法的な防壁を築くと同時に、誠実さの⽂化を柔軟な指針として、啓発活
動や模範事例を通じて誠実さの理念を⼈々の⼼に深く浸透させ、「不誠実を懲らしめ、誠実さを称える」ことを
実現する。この⼆つは互いに補完し合い、どちらも不可⽋である。厳格なルールは、法規制の着実な実施と的
確な監督に焦点を当てており、ネット上の誠実さを構築するための最低限の保障である。2025 年 10⽉ 28
⽇、第 14 期全国⼈⺠代表⼤会常務委員会第 18回会議において、『全国⼈⺠代表⼤会常務委員会によ

 
① 新華網. 公安部︓2025 年、全国で計 25 万 8000 件の電信ネットワーク詐欺事件を検挙[EB/OL]. 2026 年 1 ⽉ 9 ⽇[2026 年 3

⽉ 11 ⽇]. https://www.xinhuanet.com/law/20260109/e5ac1ba872f244d9b01f53f9935c9f45/c.html. 
② 央広網. 市場監督管理総局︓2025 年に 1 万 4900 社の重⼤な信⽤失墜企業を「ブラックリスト」に掲載[EB/OL]. 2026 年 2 ⽉ 5 ⽇

[2026 年 3 ⽉ 11 ⽇]。https://news.cnr.cn/native/gd/kx/20260205/t20260205_527516881.shtml。 
③ 雲浮市中級⼈⺠法院. 最⾼⼈⺠法院、信⽤失墜者と履⾏不能な被執⾏者を厳格に区別し、信⽤修復を強化する典型事例を発表

[EB/OL]. 2025 年 7 ⽉ 28 ⽇[2026 年 3 ⽉ 11 ⽇]. 
https://www.yfzy.gov.cn/courtweb/web/articleInfo/view?id=115014009. 

④ 嵊州市委員会改⾰弁公室. 紹興嵊州︓オンラインとオフラインを⼀体化した信⽤ガバナンスモデルを構築し、シェアリングエコノミーの新業態の
健全な発展を⽀援[EB/OL]. 2025 年 12 ⽉ 30 ⽇[2026 年 3 ⽉ 11 ⽇]. 
https://mp.weixin.qq.com/s/Ryn8GdabSqmzQOCeELp5xw. 
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る「中華⼈⺠共和国サイバーセキュリティ法」の改正に関する決定』が採択され、2026 年 1⽉ 1⽇より施⾏さ
れる。『中華⼈⺠共和国サイバーセキュリティ法』第 7条では、「国家は誠実かつ信頼できる、健全で⽂明的な
ネット上の⾏動を提唱し、社会主義核⼼価値観の普及を推進する」と明確に規定されている。2025 年末まで
に、わが国は『中華⼈⺠共和国サイバーセキュリティ法』、『中華⼈⺠共和国電⼦商取引法』、『中華⼈⺠共
和国個⼈情報保護法』、『中華⼈⺠共和国データセキュリティ法』などを中核とするサイバー法治体系を段階的
に構築し、ネット取引、データガバナンス、ネット発信などの重点分野を全⾯的にカバーするに⾄った。柔軟な誘
導は、道徳規範、業界の⾃主規制、⽂化的リードに重点を置き、誠実な⽂化の弘揚、広報教育の展開、誠
実な模範の樹⽴を通じて、サイバー空間の多様な主体が⾃発的に誠実の理念を実践するよう導き、強制的拘
束と相補的な関係を形成し、誠実の理念を⼈々の⼼に深く浸透させるものである。近年、各地の各部⾨は、サ
イバー⽂明⼤会、サイバーセキュリティ啓発週間、誠実な商売促進啓発⽉間などの取り組みを基盤とし、発信
形式を⾰新し、⼈々のニーズに即して、オンライン・オフラインを問わずサイバー誠実性に関する啓発教育活動を
展開し、数億⼈のネットユーザーにリーチしている。例えば、重慶市巫渓県委員会インターネット情報弁公室
は、地元のチームに対し、⽅⾔を⽤いた法律普及ショートビデオの制作を指導した。通信詐欺、サイバーセキュリ
ティ、個⼈情報保護など、草の根レベルのガバナンスにおける重点課題を取り上げ、⽅⾔や地元のキャラクター、
⽣活シーンを表現の媒体とし、「情景再現＋法律解説」という物語構造を採⽤して、『ラップで学ぶサイバーセキ
ュリティ』などの法律普及ショート動画シリーズを制作した。逆転や誇張といったコメディ的⼿法を⽤い、法律知識
を⼤衆が実感できる⽣活シーンへと変換し、「⽬の前に届ける」から「⼼に響く」への伝播の転換を実現した。シリ
ーズ作品の累計再⽣回数は 1000万回を突破し、TikTok の関連トピックの閲覧数は 8000万回を超えた。
① 福建省の莆⽥は、誠実さをテーマにした短編ドラマや特⾊ある法普及作品を公開した。中でも、莆仙戯『誠
為媒』は誠実さをテーマに法治の理念を伝えている。鄭州や貴陽などの地域では、没⼊型のネット法普及エリア
やオンライン誠実性宣伝プラットフォームを構築し、② を通じて、法治知識と誠実性の理念を⽇常のシーンに融
合させ、ネットユーザーが知らず知らずのうちに誠実性の素養を⾼められるようにしている。 

（四）動的なガバナンスと先を⾒据えた予防・抑制の統⼀︓時代に合わせて進化し、的確に対応する 

動的なガバナンスと先を⾒据えた予防・管理を両⽴させ、デジタル技術の発展やインターネットの応⽤分野の拡
⼤に即応しつつ、ガバナンスの内容を動的に調整し、その⼿法を最適化することで、新たなインターネット上の信
⽤問題を解決し、新興分野における信⽤リスクを予測し、予防・管理措置を整備し、「未然に防ぐ」ことを実現
する。デジタル技術の急速な進化（ビッグデータ、ブロックチェーン、⼈⼯知能の応⽤など）とネットワーク利⽤シ
ーンの継続的な拡⼤（ライブコマース、越境 EC、メタバースなど）により、ネットワーク上の信⽤が直⾯する問題
は絶えず更新され、ネットワーク上の信⽤構築は動的な発展という鮮明な特徴を⽰している。2025 年 12⽉
時点で、デジタル経済の中核産業の付加価値額が GDP に占める割合は 10.5%に上昇し、⽣成的 AI のユ
ーザー数は 6億 200万⼈に達した。③ の応⽤シーンは⽣活や⽣産分野に深く浸透し、ネット上の信⽤失墜

 
① 巫渓发布. 朗報︕巫渓の事例が 2025 年度重慶市インターネット法治宣伝トップ 10 ⾰新事例に選出された[EB/OL]. 2026 年 2 ⽉

12 ⽇[2026 年 3 ⽉ 11 ⽇]. https://mp.weixin.qq.com/s/YWgnyywWE45QagiHuaGEfQ. 
② 央広網. 中原の⼤地が「スマートに描く」ネット法普及の新たな展望[EB/OL]. 2025 年 7 ⽉ 15 ⽇[2026 年 3 ⽉ 11

⽇].https://www.chinacourt.cn/article/detail/2025/07/id/8903751.shtml. 
③ 新華網. デジタル経済の規模が着実に拡⼤[EB/OL]. 2026 年 2 ⽉ 16 ⽇[2026 年 3 ⽉ 11

⽇].https://www.xinhuanet.com/tech/20260226/d670989d4fcb41ce9e6e252f13b17a5a/c.html. 
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対策は、初期の虚偽情報やネット詐欺から、データの乱⽤、アルゴリズムによる差別、国境を越えた信⽤失墜な
どの分野へと拡⼤している。これにより、ネット上の信⽤構築の内容や⽅法は、技術の発展やシーンの変化に的
確に対応し、AI 技術の応⽤がもたらす信⽤失墜リスクを防⽌することが求められている。例えば、北京市市場
監督管理部⾨は、AI 技術を利⽤した虚偽広告宣伝の初の事例を摘発した。ある企業が AI 技術を⽤いて中
国中央テレビ（CCTV）の著名な司会者の肖像を偽造し、ネット動画アカウント上で⼀般⾷品「深海多烯⿂
油」に医療効果があるとして宣伝したため、『中華⼈⺠共和国広告法』の関連規定に違反し、法に基づき処罰
された。監督管理部⾨はプラットフォームと連携して AI コンテンツ審査メカニズムを最適化し、新たな信⽤失墜
⾏為に動的に対応している。① 2025 年 4⽉、CCTV『財経調査』は、越境健康⾷品分野におけるネット上の
信⽤失墜の典型的な事例を暴露した。安徽全康薬業、江蘇蕲臻堂などの企業は、海外のペーパーカンパニー
を通じて「海外ブランド」を偽造し、国内の低コスト健康⾷品を「⽶国直輸⼊」と偽って宣伝していた。原価 10
元にも満たないビタミン剤が 129元で販売され、販売数は 3万 9000件に達した。② 関連監督部⾨は法に
基づき⼀連の関与主体を摘発し、⼤量の違反製品を回収・撤去した。虚偽宣伝や越境偽造などの違法・信
⽤失墜問題を強⼒に是正し、動的なガバナンスの実効性を⽰した。同時に、新興分野における信⽤監督管理
ルールを継続的に整備し、全国信⽤情報共有プラットフォームを活⽤して、1億 8000万の事業主体に関する
807億件の信⽤情報を集約した。③ これにより、新興分野における違法・不誠実⾏為のリスク予測にデータ⾯
での裏付けを提供し、インターネット上の信⽤構築とデジタル経済の発展を相互に促進させ、デジタル経済の質
の⾼い発展に向けた信⽤の基盤を強固なものとしている。 

三、インターネット上の誠実性構築におけるガバナンス理念 

インターネット上の誠実性構築におけるガバナンス理念とは、その全過程において研究を指導し、実践を推進す
る価値指針を指す。これは、⼈⺠を中⼼とする発展思想を堅持し、国家ガバナンス体系とガバナンス能⼒の現
代化を推進する姿勢が、インターネット分野において具体的に体現されたものであり、政治的リーダーシップ、価
値指針、ガバナンスの道筋、実践⽅法など、多岐にわたる側⾯を包含している。 

（⼀）党の指導を堅持し、インターネット上の誠実性構築の正しい⽅向性を把握する 

党の指導を堅持することは、インターネット上の誠実性構築の根本的な保証であり、わが国のインターネット上の
誠実性構築における独⾃の強みでもある。習近平総書記は次のように指摘している。「サイバー空間は数億の
国⺠が共有する精神的な故郷であり、サイバー空間が清らかで健全な環境であり、⼈⺠の利益に合致する」と
指摘し、ネット業務に対する党の全⾯的指導を強化することを明確に要求した。習近平新時代の中国の特⾊
ある社会主義思想を指針とし、習近平総書記の「ネット強国」に関する重要思想および精神⽂明建設に関す
る重要論述を貫徹・実⾏し、党の指導をネット 誠信建設の全過程・各⽅⾯に貫き、ネット誠信建設が常に正

 
① 中国市場監督管理報. 北京で AI 技術の悪⽤による虚偽広告の初事例を摘発[EB/OL]. 2025 年 10 ⽉ 17 ⽇[2026 年 3 ⽉ 10

⽇]. https://www.samr.gov.cn/xw/df/art/2025/art_021c832229aa4e07a8cf55cd3df8fdfb.html. 
② CCTV『財経調査』. 偽輸⼊健康⾷品[EB/OL]. 2025 年 4 ⽉ 27 ⽇[2026 年 3 ⽉ 11 ⽇]. 

https://tv.cctv.cn/2025/04/27/VIDENVv8HyraoNnsYdrOK8EQ250427.shtml. 
③ ⼈⺠⽇報. 信⽤情報の共有レベルが⼤幅に向上、全国プラットフォームが完成し、事業者の信⽤情報を 807億件以上集約[EB/OL]. 

2025 年 4 ⽉ 3 ⽇[2026 年 3 ⽉ 11 ⽇]. https://www.gov.cn/zhengce/202504/content_7017040.htm. 
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しい政治的⽅向に沿って推進されるよう確保し、全党・全国⼈⺠の団結奮闘の共通の思想的基盤を固め、ネ
ット誠信建設に強固な政治的保障と組織的保障を提供しなければならない。 

(⼆) ⼈を中⼼とする⽅針を堅持し、⼈⺠のために、⼈⺠の利益となるよう、⼈⺠の切実なニーズに応
える 

インターネット上の信⽤構築の根本的な⽬的は、国⺠の合法的権益を保障し、健全なサイバー空間に対する
国⺠の切実なニーズに応えることにある。インターネットが⽇常⽣活に深く浸透するにつれ、ネットユーザーはネット
情報の真実性、ネット取引の安全性、個⼈情報の保護に対する要求をますます⾼めている。ネット詐欺、虚偽
広告、プライバシー漏洩などのネット上の不誠実な⾏為は、⼤衆の利益を著しく損ない、⼤衆の獲得感に影響
を与えている。したがって、ネット上の誠実性の構築においては、⼈⺠を中⼼とする発展思想を堅持し、⼤衆から
強い反響があるネット上の不誠実な問題に焦点を当て、是正の取り組みを強化し、保障措置を整備し、広範
な⼈⺠⼤衆のネット空間における獲得感、幸福感、安全感を絶えず⾼めていく必要がある。 

（三）良法善治を堅持し、サイバー誠実性構築の法治的基盤を強固にする 

良法善治は、インターネット上の信⽤構築における重要な保障である。『中華⼈⺠共和国サイバーセキュリティ
法』、『中華⼈⺠共和国個⼈情報保護法』、『中華⼈⺠共和国データセキュリティ法』などの法律・法規は、イン
ターネット上の信⽤構築に強固な法治的基盤を提供している。良法善治の理念を堅持するとは、誠実さを道
徳的な提唱から法定の原則へと昇華させ、各主体の誠実さに関する権利と責任を明確にし、ネット上の不誠
実⾏為の標準や懲戒措置を具体化し、「⽴法による先導、厳格な法執⾏、司法による保障、⾃発的な遵法」
という法治体系を構築することである。法執⾏の⼒度を強化し、あらゆるネット上の不誠実な違法⾏為を厳しく
取り締まり、「法に基づき、法に従い、法執⾏は厳格に、違法⾏為は必ず追及する」ことを実現する。法治と徳
治の結合を重視し、法治による強固な制約で⾏動を規範化し、道徳による導きで合意を形成し、法治と徳治
が互いに補完し合い、相乗効果を発揮させることで、インターネット上の誠実性構築の法治的基盤を強固なも
のにする。 

（四）システム的観点を堅持し、オンラインとオフラインが連携するガバナンス体系を構築する 

インターネット上の信⽤構築は体系的な事業であり、多様な主体、広範な分野、複雑な問題に関わるため、体
系的な観点を堅持し、全体を統括して総合的な施策を講じなければならない。習近平総書記は、「法に基づく
インターネット管理、法に基づくサイト運営、法に基づくインターネット利⽤を堅持し、インターネットを法の⽀配の
軌道上で健全に運営させなければならない」と強調した。オンラインとオフラインのガバナンスを統合し、インターネ
ット上の信⽤と現実社会の信⽤体系の深い融合を推進し、信⽤情報の共有と賞罰措置の連動を実現する。
事前の予防、事中の監督、事後の懲戒を統括し、「予防を優先し、監督を強化し、懲戒を有効にする」全チェ
ーンガバナンスメカニズムを構築する。同時に、技術、制度、道徳、⽂化など多様なガバナンス⼿段を統括し、
「技術による保障、制度による規範、道徳による先導、⽂化による浸透」という協調的ガバナンス構造を形成
し、ネット上の信⽤構築の体系的、全体的、協調的な推進を実現する。 
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（五）イノベーション主導を堅持し、ネット上の信⽤構築におけるガバナンスの効能を⾼める 

イノベーション主導は、ネット上の信⽤ガバナンスの有効性を⾼めるための重要な⼿段であり、デジタル経済の発
展に適応し、ネット上の信⽤失墜という新たな問題に対処するための必然的な要件でもある。イノベーション主
導の理念を堅持するとは、ビッグデータ、ブロックチェーン、⼈⼯知能などの新技術を積極的に活⽤し、信⽤情報
共有プラットフォーム、共同デマ対策プラットフォーム、信⽤操作・信⽤失墜情報共有プラットフォームなどを構築
し、ネット上の信⽤監督管理の精度と効率を⾼めることを意味する。監督管理の⽅法を⾰新し、信⽤格付け・
分類に基づく監督管理を推進し、信⽤ある主体にはインセンティブを与え、信⽤を失った主体には制約を課すこ
とで、「的確なガバナンス、科学的なガバナンス」を実現する。広報・教育の⽅法を⾰新し、多様で⽣活に密着
した広報媒体を構築し、ネットユーザーの信⽤意識とネットリテラシーを向上させる。制度・仕組みを⾰新し、信
⽤修復や信⽤評価などの制度を整備し、ネット上の信⽤構築の常態化・⻑期化を推進する。 
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第 2 章 主体の実践︓多元的協働の実践経験 

2025 年、わが国のインターネット誠実性構築は、政府による規制、プラットフォーム企業の責任履⾏、社会によ
る監督、ネットユーザーによる参加という枠組みを呈し、多様な主体が協調して⼒を合わせ、同じ⽅向に向かっ
て取り組むことで、徐々に全プロセス・全⽅位・全範囲を網羅するガバナンス体制が形成されていく。政府部⾨
は制度の整備と法執⾏の強化を継続し、プラットフォーム企業は主体としての責任を積極的に履⾏し、内部の
誠実性に関する規範と仕組みを絶えず改善する。業界団体は多様な⼒を広く結集し、法に基づいたインターネ
ット運営と誠実なネット利⽤という良好な雰囲気の醸成を後押しする。 

⼀、政府の規制実務︓精密かつ協調的なガバナンスの推進 

2025 年、全国の各級インターネット情報、公安、市場監督管理などの部⾨は、システム的視点、法治的思
考、およびリスク管理の考え⽅を堅持し、「的確な監督、協調的共治、信⽤によるエンパワーメント、技術的⽀
援」を主軸として、規制モデルの継続的な⾰新、制度供給の充実、協調メカニズムの整備、法執⾏の強化に取
り組み、インターネット信⽤規制を「事後対応から事前予防へ」、「分散管理から全域的協調へ」、「⼀時的な
取り締まりから常態化されたガバナンスへ」と転換させ、権限と責任が明確で、効率的に運営され、全⾯的にカ
バーし、強⼒な保障を備えた協調的規制体系を徐々に構築し、健全なサイバー空間の維持とデジタル経済の
健全な発展を保障するための制度的基盤を築いた。 

（⼀）ガバナンスモデルの⾰新︓重点分野における信⽤失墜問題への的確な対応 

2025 年、ネット上のデマ、AI による偽造、虚偽宣伝、ネットサクラ、ライブコマースにおける信⽤失墜、架空注
⽂による評価操作、企業への悪意ある中傷といった重点分野に焦点を当て、監督当局は多様な⼿段を講じ、
アカウントの隠蔽、主体隔離、技術的偽装、取引チェーンの分割といった問題に対し、多⾓的な⼿法を講じる。
これにより、「主体・内容・資⾦・取引チェーン・責任」を調査するガバナンス⽅式の確⽴を推進し、「⾒えるが管
理できない、管理できても罰せられない、罰せられても根絶できない」というガバナンス上の難題を効果的に解決
し、ネット上の信⽤構築を的確化、深化、⻑期化へと発展させる。 

1. 複数部⾨が連携して特別措置を展開する 

個⼈メディアによるデマや虚偽情報の拡散、AI ⽣成コンテンツの悪⽤、ネット⼯作による世論操作、ライブ配信
マーケティングにおける虚偽広告といった重点分野に焦点を当て、「プラットフォームの責任＋コンテンツの発⽣源
＋アカウント運営主体」という三位⼀体の追跡体制を構築し、ウェブサイトやプラットフォームが主体責任を果た
すよう促し、法に基づき各種違法アカウントを処分する。2025 年、全国のインターネット情報システムは、法に
基づきネット情報コンテンツの違法⾏為を厳しく取り締まり、サイバーセキュリティ、データセキュリティ、個⼈情報保
護分野における違法⾏為の摘発を継続的に強化した。法に基づき 5811 のウェブサイト・プラットフォームと⾯談
を⾏い、1646回の警告を発し、521 のウェブサイト・プラットフォームに罰⾦を科し、688回にわたり機能の⼀時
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停⽌または更新を命じた。アプリ 2133 本を削除し、ミニプログラム 192 本を停⽌させ、電気通信主管部⾨と
連携してウェブサイト・アプリの届出を取り消し、ウェブサイト・アプリ 9637件を閉鎖した。① 

国家市場監督管理総局は、ネット取引市場の信⽤構築に焦点を当て、制度整備、特別取締り、デジタル技
術の活⽤、信⽤サービスの 4 つの側⾯から体系的なガバナンス体制を構築している。ネット取引プラットフォーム
の規則やライブコマースなどの監督規制、出前プラットフォームのサービス管理、ネット取引プラットフォームのコンプ
ライアンス評価に関する標準を相次いで策定し、監督管理を事前の誘導や事中の予防・抑制へと転換させてい
る。ライブコマースの特別整備を実施し、公 30件の典型的な事例を公表し、虚偽広告、ビッグデータを利⽤し
た価格差別、架空注⽂による評価操作などの⾏為を厳しく取り締まった。国家オンライン取引監督管理プラット
フォームを整備し、ライブコマースの「⼀データベース・⼀コード・⼀システム」構築を統括的に推進し、⾼リスクなラ
イブ配信活動の精確な識別を実現した。契約モデル⽂書の普及を図り、監督管理とサービスのモデル地区を創
設した。② 同時に、オンライン経営の信⽤リスク分類管理を継続的に深化させ、全国で 6400万件を超える市
場主体が管理対象に含まれ、⾼リスク主体の問題発⾒率は 85％以上に達し、③ オンラインとオフラインの連携
構築を推進するための強⼒な⽀えとなった。各地が積極的にこれに応じ、江⻄省は「営業許可証・資格証・認
証マークの掲⽰」を実施し、上海市は「三位⼀体」の分類監督管理システムを構築し、⾷品などの重点分野に
対して全⼯程にわたる徹底した監督管理を実施し、ネット市場の誠実な秩序を効果的に維持している。 

公安部は「砺剣」「ネット浄化」⼀連の特別⾏動を展開し、全国の公安機関を組織してネット上のデマに対する
取り締まりと是正活動を継続的に実施している。時事問題や世論の動向を悪⽤してデマを流布する⼿掛かりを
迅速に発⾒・摘発し、企業、⺠⽣、警察関連などの分野におけるネット上のデマを捏造・拡散する違法犯罪活
動に対して厳しく取り締まっている。2025 年 7⽉時点で、企業関連のネットデマ情報を法に基づき 26万件
余り削除し、違法・規定違反のアカウントを 1万 1千件余り停⽌した。また、サイバー空間管理局などの部⾨と
連携し、地域のプラットフォームやウェブサイトに対し、企業関連の権利侵害情報を 10万件余り遮断・削除す
るよう指導した。④ 

国家発展改⾰委員会は、社会信⽤システムの構築を基盤として、ネット主体に関する信⽤情報の収集、共
有・活⽤、共同による報奨・懲戒を推進し、ネット上のデマ流布、虚偽宣伝、悪意のある苦情、プラットフォーム

 
① 中国網信網. 2025 年、全国のインターネット情報システムは厳格かつ規範的、公正かつ⽂明的な法執⾏により、インターネット情報事業の

⾼品質な発展を⽀える[EB/OL]. 2026 年 2 ⽉ 14 ⽇[2026 年 3 ⽉ 17 ⽇]. https://www.cac.gov.cn/2026-
02/14/c_1772800146205770.htm. 

② 中国市場監督管理報. ライブコマースの「監督網」を密にし、安⼼消費の「防⽕壁」を築く――2025 年市場監督管理部⾨によるライブコマ
ースの乱象是正活動の総括[EB/OL]. 2026 年 1 ⽉ 7 ⽇[2026 年 3 ⽉ 20
⽇].http://mt.cmrnn.com.cn/wap/zggsb/20260314/142032.html. 

③ CCTV ニュース. 1 万 4900 社の信⽤失墜企業を「ブラックリスト」に追加 2025 年市場監督管理の「成績表」が発表された[EB/OL]. 
2026 年 2 ⽉ 5 ⽇[2026 年 3 ⽉ 20 ⽇].https://content-static.cctvnews.cctv.com/snow-
book/index.html?item_id=17256398526174187820 

④ 公安部. 公安機関がネット上のデマ対策・取締り活動を展開し、⼿がかりを徹底的に掘り起こし、デマの拡散経路を断ち切る[EB/OL]. 
2025 年 7 ⽉ 10 ⽇[2026 年 3 ⽉ 20 ⽇]. 
https://www.mps.gov.cn/n2254098/n4904352/c10136891/content.html. 



-15 - 

責任の不履⾏などの信⽤失墜⾏為を全⾯的に信⽤記録に組み⼊れ、「⼀か所で信⽤を失えば、あらゆる場
所で制限を受ける」という信⽤制約の枠組みの形成を推進している。 

2. 新技術に伴う信⽤リスクへの多⾓的対応 

AI による顔交換、⾳声合成、虚偽の画像・テキスト、現実と虚構の融合といった新技術・新⽤途がもたらすリス
クに対し、監督当局は⾃然⾔語処理、コンピュータビジョン、ビッグデータ分析、マルチモーダル検出などの技術を
活⽤し、インテリジェントな監視・識別システムを構築した。これにより、コンテンツの表⾯を突き抜け、情報源を遡
及することで、⾼精細な虚偽情報の迅速な発⾒、正確な識別、および効率的な対処を実現している。2025
年、国家インターネット情報弁公室は「清朗・AI 技術の悪⽤による虚偽情報⽣成の是正」特別活動を展開し、
規定通りに表⽰されていないもの、出所情報を偽造したもの、悪意を持って捏造・拡散された AI コンテンツに対
して徹底的な措置を講じ、技術に起因する不正⾏為の蔓延を効果的に抑制した。① 

インターネット利⽤主体に対し、「仮想アカウントと実在する主体」の隔壁を取り払い、ネットアカウント、ライブ配
信ルーム、個⼈メディア運営者、MCN機関、関連企業などに対して本⼈確認を実施し、虚偽の⾝分、資格の
不正使⽤、関連する違反⾏為、⼀括操作などの⾏為を厳しく取り締まる。市場監督管理部⾨は、ライブコマー
スプラットフォームに対する常態的な監督・協議・調整メカニズムを確⽴し、ライブコマースプラットフォームへの⾏政
指導を強化する。また、ライブコマース 分野における製品品質の抜き取り検査を強化し、同分野の監督・法執
⾏を強化する。さらに、ライブコマースのコンプライアンス管理基準の主導的役割を強化し、ライブコマース業界の
標準化・規範化レベルの向上を持続的に推進する。② 

3. 信⽤・コンプライアンス体制の構築を⼆本⽴てで推進する 

2025 年、市場監督管理部⾨は地域間の信⽤情報の⼀体化と協調的な発展を推進し、「信⽤京津冀」「信
⽤⻑江デルタ」「信⽤⼤湾区」の共同構築を基盤として、「信⽤成渝」「信⽤東北」の共同構築を推進し、地域
間の情報共有、監督管理規則の相互承認を実現し、共同監督管理を実施する。全国で 6400万社余りの
企業に対し信⽤リスクの⾃動分類を完了し、19 の省（⾃治区・直轄市）では⾷品、医薬品など 12 の重点
分野において「汎⽤＋専⾨」の分類モデルを推進した。年間で 63万 3900 社の事業主体に対し⾮対⾯検
査を実施し、トリガー型検査を 22万 1500 社に対して⾏い、13万 3100 社の事業主体に対して信⽤に基
づく寛容な管理を実施し、柔軟な監督管理の効率を⾼めた。同時に、監督管理部⾨は、誠実かつ法遵守の
主体に対しては検査頻度を低減し便宜を図る⼀⽅、信⽤失墜主体に対しては抜き打ち検査の割合を引き上
げ、重点的な監督管理を強化し、経営活動を制限した。また、重⼤な信⽤失墜主体に対しては、公⽰・公
表、共同懲戒、市場参⼊禁⽌措置を実施した。年間を通じて 1801万 1600 の経営主体に対し警告・注
意喚起を⾏い、420万 1100 の企業に対し信⽤コンプライアンス管理の強化を指導した。「年次報告サービス
⽉間」「信⽤修復サービス年」などの活動を通じて、1万 8000余りの年次報告サービスチームを結成し、14

 
① 中国網信網. 国家インターネット情報弁公室が「清朗・AI 技術の濫⽤是正」特別⾏動を展開するよう指⽰した[EB/OL]. 2025 年 4 ⽉

30 ⽇[2026 年 3 ⽉ 23 ⽇]。https://www.cac.gov.cn/2025-04/30/c_1747719097461951.htm。 
② 光明⽇報。市場監督管理総局︓ライブコマースの監督管理を強化[EB/OL]。 2025 年 4 ⽉ 21 ⽇[2026 年 3 ⽉ 23 ⽇]. 

https://www.samr.gov.cn/xw/mtjj/art/2025/art_32327fe9216947e58754513ed21aace5.html. 
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万件以上の要望を調整・解決した。また、6700回以上の広報活動と 5500回以上の教育研修を実施し、
「信⽤を知り、守り、活⽤し、⾼める」という社会的合意を形成した。① 

（⼆）地域横断的なガバナンスの実践︓多者間の連携・協働による監督体制の強化 

ネット上の信⽤失墜⾏為は、地域を越えた拡散や違法⾏為の隠蔽化といった特徴を有しており、「地域間、部
⾨間、階層間、プラットフォーム間」を横断する四位⼀体のネット信⽤協同監督体制の構築を加速させる必要
がある。「情報の共有、標準の相互承認、法執⾏の連携、結果の相互通報、共同による報奨・懲戒」を実現
し、ネット信⽤ガバナンスの全体性、協調性、有効性を⼤幅に向上させ、全国を⼀つの盤⾯、全域を⼀つのネッ
トワークとする協同ガバナンス体系を形成する。 

1. 地域間連携ガバナンスの成果が顕著 

国家市場監督管理総局は、全国的なネット取引監督管理の⼀体化を推進し、地域を越えた消費者権利保
護、事件の移送、法執⾏協⼒調査、信⽤修復の協調的な処理を実現し、ネット信⽤監督管理規則の全国
統⼀、情報の全国共有、法執⾏の全国連携を推進している。ハルビン、天津、杭州、⽯家荘、昆明、南寧、
海⼝の 7都市は、全国初の地域横断的な信⽤修復協⼒メカニズムを確⽴し、信⽤修復の「7都市での⼀括
⼿続き」を実現した。② は、全国的な地域横断的な信⽤協⼒を⽰すモデルケースとなっている。 

⻑江デルタ地域の上海、江蘇、浙江、安徽の 4省・市は、⻑江デルタにおけるネット販売消費財の安全性およ
びリコールに関する常態的な監督協⼒メカニズムを共同で構築した。これには、ネット販売消費財による傷害情
報の共同監視、ネット販売消費財リコール専⾨家データベースの共同構築、ネット販売消費財リコール業務に
関する協議・情報交換メカニズムの整備、ネット販売消費財の⽋陥に関する技術分析・判断メカニズムの共同
構築、⻑江デルタにおけるネット販売消費財の⽋陥情報に対する緊急対応連携メカニズムなどが含まれる。標
準の統⼀や情報の連携・共有を通じて、地域を越えた監督管理の課題解決に注⼒し、全国のネット販売監督
管理に「⻑江デルタ・モデル」を提供する。③ 京津冀（北京・天津・河北）3地域の市場監督管理部⾨は共
同で『京津冀市場監督管理部⾨による信⽤深化・向上を通じた経営主体の質の⾼い発展⽀援に関する 3 カ
年⾏動計画の実施に関する意⾒』を発⾏し、地域連携による「信⽤＋」サービスの推進、経営主体の信⽤コン
プライアンス能⼒と市場競争⼒の向上、京津冀信⽤監督管理の⼀体化メカニズムの構築などの⾯で継続的に
取り組んでいる。④ 中部 6省の省都である鄭州、⻑沙、武漢、合肥、太原、南昌は、地域を越えた協⼒協定
を締結した。「地域的制約の打破、監督管理の連携強化」に焦点を当て、認識基盤の共同構築、協⼒メカニ

 
① ⼈⺠網. 信⽤向上 3 カ年⾏動「質的向上・効率化」年の成果が顕著[EB/OL]. 2026 年 3 ⽉ 16 ⽇[2026 年 3 ⽉ 23 ⽇]. 

http://finance.people.com.cn/n1/2026/0317/c1004-40683279.html. 
② ハルビン放送テレビ局. ハルビン市の信⽤修復「7都市共通⼿続き」事例が「全国優秀実践」に選出[EB/OL]. 2025 年 12 ⽉ 15 ⽇

[2026 年 3 ⽉ 23 ⽇]. https://www.hrbtv.net/folder137/2025-12-15/1109891.html. 
③ 新華網. ⻑江デルタにおけるネット消費安全の新たなエコシステムの構築[EB/OL]. 2025 年 4 ⽉ 29 ⽇[2026 年 3 ⽉ 23 ⽇]. 

http://www.zj.xinhuanet.com/20250429/36cd7a5dfdef4e57a90863572e7f754f/c.html. 
④ ⼈⺠網. 「データのオンライン化」から「データ駆動型の意思決定」へ――京津冀地域の市場監督管理がデジタル・インテリジェント化へ

[EB/OL]. 2025 年 4 ⽉ 23 ⽇[2026 年 3 ⽉ 23 ⽇]. http://politics.people.com.cn/n1/2025/0423/c458474-
40466036.html. 
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ズムの共同構築、データ共有の共同推進、標準相互承認の共同促進という 4 つの側⾯から地域を越えた連
携体系を構築し、インターネット市場監督管理の効率を全⾯的に向上させることを明確にした。① 

2. 省庁横断的な統合監督による相乗効果の創出 

インターネット情報、公安、市場監督、⼯業情報化など複数の部⾨が、共同分析、共同監視、共同捜査、共
同公表からなる統合的な法執⾏メカニズムを構築し、監督管理の相乗効果を結集して、全プロセスにわたる的
確な取り締まりを実現する。インターネット情報部⾨と公安部⾨は連携を深化させ、「清朗」「浄網」「護網」とい
った⼀連の特別⾏動を基盤として、デマの発⽣源追跡、アカウント処分、事件捜査の迅速な連携ルートを構築
した。サイバーセキュリティ部⾨が主導してコンテンツの削除、プラットフォームへの指導、違反アカウントの停⽌など
の是正措置を実施し、公安機関が同時に刑事捜査、証拠の保全、関係者の逮捕を進め、是正の閉ループを
形成し、AI による偽造、ネットいじめ、世論を利⽤した恐喝など、あらゆる部⾨横断的な違法事件を効果的に
処理した。市場監督管理、インターネット情報、公安の三者が⼒を合わせ、ライブコマースにおける信⽤失墜や
乱象の共同統治に取り組んだ。市場監督管理部⾨が主導して虚偽宣伝、価格詐欺、偽造・粗悪品、架空
注⽂による評価操作などの違法⾏為を厳しく取り締まり、インターネット情報部⾨が同時に違反ライブ配信ルー
ムやマーケティングアカウントを処分し、公安機関がライブ配信詐欺などの犯罪⾏為を厳しく取り締まった。2025
年には複数の地域をまたぐ重⼤事件を摘発し、没収・罰⾦総額は 1000 万元を超え、4 回にわたり計 30 件
の典型事例を公表した。② 強⼒な法執⾏による抑⽌⼒を形成した。 

⼆、プラットフォーム運営者の責任履⾏︓ガバナンス能⼒とメカニズムの強化 

2025 年、『⼈⼯知能⽣成・合成コンテンツ弁法』（国信弁通字〔2025〕2 号）および関連する国家標準が
正式に施⾏され、「清朗」シリーズ特別⾏動がさらに推進される中、ウェブサイト・プラットフォームは、ネット上の誠
実性構築における課題や難点に焦点を当て、「制度＋技 術＋共治」の融合経路を⾰新的に模索し、コミュニ
ティ規則体系の整備、ガバナンスメカニズムの⾰新、協調的共治の推進などの⾯で⼀連の画期的な措置を打ち
出し、ウェブサイト・プラットフォームによる主体責任の履⾏を、受動的な対応から能動的な構築へ、分散的なガ
バナンスから体系的な施策へと深く転換させる。 

（⼀）主体責任の強化、内部誠実性規範メカニズムの整備 

所管部⾨の監督・指導の下、ウェブサイト・プラットフォームはコンプライアンス構築を基盤とし、それぞれの業務特
性や業界分野などの特徴に焦点を当て、内部の誠実性規範メカニズムを継続的に整備し、コミュニティ規則や
利⽤規約の構築を強化し、誠実性構築をプラットフォーム運営の各段階に組み込むよう推進している。 

 
① 中国市場監督管理報. 中部 6省の省都がネットワーク取引の協調監督メカニズムを共同構築[EB/OL]. 2025 年 9 ⽉ 18 ⽇[2026 年

3 ⽉ 23 ⽇]. https://www.samr.gov.cn/xwxcs/dfdt/art/2025/art_8be6a6e113c64f86ab7008e821cb7ee9.html. 
② 中国市場監督管理報. ライブコマースの「監督網」を密にし、安⼼消費の「防⽕壁」を築く[EB/OL]. 2026 年 3 ⽉ 14 ⽇[2026 年 3 ⽉

23 ⽇]. http://pc.cmrnn.com.cn/shtml/zggsb/20260314/142032.html. 
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電⼦商取引分野においては、事業者の誠実性の育成と取引秩序の規範化に焦点を当て、事業者⽀援とガバ
ナンスを並⾏させる仕組みを⾰新し、事業者の権益保護と消費者の信頼構築を有機的に統合する。タオバオ・
天猫は、事業者を⽀援する 12項⽬の誠実性向上策を⼀⻫に打ち出した。誠実性システムの深化を重点と
し、返品・返⾦処理メカニズムの⾰新、事業者向け迅速な申し⽴てチャネルの開設、「不正利⽤者」対策のた
めの識別モデルのアップグレード、アカウントの誠実性管理システムの構築などを⾏う。また、異常なアフターサービ
スや虚偽の返品などの⾏為を信⽤管理に組み⼊れ、常習的な「不正利⽤者」に対しては法に基づき責任を追
及し、① 事業者のビジネス環境を継続的に最適化していく。 

⺠⽣サービス分野では、ネットユーザーの集中や利⽤頻度が⾼い分野に焦点を当て、サービスに関する公約と
協調的な管理メカニズムを⾰新する。⾷品安全の⾯では、2025 年 11⽉、市場監督管理総局の指導の下、
京東（JD.com）、美団（Meituan）、拼多多（Pinduoduo）など 8 社の主要プラットフォームが共同で
『オンライン⾷品取引第三者プラットフォーム⾷品安全管理⾃主規制協定』に署名し、「統⼀された資格審査
基準、統⼀されたリスク監視ルール、統⼀された信⽤失墜ブラックリスト、統⼀された共同懲戒措置」というメカニ
ズムを⾰新的に確⽴し、国内のクロスプラットフォームにおけるオンライン⾷品の信⽤⾃主規制統⼀標準の空⽩
を埋めた。② インターネット医療やオンライン旅⾏などの分野においては、「サービス約束の厳格な履⾏メカニズム」
を新たに構築し、プラットフォームが公⽰するサービス標準や価格約束などをコンプライアンス管理の対象に組み
⼊れ、信⽤失墜⾏為に対しては先⾏賠償および違約⾦制度を実施した。Fliggy は 45 の細分化された違反
シナリオに対する処罰標準を新設し、レンタカーの⾞両不⾜やドライバーの遅刻といった典型的な問題に対し、
特別評価細則を策定した。空港送迎の遅刻に対する補償やサービス不履⾏の賠償といった強制的措置を明
確化し、制度による制約を通じて事業者の誠実な契約履⾏を促す。③ 京東（JD.com）の医薬品販売では、
「効果がなければ返⾦」という誠実なサービスを導⼊し、薬の効果と補償の標準を明確に定めた。最⾼ 600 元
の補償と送料の返還を⾏い、確固たる約束によってユーザーの信頼を⾼め、④ 医療サービスの誠実さの向上を
推進している。各プラットフォームは、⼈々のニーズに的確に対応し、具体的な場⾯に応じた誠実な取り組みによ
って⼤衆の信頼の基盤を強固にし、誠実さを実感でき、実現可能な⺠⽣福祉としている。 

官⺠連携の分野において、⾃主的に規制体系と連携し、信⽤情報の相互共有メカニズムを⾰新することで、
官⺠連携を⼀⽅的な規制から双⽅向の能⼒強化へと転換させ、全ネットワークで統⼀された信⽤ガバナンス体
制の構築に向けた基盤を築く。各プラットフォームは『社会信⽤体系の健全化に関する意⾒』の要求を履⾏し、 
（全国信⽤情報共有プラットフォーム）と連携し、違法・信⽤失墜主体情報とプラットフォーム内部の信⽤管
理システムとのリアルタイムな相互連携・動的更新を実現した。プラットフォームに集約された 807億件の経営

 
① 周靖杰. プラットフォーム経済の質の⾼い発展に焦点を当て、2025 年タオバオ・天猫が 12 項⽬の事業者⽀援策を⼀⻫に発表

[EB/OL].2025 年 1 ⽉ 20 ⽇[2026 年 3 ⽉ 17
⽇].https://www.news.cn/tech/20250120/df83cf747351430ba5f09df78202d550/c.html. 

② 国家市場監督管理総局. 市場監督管理総局が 8 社のプラットフォーム企業に対し、⾷品安全管理に関する⾃主規制協定の策定を指導
[EB/OL]. 2025 年 11 ⽉ 7 ⽇[2026 年 3 ⽉ 17 ⽇]. 
https://www.samr.gov.cn:8080/xw/zj/art/2025/art_7cd83fd88a0b41c49717eb565f5b6b05.html. 

③ 揚⼦晩報・搜狐号. ⾶猪が商品管理規則を複数更新、「注⽂拒否」や「商品なし」などの典型的な顧客クレーム問題を厳格に管理
[EB/OL]. 2025 年 2 ⽉ 26 ⽇[2025 年 3 ⽉ 18 ⽇]. https://www.sohu.com/a/863956422_121448078. 

④ 王钰淇.京東が医薬品購⼊向けに「痩せなければ返⾦」サービスを導⼊、肥満者の科学的な減量を⽀援[EB/OL].2025 年 4 ⽉ 7 ⽇
[2026 年 3 ⽉ 18
⽇].https://www.xinhuanet.com/health/20250407/6f8edb570e214b788ead792511e602d2/c.html. 
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主体信⽤情報を活⽤し、① （全国信⽤情報共有プラットフォーム）を通じて、信⽤失墜⾏為の的確な管理・
統制を強化した。『インターネットプラットフォーム企業の税務関連情報報告規定』（国務院令第 810号）を
厳格に執⾏し、8,000 社余りの国内外のプラットフォームが税務関連情報の報告連携を完了した。これにより、
架空取引や信⽤操作などの虚偽取引⾏為を効果的に抑制し、② 官⺠連携メカニズムの⾰新を通じて、監督
管理とプラットフォームガバナンスの相乗効果を実現し、ネット上の信⽤監督管理の効率を向上させた。 

（⼆）ガバナンスモデルの⾰新、信⽤失墜⾏為への対応効率の向上 

ウェブサイト・プラットフォームは技術によるエンパワーメントを中核とし、コンテンツ審査、信⽤評価、協調的ガバナ
ンスなどの仕組みを⾰新し、インターネット上の信⽤ガバナンスを「⼈的補助」から「スマートかつ精密」へ、また「単
⼀ガバナンス」から「多元的協調」へと転換させ、ガバナンスの効率と対応速度を絶えず向上させている。 

ネット上の信⽤失墜⾏為がスマート化・組織化するという新たな傾向に対し、主要プラットフォームはコンテンツ管
理専⽤の⼤規模モデルを導⼊し、「事前の警告－事中の遮断－事後の追跡」という管理体制を構築し、受動
的な対応から能動的な予防への転換を実現した。快⼿はコンテンツ管理⼤規模モデルの制御フローを統合し、
AI アルゴリズムを⽤いて⾼リスク商品を全量スキャンすることで、リスク⾒逃し率を 0.1%に低減し、虚偽宣伝の
通報率を 35%削減した。演出された宣伝の識別・対処メカニズムを⾰新し、ライブ配信における購⼊誘導⾏
為をリアルタイムで遮断した。また、家庭内のトラブルを演じて購⼊を誘導する⾏為をリアルタイムで識別し、ポッ
プアップ警告、配信画⾯の遮蔽、さらには配信停⽌処分を⾃動的に発動した。2025 年には、演出された販売
⾏為の通報率が前年⽐ 61%減少した。③ Weiboはコンテンツ審査と苦情処理メカニズムを整備し、3 つの苦
情分類を追加、5項⽬の製品アップグレードを完了した。5分および 30分以内の苦情処理完了率をそれぞれ
86%、95%に引き上げ、④ 迅速な対応により誠実さを重視する姿勢を強化した。技術を活⽤したガバナンスメ
カニズムの⾰新により、プラットフォームは不誠実な⾏為をより正確に識別し、より迅速に対処し、より強⼒な抑
⽌⼒を発揮できるようになった。 

⽣成式 AI の急速な発展は、インターネット上の信頼性構築に新たな課題をもたらしている。各ウェブサイト・プラ
ットフォームは『AI ⽣成・合成コンテンツ弁法』（国信弁通字〔2025〕2号）を厳格に実施し、詳細な規則を
策定した。また、「明⽰＋暗⽰的表⽰」の⼆元的な表⽰体系を構築し、ユーザーの知る権利を保障するための
様々な措置を講じ、AI コンテンツの流通秩序を規範化することで、技術⾰新の保障とコンテンツの真実性の維
持とのバランスを図っている。Weiboは多⾓的に AI コンテンツの表⽰を推進しており、⽉平均の表⽰件数は
100万件を超えている。⑤ TikTok プラットフォームはコンテンツ表⽰機能と AI コンテンツのメタデータ表⽰・書き

 
① 中国⻘年報公式網易号。全国信⽤情報共有プラットフォーム、事業者の信⽤情報を 807億件以上集約[EB/OL]。2025 年 4 ⽉ 2 ⽇

[2026 年 3 ⽉ 18 ⽇]。https://c.m.163.com/news/a/JS4T94QF0514CDBK.html。 
② 周⼩涵.国家税務総局︓新規制施⾏後、「架空注⽂」による業績の⽔増しなど無秩序な競争が減少[EB/OL].2025 年 3 ⽉ 2 ⽇]. 

https://www.qlwb.com.cn/detail/27300033.html. 
③ 中国消費者報. 快⼿ EC が 2025 年ガバナンス体験報告書を発表[EB/OL]. 2026 年 3 ⽉ 13 ⽇[2026 年 3 ⽉ 18 ⽇]. 

https://finance.sina.com.cn/jjxw/2026-03-13/doc-inhqvamt7965607.shtml. 
④ Weibo 公式サイト.2025 年 Weibo コミュニティ信頼度報告書[EB/OL].2025 年 1 ⽉ 30 ⽇[2026 年 3 ⽉ 19

⽇].https://www.weibo.com/ttarticle/p/show?id=2309405260880345956798. 
⑤ 同上 
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込み機能をリリースし、クリエイターが AI コンテンツに注意喚起の表⽰を追加できるよう⽀援している。これによ
り、AI コンテンツのメタデータ情報を識別・書き込み可能となり、コンテンツの追跡に技術的な裏付けを提供して
いる。テンセント、Bilibili、DeepSeekなどのプラットフォームは、表⽰の改ざんや隠蔽⾏為を明確に禁⽌し、 
AI による虚偽コンテンツの拡散を防⽌している。① ウェブサイトプラットフォームは、コミュニティ規約と誠実性ガイド
ラインを改訂・詳細化し、審査アルゴリズムのロジック、違反処置プロセス、および異議申し⽴てチャネルを公開し
た。公開かつ透明性の⾼い誠実性ガバナンスメカニズムを⾰新し、コンプライアンスへの期待を⾼め、明確な誠実
性指針を提供している。Douyin Healthは『コミュニティ医療健康規約』を改定し、誠実性管理の範囲を拡
⼤するとともに、虚偽の科学知識の普及などの不誠実な⾏為に対する処分標準を明確化し、公表した。② 
Weiboは「コミュニティの信頼構築」を柱として、ルール共創や⼀般からの評価などの活動を展開し、誠実性ガ
バナンスの公開化・⺠主化を推進している。 

各ウェブサイト・プラットフォームは主体的な責任を果たし、異なる分野においてそれぞれ特⾊あるネット上の信頼
構築の道筋を形成している。規則の透明性、プロセスの公開、結果の公正さを積極的に推進し、プラットフォー
ムのコンプライアンスと誠実な運営が、外部からの制約から⾃発的な⾏動へと内⾯化されるよう促している。AI
によるコンテンツ識別、⼀般ユーザーによる評価、健全性スコアなど、様々な取り組みにより、⼀部の新しい技術
やアプリケーションがもたらす顕在化した信⽤失墜の問題を効果的に解決し、より深層的なガバナンスの課題に
対処するための貴重な経験を蓄積し、技術的基盤を築いている。 

三、社会の協調的参加︓多様な⼒の活⽤と連携 

業界団体は⾃主規制を通じて業界のコンセンサスを形成し、⼀般市⺠は監視の⼒を通じて社会の共同ガバナ
ンスを活性化させている。両者は相互補完的な連携構造を形成し、ネット上の誠実性構築に持続的な原動
⼒を注⼊するとともに、共創・共治・共有のネット誠実性エコシステムの構築を推進している。 

（⼀）業界団体の主導︓業界⾃律規範の策定と普及の実践 

標準および規約の策定・実施に関するイニシアチブ。中国インターネット社会組織連合会は、国家インターネット
情報弁公室の関連業務局の指導の下、『優良ライブ配信ルーム認定標準』という団体標準に基づき、2025
年 7 ⽉に第 4 弾となる優良ライブ配信ルーム（配信者）417 件を発表した。③ プロジェクトでは、これまでに
累計 1164 件の優良ライブ配信ルーム（配信者）を認定しており、インターネットライブ配信業界の健全な発
展をさらに推進し、ネット配信者の職業的資質を向上させ、ライブ配信業界の質の⾼い発展を促進している。
中国インターネット協会は『安全で信頼性の⾼い AI クラウド PC の能⼒要件』団体標準を発表した。④ これに

 
① 范佳来.テンセント、抖⾳、快⼿、Bilibili、DeepSeek などのプラットフォームが公式発表︓AI識別機能を導⼊[EB/OL].2025 年 9 ⽉ 1

⽇]. https://www.thepaper.cn/newsDetail_forward_31523045 
② 千⿓網百家号. 抖⾳健康が新版『コミュニティ規約』を発表、虚偽のマーケティングは重点的に取り締まる[EB/OL]. 2025 年 3 ⽉ 18 ⽇
[2026 年 3 ⽉ 19 ⽇]. https://baijiahao.baidu.com/s?id=1826912161537124259&wfr=spider&for=pc. 
③ 中国インターネット社会組織連合会。優良配信者育成プロジェクト第 4期 優良配信ルーム（配信者）リストを発表[EB/OL]。[2025 年

3 ⽉ 18 ⽇]。https://www.cfis.cn/20250730/310f4ceb97054c2aa0786ed8b63870aa/c.html。 
④ 中国インターネット協会. 標準⼁中国インターネット協会による『安全で信頼性の⾼い AI クラウド PC の能⼒要件』など 8 つの団体標準の承
認・公表に関する公告[EB/OL]. [2025 年 3 ⽉ 18 ⽇]. https://www.isc.org.cn/article/27085831921070080.html. 
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より、企業は安全で信頼性の⾼い AI クラウド PC の全体的な枠組みや主要な能⼒指標を明確にすることがで
き、安全性と信頼性、製品品質という⼆つの側⾯から製品能⼒を規定するとともに、能⼒評価のための成熟度
モデルを提⽰している。 

誠実性に関する啓発・教育を広く展開する。2025 年 4⽉、北京⼤学経済学院、北京⼤学中国信⽤研究
センター、および第⼀アジア商⼈⾦銀業有限公司が共同で「2025 年中国信⽤ 4.16 サミット」を主催した。① 
「デジタル時代における社会信⽤システムの 構築の重点と⽅向性」というテーマに焦点を当て、社会信⽤に関す
る⽴法、信⽤データの権利確定、ブロックチェーンによる証拠保存技術の応⽤、デジタル信⽤格付け標準などの
議題について、深く議論した。2025 年 9 ⽉、全国「誠信興商宣伝⽉間」活動が湖北省咸寧市で正式に開
始された。中国商業連合会、中国消費者協会など全国 6 つの主要業界団体が共同で誠信イニシアチブを発
表し、② 多くの企業に対し、誠実で信頼できる市場環境を共に築くよう呼びかけた。遷安市は「サイバーセキュリ
ティ啓発週間」を契機として、ネット上の誠実な環境構築をめぐる⼀連の活動を展開し、誠実さの理念を学校、
地域社会、農村に浸透させ、⼀般市⺠のネット上の誠実さに対する意識を⾼めている。③ 社会信⽤のデジタル
化構築を模索している。丹江⼝市は「信⽤＋ボランティア活動」モデルを⾰新的に構築し、「⼩⽔滴」ボランティ
ア活動連合会を中核として、仕組みの整備、デジタル技術の活⽤、星評価によるインセンティブなどの措置を通
じて、ボランティア活動の規範化・常態化を推進し、信⽤構築と公益サービスの深い融合に向けた「丹江⼝モデ
ル」を提供した。『環境保護ボランティア活動奨励・表彰弁法（試⾏）』を制定し、活動時間と質に基づくポイ
ント制度に基づき、「オンライン記録＋四半期ごとの審査」という信⽤管理メカニズムを確⽴した。「丹江⼝⼩⽔
滴」WeChat ミニプログラムと環境保護ボランティア活動デジタル可視化システムを開発し、ボランティアの登録、
チェックイン、ポイント照会を「ワンストップ」で実現した。プラットフォームのデータは省・市各レベルと相互連携して
おり、⾼星級のボランティアは⽣活、教育、医療、雇⽤などの分野にわたる特典を享受できる。例えば、五つ星
のボランティアはメディアによる特集記事、公⽴学校への⼦⼥の優先⼊学、⼆次病院での無料健康診断や専
⾨家による「マンツーマン」サービスを受けられ、「信⽤値」を「実質的な福利厚⽣」へと転換している。④ 天津市
企業誠信協会信⽤交通分会は、多⽅⾯と連携して社会的な信⽤評価メカニズムを模索し、タクシーの信⽤
等級 AI⾃動評価モデルを開発し、天津市の信⽤「海河分」プラットフォームとの相互認証を実現した。運転⼿
は QR コードを通じて充電、⾦融、法律、⽣活など全⽅位のサービスを利⽤でき、「1 つのコードで全て利⽤可
能」を実現している。「N個」の精密なサービスシーンを拡⼤し、運転⼿の仕事と⽣活を中⼼に「信⽤＋」の応⽤

 
① 新華網. 2025 年中国信⽤ 4.16 サミットフォーラム理論セミナーが開催された[EB/OL]. [2026 年 3 ⽉ 19 ⽇]. 

https://www3.xinhuanet.com/city/20250415/b995384303a140929aa64a5f61ce1cd6/c.html. 
② 信⽤中国. 2025 年全国「誠信興商宣伝⽉間」が湖北省咸寧市でスタート[EB/OL]. [2026 年 3 ⽉ 19 ⽇]. 

https://www.creditchina.gov.cn/xydt/hangyexiehuishanghui/202509/t20250923_469559.html. 
③ 唐⼭市⾏政審査局. 唐⼭遷安市が「サイバーセキュリティ意識の向上、健全なネット環境の構築」をテーマとした誠実性啓発活動を実施

[EB/OL]. [2026 年 3 ⽉ 23 ⽇]. 
https://xy.tangshan.gov.cn/cms/content/queryOfPreview.action?contentId=8371. 

④ 湖北⽇報. 丹江⼝市︓「信⽤＋ボランティア活動」で⽔源地の⽂明的な新たな⾵景を描く[EB/OL]. [2026 年 3 ⽉ 19 ⽇]. 
https://news.hubeidaily.net/pc/c_4534644.html. 
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を継続的に拡充している。充電リソースを統合し、信⽤度の⾼い新エネルギー⾞に対し、サービス料⾦を最⼤
50％割引する特典を提供している。① 

（⼆）市⺠による監視の活性化︓監視ルートの構築と実践成果 

市⺠による監視の活性化と権利の保障。国家インターネット情報弁公室の違法・有害情報通報センターが公
表したデータによると、2025 年、同センターは全国の各級サイバー空間情報通報部⾨や主要ウェブサイト・プラ
ットフォームに対し、通報ルートの円滑化を指導し、違法・有害情報の受理・処理を強化し、健全なネット環境
の構築を推進した。年間でネットユーザーからの通報情報 2億 2300万件を受理・処理し、そのうち国家インタ
ーネット情報弁公室通報センターが 501 万 7000 件、各地のサイバー空間情報通報部⾨が 917 万 7000
件、全国の主要ウェブサイト・プラットフォームが 2億900万件を受理した。② 例えば、北京市では 2025 年 12
⽉に企業関連のネット上の権利侵害に関する通報情報を計1万2599件受理し、有効な通報情報は8472
件で、有効率は 67.2％であった。北京管轄の重点ウェブサイトでは企業関連のネット上の権利侵害に関する
通報情報を 9 万 9000 件受理し、 そのうち有効な通報情報は 5 万 7000 件で、有効率は 57.6％であっ
た。③ 2025 年 9⽉、成都市インターネット違法・有害情報通報プラットフォームおよび管轄地域の重点ウェブサ
イトプラットフォームは、ネットユーザーからのポルノ、賭博、権利侵害、デマなどの違法・有害情報に関する通報
34万 5838件を受け付け、前年同期⽐ 269％増となった。そのうち、成都市インターネット違法・有害情報通
報プラットフォームが受理した通報は 650 件で、前年同期⽐ 69％増となった。管轄地域の重点ウェブサイトプ
ラットフォームが受理した通報は 34万 5188件で、前年同期⽐ 270％増となった。④ 

ウェブサイトプラットフォームは、ネットユーザーが信⽤構築に参加するよう積極的に働きかけている。知乎は「知友
探真」というコーナーを⽴ち上げ、年間「知友デマ払拭ランキング」と「知友真実探求ランキング」を公開し、積極
的なコンテンツ制作者を招いてネット上のデマ払拭などの科学啓発コンテンツ制作に参加してもらっている。「ビタ
ミン Cは⾵邪を予防できる」「成⻑ホルモンは早ければ早いほど良い」「窓に『⻨』の字を貼ると台⾵をしのげる」と
いった話題は疑似科学であることが証明され、年間「デマ払拭ランキング」にランクインした。「単位体積あたりの
⼈間の発⽣する熱量は太陽の数倍である」「楽曲『Scary Monsters And Nice Sprites』の周波数で蚊を
追い払える」「インフルエンザ特効薬はミネラルウォーターや⽜乳で服⽤してはいけない」など、⼀⾒荒唐無稽な
「奇想天外な」話題が年間「真実探求ランキング」にランクインした。⑤ 抖⾳グループは「AI 抖⾳求真」機能をリ
リースし、プラットフォームユーザーが動画コンテンツに含まれる可能性のある誤解を招く情報や虚偽の噂を正確に
識別・解明できるよう⽀援し、多くのユーザーにより安全で信頼できる情報消費環境を提供する。ユーザーが⽇

 
① 信⽤中国。天津市、信⽤の全プロセスに基づくサービスでトラック・タクシー・配⾞サービス運転⼿を⽀援[EB/OL]。 [2026 年 3 ⽉ 19 ⽇]. 

https://www.creditchina.gov.cn/zoujinxinyong/chengxinwenhua/chengshichengxinwenhua/202602/t20260202
_473.html. 

② 国家インターネット情報弁公室通報センター. 2025 年全国インターネット通報受理状況[EB/OL]. [2026 年 3 ⽉ 19 ⽇]. 
https://www.12377.cn/tzgg/2026/b2faf3b5_web.html. 

③ 北京市違法・不良情報通報プラットフォーム. 2025 年 12 ⽉北京市インターネット企業関連権利侵害通報受理状況[EB/OL]. [2026
年 3 ⽉ 19 ⽇]. https://www.bjjubao.org.cn/2026-01/05/content_47941.html. 

④ 成都ネット通報。四川省成都市のインターネット情報コンテンツ監督状況[EB/OL]。[2026 年 3 ⽉ 19 ⽇]。
https://www.12377.cn/wxxx/2025/75b410d3_web.html。 

⑤ 新浪科技. 知乎が 2025 年度「デマ払拭ランキング」と「真実探求ランキング」を発表[EB/OL]. [2026 年 3 ⽉ 23 ⽇]. 
https://finance.sina.com.cn/tech/2025-12-31/doc-inheshqt5319420.shtml. 
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常的に抖⾳を利⽤してコンテンツを閲覧する過程で、システムが特定のコンテンツに⼀般の誤解を招く潜在的な
リスクがある、あるいは未確認の情報が含まれていると判断した場合、そのコンテンツに⾃動的に「AI 抖⾳求真」
機能への⼊⼝が追加される。ユーザーがこの⼊⼝をクリックすると、専⽤の「求真カード」ページに遷移し、当該事
象に関連する完全かつ正確な情報を⼿軽に取得できる。これにより、ユーザーが事象の真相を全⾯的かつ客観
的に理解できるよう⽀援し、情報の壁を取り除く。① 

国⺠全体のデジタルリテラシー⽔準の向上を推進する。国家インターネット情報弁公室、教育部、⼯業情報化
部、⼈⼒資源社会保障部は共同で『2025 年国⺠全体のデジタルリテラシーと技能向上に関する重点業務
要綱』を公布し、2025 年末までに、わが国の国⺠全体のデジタルリテラシーと技能の発展⽔準を新たな段階へ
と引き上げ、デジタルリテラシーと技能の育成体系を基本的に整備し、デジタル資源の供給能⼒を著しく強化
し、デジタル⼈材の陣容をさらに拡⼤し、労働者のデジタル業務能⼒を顕著に向上させ、集団間のデジタルスキ
ル格差は絶えず縮⼩し、デジタル発展環境はより普遍的かつ包摂的となり、デジタル⽣活はスマートで便利にな
り、サイバー空間は安全かつ秩序あるものとなり、デジタル法治・道徳・倫理の⽔準は持続的に向上する。② 
2025 年 6⽉ 10⽇午前、2025 年「国⺠デジタルリテラシー・スキル向上⽉間」が、2025 年中国ネット⽂明
⼤会のメインフォーラムで始動した。同⽉間中は、デジタルライフ、デジタルワーク、デジタルラーニング、デジタルイ
ノベーションの 4 ⼤シナリオを中⼼に、国⺠デジタルリテラシー・スキル向上フォーラム、「国⺠デジタルリテラシー・ス
キル研修拠点ブランド活動」、「⾏政分野における AI導⼊・活⽤活動」、「教職員・学⽣の AI リテラシー向上
活動」、「⾼素質複合型⼈材育成計画」、「重点対象グループ向けデジタル福祉・利便性向上公益活動」、
「デジタル教育研修資源 の開放・共有活動」など⼀連のテーマ別活動を組織・開催し、デジタル技術の普及・
活⽤をさらに推進し、デジタル成果の普遍的共有を促進し、全学段における AI教育および全社会的な教養
教育を推進する。③ 

四、AI への信頼︓技術的リスク管理と誠実な共同構築 

2025 年、⼈⼯知能（AI）技術は「⼤規模な応⽤」から「信頼できる発展」へと急速に転換し、⽣成的 AI、
ディープシンセシス、エッジ AI などの技術が継続的に進化し、⾏政サービス、医療・健康、⾦融サービス、教育・
研究、⼯業製造、ソーシャルメディアなどあらゆる分野に深く浸透し、デジタル経済の質の⾼い発展を牽引する
中核的なエンジンとなり、またインターネット上の信頼構築における重要な分野となっている。2025 年の産業発
展とネット上の信頼性確保の実践を踏まえ、わが国の AI 信頼性システムの構築は急速に進展し、単⼀技術
の信頼性という限界を脱却し、ガバナンス規範や社会的認識の全プロセスにわたり、体系的な構築構造を形成
し、全体として全く新しい発展の様相を呈している。 

 
① 駱倩雯. 2025 年度「⾃メディア」のガバナンスと発展に関するイノベーション事例を発表[EB/OL]. [2026 年 3 ⽉ 23 ⽇]. 

https://xinwen.bjd.com.cn/content/s698eb064e4b0687a289135f3.html. 
② 中国網信網. 国家インターネット情報弁公室など 4部⾨が『2025 年国⺠のデジタルリテラシーとスキル向上に関する業務要点』を公布

[EB/OL]. [2026 年 3 ⽉ 23 ⽇]. https://www.cac.gov.cn/2025-04/27/c_1747459876424202.htm. 
③ 中国網信網. 2025 年「国⺠デジタルリテラシー・スキル向上⽉間」が開始された[EB/OL]. [2026 年 3 ⽉ 23 ⽇]. 

https://www.cac.gov.cn/2025-06/10/c_1751286501322657.htm. 
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（⼀）技術コンプライアンスとリスク管理を強化し、信頼できる運⽤の基盤を固める 

技術的安全性と規範的な運⽤は、AI の信頼性構築における基礎的な保障である。2025 年、中国は AI の
全プロセスにわたる技術的予防・管理体制を全⾯的にアップグレードし、事後対応から事前警告へ、単点管理
から全域カバーへ、技術的防護から倫理的制約への転換を完了させ、スマートアプリケーションの信頼性の基盤
を強固なものにする。 

全プロセスのセキュリティ管理体制を整備する。業界は「発⽣源での予防、プロセス監視、緊急対応、原因究明
と責任追及」という閉ループ管理モデルを構築し、ディープフェイク、AI詐欺、アルゴリズムの悪⽤といった新たなリ
スクに対し、インテリジェントな早期警戒・監視システムを構築する。 

①マルチモーダル認識技術を活⽤し、企業が開発したシステムは AI顔交換や⾳声クローンなどの偽造コンテンツ
を迅速に識別できる。② ⾦融・決済プラットフォームはビッグデータアルゴリズムモデルを活⽤し、AI詐欺の事前警
告、事中遮断、事後追跡を実現している。世論や公共の利益に関わるアルゴリズムに対しては、24時間の動
的監視を実施し、アルゴリズムによる差別や制御不能のリスクを適時に排除している。同時に、対策の範囲は継
続的に拡⼤し、⾏政、⾦融、医療など国内の重点分野を網羅している。また、国境を越えた AI アプリケーション
の協調的ガバナンスを並⾏して推進し、情報共有と共同対応の仕組みを構築することで、全領域にわたるリスク
の共同予防・管理を実現している。 

コンテンツの全ライフサイクルにわたる規範的な管理を整備する。源流からトレーニングデータの品質を厳格に管
理し、企業に対しデータ収集、審査、許諾のプロセスを規範化させ、虚偽や権利侵害のあるコンテンツを除去
し、追跡可能なデータ管理台帳を構築する。AI ⽣成コンテンツの審査メカニズムを確⽴し、「機械検知＋⼈的
再確認」のモデルを推進し、コンテンツ公開のゲートウェイを厳格に管理する。AI ⽣成コンテンツの表⽰義務制
度を全⾯的に実施し、表⽰基準と追跡要件を詳細化して、公衆の知る権利を保障する。ブロックチェーンの証
拠保存技術を活⽤してコンテンツ監視・追跡プラットフォームを構築し、ネット上の虚偽の合成情報をリアルタイム
で調査・削除する 。厳格な責任追及と業界の⾃主規制を強化し、法的責任追及の連鎖を整備する。業界の
⾃主規制規約の実施を推進し、信⽤評価連動メカニズムを確⽴して、企業のコンテンツ管理における主体責
任を徹底させる。 

アルゴリズムとシステムの⻑期的なガバナンスを推進する。アルゴリズム届出管理体制を最適化し、アルゴリズムの
公平性検査指標を確⽴し、各種の差別や偏⾒の問題を洗い出し、アルゴリズムによる意思決定の公正性とコ
ンプライアンスを確保する。AI モデルの性能監視を常態化し、リアルタイム運⽤・保守プラットフォームを構築し、
モデルパラメータを動的に最適化し、多様なシーンでの応⽤ニーズに適応させ、意思決定の精度と運⽤の信頼
性を着実に向上させる。研究開発企業、運営プラットフォーム、利⽤主体の責任範囲を明確に区分し、段階

 
① 網易。アリババの AI アプリケーション旗艦「Quark」が新製品「ディープサーチ」を発表︓AI に「⾼い検索知能」を持たせる[EB/OL]。 2025 年
5 ⽉ 8 ⽇ [2026 年 3 ⽉ 23 ⽇]. https://m.163.com/dy/article/JV3GHSH20517R7PC.html?clickfrom=subscribe. 
② テンセントクラウド公式サイト. eKYC-AI 顔認証保護シールドのリリース告知[EB/OL]. 2025 年 3 ⽉ 19 ⽇[2026 年 3 ⽉ 23 ⽇]. 
https://www.tencentcloud.com/zh/document/product/1061/68553?%21editLang=zh&lang=zh. 
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的・分類的な責任管理制度を徹底する。AI 責任保険メカニズムの構築を模索し、権限と責任が明確で、保
障体制が整った運営責任体系を形成する。 

倫理の価値に基づく規範を組み込む。AI の研究開発、応⽤、規制の全プロセスに科学技術倫理を組み込
み、技術発展における法的レッドラインと道徳的境界を明確にし、「技術による善の実現」を推進する。例えば、
アント・グループが開発した検証可能な推論技術（① ）は、⾦融リスク管理 AI の安全性を向上させると同時
に、倫理審査モジュールを組み込むことで、アルゴリズムによる差別やデータの乱⽤といった倫理的リスクを回避
し、アルゴリズムの公平性を確保している。企業はリスク管理システムやチップ開発などの核⼼的な⼯程に倫理
審査モジュールを追加し、プライバシー保護、公平・公正、および安全・コンプライアンスを両⽴させる。ライフサイ
クル全体にわたる倫理アセスメントメカニズムを確⽴し、⾼リスクな AI アプリケーションに対して厳格な参⼊審査
を⾏う。広報活動を通じて業界の倫理的⾃覚を育み、技術の安全性と倫理的コンプライアンスの深い融合を実
現する。 

（⼆）社会的信頼の醸成を深化させ、全領域にわたる協調的な誠実なエコシステムを構築する 

認知の普及と多元的なガバナンスは、⼈⼯知能に対する信頼を持続的に発展させるための鍵である。2025
年、中国は異なるグループのニーズに焦点を当てて普及モデルを⾰新し、社会の認識の偏りを是正し、多⽅⾯
のガバナンスの合⼒を結集し、スマート時代に適応したネットワーク上の誠実な共⽣構造を構築する。 

段階的に、国⺠全体の素養を的確に普及させる。画⼀的な普及モデルを排し、対象となるグループごとに異な
るアプローチで能⼒向上を図る。⻘少年を対象に、AI の誠実性と倫理に関する学校教育を展開し、ルールを
守って端末を使⽤し、誠実さを堅持するという基本的な意識を育成する。⾼齢者を対象には、AI詐欺の防⽌
に焦点を当て、地域での啓発活動、マンツーマン指導、② 簡易ツールの指導などを通じて、リスクの識別能⼒と
⾃⼰防衛能⼒を向上させる。農村住⺠を対象には、農業のスマート化や⾏政の利便性向上サービスと組み合
わせた、実⽣活に基づいた科学普及活動を⾏い、都市と農村の認識格差を縮める。企業の従業員を対象に
は、コンプライアンスと誠実性に関する特別研修を実施し、業界の経営における⾃律意識を強化する。 

具体的な場⾯を想定して、社会的な認識の偏りを是正する。頻繁に利⽤される場⾯を中⼼に、⽇常的な科
学普及活動を⾏い、認識の誤解を解く。AI 医療の分野では、権威ある専⾨家による解説を通じて技術の適
⽤範囲や診断上の限界を説明し、⼀般市⺠が AI による診療⽀援を理性的に捉えられるよう導く。③ ⾏政サ
ービス分野では、スマート体験センターを活⽤して AI サービスの機能と業務の境界を展⽰し、⼀般市⺠の過度
な依存を防ぐ。コンテンツ発信分野では、 および AI ⽣成コンテンツの⾒分け⽅と表⽰基準を普及させ、⼀般市

 
① 央広網。⾦融の「5 つの重要課題」に対する AI の解答︓アント・デジタル・テクノロジーが⾦融機関の⾃律的かつ制御可能な AI脳の構築を
⽀援[EB/OL]。 2026 年 3 ⽉ 5 ⽇[2026 年 3 ⽉ 23 ⽇]. 
https://tech.cnr.cn/techph/20260306/t20260306_527544721.shtml. 
② ⼈⺠郵電報。⾼齢者を賢く守る、詐欺防⽌の「安全ライン」を強固に[EB/OL]。 2025 年 11 ⽉ 14 ⽇[2026 年 3 ⽉ 23 ⽇]. 

https://wxb.xzdw.gov.cn/wlaq/aqdt/202511/t20251114_623379.html. 
③ 法治⽇報. AI医療の現状調査︓「病気になったら AI に聞く」、もし間違っていたらどうするのか︖[EB/OL]. 2025 年 4 ⽉ 1 ⽇[2026 年

3 ⽉ 23 ⽇]. https://news.cctv.cn/2025/04/01/ARTIya6pL3vs8EAUf6dFBhY1250401.shtml. 
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⺠が真実の情報と合成コンテンツを区別できるよう⽀援し、「AI万能論」と「全⾯的な不信」という両極端な認
識のバランスを取り、解消する。 

多様な信頼伝達チャネルを拡⼤する。ネット上の情報発信リソースを統合し、ショート動画、記事・画像コラム、
専⾨家によるライブ配信を⼀体化した科学普及マトリックスを構築する。プラットフォーム上で、AI詐欺防⽌、誠
実性規範、リスク特定に関する⼀連の分かりやすいコンテンツを公開し、シナリオ演じや事例分析の形式を通じ
て理解のハードルを下げる。業界専⾨家を招いてオンラインライブ質疑応答を実施し、⼀般市⺠の関⼼事に対
してリアルタイムで回答することで、科学普及の双⽅向性と情報伝達のカバー範囲を拡⼤し、社会的信頼の認
知基盤を全⽅位的に強固なものにする。  
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第 3 章 重点テーマ︓重要分野における探索的研究 

⼀、ネット上のデマ対策︓健全で公正なネット環境の構築 

2025 年、新技術の急速な進化により、ネット上のデマは隠蔽化、技術化、産業化へと変容し、⼈⼯知能によ
る偽情報の⽣成や、演出された事件の捏造といった新たなタイプのデマが対策の重点となる。 

（⼀）ネットデマ対策の成果 

2025 年、関係部⾨は政策の的確な展開、特別⾏動による重点対策、司法による強⼒な取り締まり、技術
⾰新による⽀援、多様な主体との連携など、多⾓的な措置を通じて、「事前の予防―事中の管理・統制―事
後の責任追及」という対策体系を構築し、ネット上のデマ拡散の乱れを効果的に抑制し、段階的な成果を上げ
た。 

1. 政策体系が徐々に整備され、特別⾏動の成果が顕著である 

2025 年 7⽉、国家インターネット情報弁公室は全国で 2 ヶ⽉間にわたる「清朗・『⾃メディア』による虚偽情報
の発信に対する是正」特別キャンペーンを全国で展開した。主要な SNS、ショート動画、ニュースサイトなど全プ
ラットフォームを網羅し、デマの主要な伝播媒体である⾃メディアを的確に標的とした。悪意を持って話題に便乗
して公衆を誤導すること、事実を歪曲して情報を捏造すること、出典を明記せず偽物を本物に⾒せかけること、
専⾨分野で虚偽情報を発信することの 4 つを是正の重点として定め、AI による⽣成・合成された虚偽情報、
演出された演出写真、ランキング操作による世論操作などの新型デマを重点対策範囲に組み⼊れ、デマ対策
に的を絞って取り組み、重点分野のデマを的確に摘発した。その結果、⾃メディアによる悪質な話題の便乗や虚
偽情報の捏造などの乱象が⼤幅に減少し、AI⽣成の虚偽情報や情報源の曖昧な表記などのデマは効果的に
管理され、災害、感染症、⺠⽣政策などの重点分野におけるデマの拡散頻度は著しく減少した。 

公安機関は「ネット浄化 2025」を基盤とし、警察や災害に関するデマを捏造・拡散する⾏為、時事問題を利
⽤してデマを流して世論を誘導する⾏為、ネット上の「⽔軍」やMCN機関を裏で操り⼤量にデマを流す⾏為と
いう 3種類の違法犯罪⾏為を重点的に取り締まり、「取り締まりによって道を切り開き、取り締まりによって統治
を促進する」という強⼒な抑⽌⼒を形成した。統計によると、内モンゴル⾃治区では年間で 1400件余りのネッ
トデマ事件を摘発し、違法・規定違反アカウント 71件を停⽌した。そのうち刑事事件は 8件、⾏政処分を受
けた者は 161⼈に上る。① 煙台市公安は 4 ヶ⽉にわたり、新エネルギー⾞のネガティブ情報を煽る AI デマグル
ープを摘発し、12⼈を逮捕、資⾦ 100万元を押収、アカウント 8000件以上を停⽌させた。② 各地の公安
機関は、情状が軽微な者に対しては指導・教育を⾏い、違法⾏為者に対しては法に基づき処罰し、犯罪の疑

 
① 央広網. 内モンゴル︓今年に⼊り、1400 件余りのネットデマ事件を摘発[EB/OL]. 2025 年 9 ⽉ 19 ⽇[2026 年 3 ⽉ 17 ⽇]. 

https://nm.cnr.cn/yaowen/20250919/t20250919_527367779.shtml. 
② 央広網. 煙台公安、⾃動⾞メーカーのネガティブ情報を技術的に煽り利益を得る新型ネット⽔軍事件を摘発[EB/OL]. 2025 年 12 ⽉ 18

⽇[2026 年 3 ⽉ 17 ⽇]. https://news.cnr.cn/native/gd/20251218/t20251218_527464527.shtml. 
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いがある者に対しては⽴件・捜査を⾏うことで、デマを流布する違法⾏為のコストを著しく引き上げ、デマの産業
化・⼤規模化という拡散傾向を効果的に抑制した。 

2025 年、ネット上のデマ対策には 3 つの特徴が⾒られる。第⼀に、技術的なデマ対策に焦点を当て、AI の悪
⽤によるデマ拡散という課題を的確に解決することだ。第⼆に、発⽣源の規制を強化し、プラットフォームに対し
情報源の明⽰や専⾨資格認証の仕組みを整備するよう明確に求め、発信プロセスから虚偽情報の拡散を阻
⽌する︔ 第三に、プラットフォームの主体責任を徹底させ、違反処置標準の細分化や苦情・通報ルートの円滑
化を通じて、プラットフォームの「受動的な対応」から「能動的な予防・管理」への転換を推進する。 

2.司法実務における⾰新的な突破⼝、法的責任追及体制の不断な整備 

技術の発展がもたらすガバナンス上の課題に積極的に応え、技術の濫⽤に対する法的責任追及の新たな道筋
を模索し、ネット上のデマ対策に法的な根拠と規範を与えた。北京インターネット裁判所は関連する司法解釈
において、初めて「⽣成的 AI ツールを故意に使⽤して事実を捏造すること」を量刑時の加重処罰事由として明
確に列挙し、AI によるデマ⾏為を処罰するための明確な法的根拠を提供し、技術型デマ対策における法的な
空⽩を埋めた。 

検察機関は公益訴訟の機能を活かし、ネット上のデマが社会の公共の利益を侵害している事案に対し公益訴
訟を提起し、関係主体に対し監督責任の履⾏を促した。上海の検察機関は、上海の⾼級品買取店が「⽼⼈
がバッグを拾って恐喝した」というデマを演出した事件を処理する際、デマによって引き起こされた「社会的修復コ
スト」を画期的にアセスメントし、公共資源の消耗や社会的信頼の毀損などを責任追及の範囲に含め、デマを
流した者にその⾏為による社会的外部コストを「負担させる」という新たなモデルを模索した。① 司法実務の⾰新
により、ネットデマ対策の法的境界がより明確になり、ネット上の誠実性構築に向けた法治の防衛線が強固にな
った。 

3. 技術による⽀援で質と効率を向上させ、スマートガバナンス能⼒が⼤幅に向上した 

2025 年、「AI を⽤いて AI によるデマに対抗する」ことがガバナンス⾰新の中核的な⽅向性となり、インテリジェ
ント技術がデマの識別、発信源の追跡、デマ払拭などの段階で広く活⽤され、ガバナンスの効率が⼤幅に向上
した。12⽉、新華網が中国科学技術⼤学、アリペイと共同で開発した AI エージェント「AI探真」が正式にリリ
ースされた。中国におけるデマ対策分野で初めての中央主流メディアの AI エージェントとして、権威あるデマ対
策リソースを深く統合し、⾷品、健康、医療などのデマが多発する分野に焦点を当てている。スマート対話シーン
を通じてユーザーに科学普及 Q&A サービスを提供し、権威あるデマ対策情報のスマートかつシーンに応じた発
信を実現している。② ネットプラットフォームは、インテリジェント識別システムを継続的に最適化している。⾃然⾔
語処理、画像認識、ビッグデータ分析などの技術を⽤いて AI デマ識別モデルを構築し、AI ⽣成コンテンツ、演

 
① 澎湃新聞. 上海のネットデマ対策における 10 ⼤処罰事例が発表、AI がデマの作成・拡散の主要⼿段に[EB/OL]. 2025 年 11 ⽉ 16 ⽇

[2026 年 3 ⽉ 17 ⽇]. https://baijiahao.baidu.com/s?id=1849859365693179636&wfr=spider&for=pc. 
② 新華網. 新華網「AI探真」インテリジェントエージェントが正式に公開された[EB/OL]. 2025 年 12 ⽉ 3 ⽇[2026 年 3 ⽉ 17

⽇].https://www.xinhuanet.com/government/20251203/8f02a62252ec47e498203b03863208fe/c.html. 
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出された動画、虚偽のタグ付け情報などを正確に識別する。同時に、アルゴリズム推薦メカニズムを改善し、「タ
グ付けすべき情報がタグ付けされていない場合は、アルゴリズム推薦コンテンツプールに⼊れない」ことを明確にし、
拡散経路から虚偽情報の拡散を抑制している。2025 年、複数の主要プラットフォームがこの仕組みを活⽤し、
AI 合成による虚偽の災害映像、演出された惨事ショート動画、偽造された政策解説情報など、多数の事例を
識別・遮断することに成功した。サイバーセキュリティ部⾨はウェブサイト・プラットフォームに対し、徹底的な調査と
是正を促し、法および規約に基づき 13,421 のアカウントを処分し、54万 3,000件余りの違法・違反情報を
削除した。① これにより、技術的なデマの⼤量拡散経路を効果的に遮断した。 

4. 多元的な連携体制が形成され、社会全体によるガバナンスの⼒が持続的に結集している 

「社会共治」の理念を強化し、「政府による監督管理、プラットフォームの責任履⾏、業界の⾃主規制、および
市⺠の参加」という多元的な協調ガバナンス体制の形成を推進し、社会全体が参加する強⼒な合⼒を結集す
る。政府とプラットフォームの連携においては、サイバー空間管理局や公安などの部⾨がプラットフォームと常態的
なコミュニケーション体制を構築し、ガバナンスの重点事項を適時通達するとともに、プラットフォームが主体責任
を履⾏するよう指導する。業界の⾃主規制においては、関連業界団体が「誠実なネット利⽤」イニシアチブを発
起し、個⼈メディアアカウントの適正な運営を誘導し、虚偽情報の発信を拒否させ、業界全体に誠実な情報発
信という⾃主規制の雰囲気を醸成するよう推進する。市⺠参加の⾯では、中国インターネット連合デマ対策プラ
ットフォームが全国ネットデマ対策連携メカニズムを基盤とし、111 の機関の資源を統合して、デマ情報の連携に
よる発⾒、検証、およびデマ払拭を実現している。同時に、ユーザーからの通報ルートを円滑にし、市⺠がネット
デマの監視者となるよう奨励している。各地の権威あるメディアはデマ払拭の形式を⾰新しており、例えば信網は
『編集部の物語』という科学啓発シチュエーションドラマや、『あなたが聞いた話 VS 私が知っていること』といったデ
マ払拭ショートフィルムを制作し、⽣活感あふれるシーンや対⽐を強調した物語でデマの常套⼿段を解体してい
る。さらに、AI を活⽤した科学啓発やデマ払拭、図解による科学解説、インタラクティブな H5 など多様な形式
を組み合わせることで、堅苦しい説教調を排し、権威ある情報を広く届けている。② 多様な主体が連携して取り
組むことで、「デマを信じず、広めない」という社会的雰囲気がさらに⾼まり、ネット上のデマを⾒分ける⼀般市⺠
の意識と能⼒は継続的に向上している。 

（⼆）ネット上のデマ対策が直⾯する顕著な問題 

⽣成的 AI 技術の深化した応⽤とネット上の情報流通環境の継続的な変化に伴い、ネット上のデマの⽣成・
拡散パターンは絶えず進化し続けている。その対策においては依然として多くの深層的かつ構造的な課題に直
⾯しており、新型デマの対策における難点が顕在化している。ネット上のデマ対策の⻑期性、複雑性、困難性
は依然として際⽴っている。 

 
① 中国網信網. 網信部⾨、AI表⽰のない虚偽・不実情報の拡散を厳格に是正[EB/OL]. 2026 年 2 ⽉ 12 ⽇[2026 年 3 ⽉ 17 ⽇].  
https://www.cac.gov.cn/2026-02/12/c_1772636033171974.htm. 
② 信網. 2025 年度ネット上の注⽬デマ動向︓AI の悪⽤によるデマ拡散の乱象に警戒を[EB/OL]. 2025 年 12 ⽉ 30 ⽇[2026 年 3 ⽉
17 ⽇]. https://baijiahao.baidu.com/s?id=1852886331159756711&wfr=spider&for=pc. 
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1. AI 技術の悪⽤により、デマの識別・発信元追跡および対処の難度が⾼まっている 

⽣成的 AI 技術の普及により、デマの拡散は正式に「産業化時代」に突⼊した。デマを流すハードルは⼤幅に下
がり、かつては専⾨の技術チームが必要だった⽂章作成や映像合成といった作業も、今では無料の AI ツールに
簡単な指⽰を⼊⼒するだけで迅速に実現できるようになった。AI による全⼯程にわたる偽造は、最も欺瞞性の
⾼いデマの形態となっている。⼭⻄省のネットユーザーである王某は、AI を利⽤して地震の被害状況を⽣成し、
「⼤同地震の現場」という虚偽の動画を合成した。その細部は⾮常にリアルで、⼀部の専⾨機関の事実確認シ
ステムを⼀時的にすり抜けることさえでき、複数のプラットフォームで数百万回の再⽣とシェアを獲得した︔① AI
⽣成の「少年が⼟砂に埋もれる」画像がチベット地震の被害状況と結びつけて拡散された。② ⾼度に擬似化さ
れた融合コンテンツに対し、専⾨の検証担当者は多⼤な時間と技術的リソースを投⼊して確認する必要があ
り、⼀般のネットユーザーが直感だけで⾒分けるのはさらに困難だ。同時に、AI ⽣成技術は絶えず進化してお
り、虚偽情報は「パーソナライズされたカスタマイズ」や「精密なプッシュ配信」という特徴を呈している。デマ拡散者
は、⾼齢者層を対象に偽の福祉政策をでっち上げたり、災害事故を対象に偽の現場映像を合成したり、社会
の注⽬を集める話題を対象に誤解を招くようなコンテンツを組み⽴てたりすることで、デマの標的性および欺瞞性
を⼤幅に⾼めている。 さらに、AI ⽣成コンテンツには痕跡が残らないため、デマの発⽣源を特定することが困難
になっている。⼀部のデマ拡散者は技術的な⼿段を⽤いて発信の痕跡を隠蔽しており、法執⾏機関は違法⾏
為の主体を正確に特定することが難しく、司法による取り締まりやその後の対応に多くの現実的な課題をもたら
している。 

2. デマの拡散メカニズムが変化し、予防・抑制の好機が狭まっている 

アルゴリズムによる推薦、異業種間の融合、産業化による分業といった複数の要因が重なり、デマの拡散速度は
さらに速くなり、範囲はさらに広がり、⾒分けはさらに難しくなった。これにより、従来の「72時間のゴールデンタイ
ム」に⼀定の打撃を与え、事実確認や当局の対応にかかる時間が⼤幅に短縮された。同地域向けプッシュ通
知アルゴリズムを利⽤し、雲南省の劉某峰は「市内に⼊るには料⾦を⽀払う必要がある」というデマをでっち上
げ、2時間以内に現地のショート動画アクティブユーザーの 80％以上に拡散させた。③ 「政府」「災害」「汚職」
「紛争」などのキーワードを含むコンテンツの完視聴率、インタラクション率、シェア率は、平均して通常のコンテンツ
より 37％⾼い。「アルゴリズムによる無意識の後押し」により、デマは指数関数的な拡散曲線を形成しやすくな
り、デマを否定する情報は短時間で同等のトラフィックを⽣み出すことが困難となり、「デマが真実より先に広がる」
というガバナンス上の難局を深刻化させている。「異分野の融合」がデマの主流なナラティブ・パラダイムとなってお
り、デマ拡散者は真実の要素と虚構の筋書きを意図的に混ぜ合わせている。江蘇省の曹某は、反腐敗の規律
要件とインスタントラーメンの消費記録を無理やり関連付け、AI を利⽤して形式の整った偽の「紀律検査委員

 
① 公安部. 公安部、ネットデマ対策の典型事例 10 件を発表[EB/OL]. 2025 年 10 ⽉ 21 ⽇[2026 年 3 ⽉ 17 ⽇]. 

https://www.mps.gov.cn/n2254098/n4904352/c10267710/content.html. 
② 新華網。「AI⽣成デマ」にノーを⾔い、ネット空間をより健全に[EB/OL]。 2025 年 1 ⽉ 14 ⽇[2026 年 3 ⽉ 17 ⽇]. 

https://www.xinhuanet.com/digital/20250114/3c9a1d10e3f845a7a1c81399b8cc9307/c.html. 
③ 公安部. 公安部、ネット上のデマ対策に関する 10 件の典型的な事例を公表[EB/OL]. 2025 年 10 ⽉ 21 ⽇[2026 年 3 ⽉ 17 ⽇]. 

https://www.mps.gov.cn/n2254098/n4904352/c10267710/content.html. 
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会の通達」を⽣成した。① このような「半真半偽」のナラティブ戦略は、⼀般市⺠やプラットフォームの情報検証コ
ストを⼤幅に増加させている。デマとネットいじめの闇産業は、技術化・チェーン化された分業体制を形成してお
り、犯罪グループは情報収集、データクリーニング、AI によるコンテンツ制作、トラフィック運営などの専⾨部⾨を
分担している。これにより、デマの作成・拡散はより迅速に、より広範囲に、より⼤きな危害をもたらすようになって
いる。⼀⽅で、権威あるデマ否定情報の拡散効果は不⼗分であり、デマの影響を即座に相殺することは困難
だ。⼀部のデマ否定コンテンツはリーチ率が低く、また⼀部のコンテンツは⽣き⽣きとした魅⼒や⾯⽩さに⽋け、若
年層への訴求⼒が不⾜している。また、デマを否定する情報の公開タイミングは、往々にしてデマの拡散に遅れ
をとっており、⼀部のデマはすでに広範囲に拡散して公衆の認識の歪みを引き起こしているため、デマ否定情報
の効果が不⼗分である。AI によって⽣成された偽の動画や⾳声といった新型のデマに対しては、⼀般市⺠が専
⾨的な技術的検証プロセスを理解することが難しく、デマ否定情報に対する受容度や信頼度はまだ向上させる
余地がある。 

3.重点対象グループへの対策が不⼗分であり、地域を越えたガバナンスには死⾓が存在する 

中国のネットユーザー数はすでに 11億⼈を突破しており、サイバー空間には様々なタイプのネットコミュニティが
形成されているが、ネット上のデマを⾒抜く能⼒にはばらつきがある。異なるウェブサイト・プラットフォーム間のガバ
ナンス連携メカニズムは未だ整備されておらず、データ共有の不備、対応の⾜並みの不⼀致、責任の所在が曖
昧といった問題が存在する。⼀部のデマ発信者は、プラットフォーム間の規制の差異を利⽤し、あるプラットフォー
ムでデマを投稿した後、迅速に他のプラットフォームへ拡散させる。あるプラットフォームが対応を完了する頃には、
デマはすでにネット全体に広まってしまっている。各プラットフォームの AI識別モデルや監視システムの標準が統⼀
されておらず、同⼀のデマに対する識別・対処の効率に顕著な差があり、プラットフォーム横断的な連携による予
防・抑制の相乗効果を⽣み出すことが困難である。各地・各部⾨間の情報共有には⼀定の難しさがあり、⼀部
地域を越えて拡散するデマについては、管轄区域管理や部⾨間の職責分担などの問題により、対処が遅れる
などの状況が⽣じており、地域を越えて活動するデマ拡散グループへの取り締まりにおいて、効果的な連携を形
成することが難しい。「⾼齢者や⼦供」、社会的弱者、辺境・僻地などの重点グループはデマに対する防御能⼒
が弱く、デマ拡散の「被害が特に深刻な地域」となっている。⾼齢者層はネット情報の判別能⼒が低く、AI ⽣成
の虚偽の画像・動画に対する識別意識が⽋如しており、偽の健康知識や偽の福祉政策などのデマに容易に惑
わされやすい︔辺境地域ではインターネットインフラが⽐較的脆弱であり、権威あるデマ否定情報の伝達経路が
限られている。現地住⺠が真実の情報を⼊⼿する⼿段は単⼀であり、メディアリテラシーと誠実さ に対する意識
の向上が急務である。⼀部の⻘少年層は、新奇さを追求し、理性的な判断能⼒に⽋けるため、ジェンダー対⽴
や恋愛・結婚に関する対⽴といった感情的な話題において、デマによって引き起こされた感情に流されやすく、⾮
理性的な拡散や議論に加担し、デマの拡散を助⻑している。 

4. アクセス数の追求に⾛りすぎ、経済的利益と社会的責任のバランスを取ることが難しくなる 

 
① 新華網. 公安部サイバーセキュリティ局、ネット上の違法犯罪を取り締まった 10 件の典型事例を発表[EB/OL]. 2025 年 9 ⽉ 18 ⽇

[2026 年 3 ⽉ 17 ⽇]。
https://www.xinhuanet.com/legal/20250918/f3260ac764174be89ce1ed94049dad3c/c.html。 
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「アクセス数⾄上主義」という悪しき⾵潮の影響を受け、⼀部のウェブサイトやプラットフォーム、個⼈メディアアカウ
ント、ネットユーザーなどが、デマの制御不能な拡散を助⻑する主要な要因となっている。⼀部のネットユーザーは
アカウントのアクセス数を増やすため、検証されていない情報を無造作に投稿・転載している。内モンゴル・⾚峰
での「⽩菜を無料で拾える」事件では、ネットユーザーの⻩某が⽩菜 3株を拾った後、動画を投稿して場所を公
開し、ネットユーザーによる⼤量の転載を招き、デマ拡散の起点となった。⼀部の個⼈メディアアカウントは、アクセ
ス数への焦りに駆られ、意図的に虚偽の情報を捏造・煽り、⽇常の恋愛や家庭内の対⽴などを極端化・ドラマ
化している。「⼭東省の⼥性が朝⾷代 5 元の⽀払いを求められ拒否されたため⾃殺を図った」「新郎が結納⾦
を巡って川に⾶び込んだ」といったデマは、ステレオタイプなキャラクターを作り上げ、対⽴点を誇張することで注⽬
を集め、ネット上の理性的な議論の場を圧迫している。⼀部の地⽅メディアは、事実確認を⾏わずに公式アカウ
ントを通じて虚偽情報を発信している。「⽩菜の無料配布」事件において地元メディアが公開した関連動画は、
デマのネット上での拡散を直接後押しした。また、⼀部の専⾨分野のアカウントは、医師や弁護⼠などの⾝分を
詐称して虚偽の内容を投稿し、架空の事例で誘導して商品を販売し、専⾨家の⽴場を利⽤して⼀般市⺠を
誤導している。情報発信者の責任が放棄され、AI によるデマや偽装撮影などの⾏為が横⾏したことで、「百聞
は⼀⾒に如かず」という社会の信頼体系が揺らいだ。例えば、ある教育コンサルティング会社が AI を利⽤して教
育分野の虚偽記事を捏造し、教師や⽣徒、保護者に不安を煽ったり、AI が⽣成した偽の災害映像が災害後
の救援活動を混乱させたりするなど、社会世論を著しく誤導しただけでなく、ネット情報の信憑性に対する⼀般
市⺠の広範な疑念を招き、公的機関や公式情報の信頼度を⼤きく損なった。⻘島の動画アカウント「蘇星顔」
が、配達中のふりをして悲惨さを演出しフォロワーを増やし、講座販売へと誘導するなどの⾏為（① ）は、ネット
上の⽀援要請情報に対する⼀般市⺠の警戒⼼を⾼めた。真に⽀援を必要とする弱者や、注⽬すべき現実の
社会問題が存在する際にも、⼀般市⺠は騙されることを恐れて傍観する選択をしがちであり、インターネットがポ
ジティブなエネルギーを伝え、実際の問題を解決するための誠実な基盤を弱体化させている。 

（三）ネット上のデマ対策の最適化に関する提⾔ 

ネット上のデマ対策は体系的な取り組みであり、サイバー空間の健全な構築、社会の公共秩序と公衆の正当
な権益、そして国家のガバナンス体系とガバナンス能⼒の近代化に関わるものである。技術の進化や情報拡散
環境の変化がもたらす課題に直⾯し、問題志向とシステム的思考を堅持し、技術⾰新、制度の整備、協調的
ガバナンス、リテラシー向上など多⾓的な取り組みを通じて、全プロセスにわたるガバナンス体制を継続的に整備
し、ネット上のデマ対策の精密化、効率化、⻑期化を推進する必要がある。 

1. 技術⾰新を強化し、AI を活⽤したデマ全プロセス監視体制を構築する 

AI 技術の悪⽤により、デマの識別・追跡・対処が困難になっている問題に対し、「技術で技術に対抗する」こと
を核⼼とし、⽣成・拡散・追跡・対処の全プロセスを網羅する技術的予防・管理体制を構築する。AI によるデ
マ識別能⼒を最適化し、⾃然⾔語処理、コンピュータビジョン、ビッグデータ分析技術を統合することで、AI によ
る顔交換、⾳声合成、偽の画像・テキストなど、⾼精細なコンテンツの検出および早期警戒レベルを向上させ
る。AI ⽣成コンテンツに対する強制的な表⽰および追跡可能メカニズムを確⽴し、デジタル透かしやコンテンツの

 
① 環球網. 惨事を装った虚偽の動画を意図的に投稿したネットユーザー「蘇星顔」、デマを流して利益を得たとして処罰される[EB/OL]. 2025
年 9 ⽉ 11 ⽇[2026 年 3 ⽉ 17 ⽇]. https://society.huanqiu.com/article/4OHfj7KwBrb. 
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追跡などの技術の標準化・普及を推進し、デマ発信者の特定 および司法による取り締まりの実施に向けた技
術的⽀援を提供する。プラットフォームや地域を横断するデマ監視・早期警戒プラットフォームの構築を模索し、
デマの拡散期間を短縮する。公式サイトにおけるデマ対策コンテンツの制作・提供モデルを最適化し、信頼でき
る情報のインテリジェントな⽣成と的確な配信を推進する。 

2. 伝播メカニズムを最適化し、デマ対策の効率とアルゴリズムガバナンスの⽔準を向上させる 

プラットフォームのアルゴリズム推薦メカニズムを規範化し、論争を招く内容、感情的な内容、対⽴を煽る内容の
推薦ウェイトを引き下げ、信頼性の⾼い情報やデマを否定する情報へのトラフィック⽀援を強化する。また、プラッ
トフォームが「アルゴリズムの善⽤」メカニズムを構築するよう促し、情報伝播の経路からデマの拡散を抑制する。
デマの迅速な対処メカニズムを整備し、事実と虚偽の混在、悪意ある編集、闇産業によるデマ作成などの⾏為
に対し、全プロセスにわたる取り締まりを実施し、デマの作成・拡散にかかるコストを引き上げる。デマ払拭の表現
⽅法と伝播経路を⾰新し、デマ払拭コンテンツの平易化、場⾯に応じた適応、ショート動画化を推進し、⼀般
市⺠の受容度と伝播⼒を⾼める。権威ある情報の迅速な発信と同時デマ払拭メカニズムを確⽴し、情報発信
がデマに先んじることを確保し、デマの影響を効果的に相殺し、「デマは速く広がるが、真実は追いつかない」とい
うジレンマを打破する。 

3. 協調的なガバナンスを整備し、重点対象グループに対するネット上の保護を強化する 

重点対象グループへの的確な保護を強化し、⾼齢者、⻘少年、遠隔地の住⺠を対象に、状況に応じたメディ
アリテラシー教育とデマ対策の啓発活動を実施する。権威ある情報へのアクセス経路を拡⼤し、脆弱な部分の
防御能⼒を⾼める。インセンティブと監督の仕組みを整備し、通報ルートを円滑にし、⼀般市⺠が主体的に監
督に参加するよう導き、社会全体でデマに対抗する合⼒を形成する。全ネットワーク連携、全域カバー、全⺠参
加による協調的ガバナンス体制の構築を模索し、プラットフォーム、地域、部⾨間のデータ共有、対応連携、標
準統⼀を推進し、ガバナンスの断絶や死⾓を解消する。クロスプラットフォーム協調対応連盟を整備し、デマの
同時監視、同時削除、同時デマ払拭を実現し、全域ガバナンスの効率を⾼める。 

4. 主体責任を徹底し、オンライン・オフラインにおけるデマの伝播リスクを防⽌する 

責任の徹底、⾏動の規範化、信頼の回復を主軸とし、ネットユーザー、個⼈メディア、報道機関、専⾨アカウン
トなど、あらゆる情報発信主体の⾏動を厳格に規範化する。コンテンツの審査と真実性の確認を強化し、虚偽
情報の捏造、演出、誇⼤宣伝、転送などに対する処分を強化する。ネット上の信⽤拘束メカニズムを整備し、
情報の真実性や社会的信頼性をアカウント運営の核⼼的な評価指標に組み込み、デマを流布する⾏為を信
⽤記録に反映させ、信⽤失墜に対する共同拘束を実施し、「信⽤を失えば罰せられ、守れば利益を得る」とい
う⽅向性を強化する。権威ある情報の提供と前向きな広報・誘導を強化し、社会の関⼼事に迅速に対応し、
社会の信頼を損なうデマ⾏為を法に基づき取り締まり、真実かつ理性的で、誠実かつ善意に満ちたネット上の
気⾵を広め、社会の信頼の基盤を修復し、清廉で健全なネット環境を醸成する。 
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⼆、AI＋医療サービス︓デジタルサービスの誠実性の基準を規範化する 

インターネット医療は、デジタル技術と医療サービスの深い融合を⽰す重要な形態として、医療資源の配分を最
適化し、医療サービスへのアクセスを向上させるための重要な⼿段となっている。オンライン診療、遠隔診療、健
康管理などのサービスモデルを通じて、インターネット医療は⼈々の受診を効果的に容易にし、医療サービスの供
給を拡⼤し、⼈々の多層的かつ多様な健康ニーズをより良く満たしている。近年、⼈⼯知能やビッグデータといっ
た新世代情報技術の応⽤が加速し、インターネット医療サービスモデルの継続的な⾰新を推進している。デジタ
ルアバターやスマートヘルスアシスタントといった新たな業態が次々と登場している。同時に、インターネット医療は
医療サービスの専⾨性とインターネットプラットフォームの開放性を併せ持つため、誠実性の構築が業界の健全な
発展における重要な基盤となっている。⼈⼯知能がインターネット医療サービスの現場と絶えず融合する中、 技
術の誠実性、ユーザーの誠実性、プラットフォームの誠実性の構築を統括的に推進し、規範的で秩序ある、信
頼できる発展環境を構築する必要がある。これにより、インターネット医療の規範的な発展と⾰新的な応⽤の
協調的な推進を促進し、⼈々の健康とデジタルヘルスガバナンスにより良く貢献する。 

（⼀）⼈⼯知能とインターネット医療におけるネットワーク信頼性の政策環境 

近年、医療・健康分野における⼈⼯知能技術の応⽤が深化するにつれ、わが国のインターネット医療における
ネットワーク信頼性に関する政策体系も絶えず整備され、発展と安全を両⽴させ、イノベーションと規範化を協
調的に推進することを重視する政策体系の枠組みが徐々に形成され、インターネット医療分野における⼈⼯知
能の応⽤に向けた⽅向性を⽰している。 

1. ⼈⼯知能とアルゴリズムガバナンスに関する政策要件 

⽣成的 AI およびアルゴリズム技術の急速な発展に伴い、国家レベルではアルゴリズムによるレコメンデーション、
ディープフェイク、⽣成的 AI を網羅する総合的なガバナンス体系が徐々に構築され、インターネット医療分野に
おける AI の応⽤に対して規制効果を発揮している。 

アルゴリズムのガバナンスに関しては、2021 年、国家サイバースペース管理局などの部⾨が共同で『インターネッ
ト情報サービスにおけるアルゴリズム推薦管理規定』（国家サイバースペース管理局、中華⼈⺠共和国⼯業情
報化部、中華⼈⺠共和国公安部、国家市場監督管理総局令第 9号）を公布し、アルゴリズムの届出、リス
クアセスメント、およびユーザーの権利保護の仕組みを確⽴し、アルゴリズムによる差別や不適切な誘導を防⽌
するよう求めた。「アルゴリズム推薦サービスの提供者は、アルゴリズムの仕組み、モデル、データ、および適⽤結果
などを定期的に審査、アセスメント、検証しなければならず、ユーザーの依存や過剰消費を誘発するなど、法律・
法規に違反したり、倫理・道徳に反したりするアルゴリズムモデルを設定してはならない」。 

⽣成型 AI のガバナンスに関して、国家サイバースペース管理局は 2023 年に『⽣成型 AI サービス管理暫定
弁法』（国家サイバースペース管理局、中華⼈⺠共和国国家発展改⾰委員会、中華⼈⺠共和国教育部、
中華⼈⺠共和国科学技術部、中華⼈⺠共和国⼯業情報化部、中華⼈⺠共和国公安部、国家広播電視
総局令第 15号）を公布し、⽣成型 AI サービス提供者はコンテンツの安全責任を履⾏し、虚偽や誤解を招く
情報の⽣成を防⽌すべきであることを明確にした。『「AI＋医療衛⽣」の応⽤発展の促進と規範化に関する実



-35 - 

施意⾒』（国衛弁計画発〔2025〕30号）では、医療衛⽣分野における⼤規模モデルの規範的な届出を推
進し、AI応⽤の審査⼿続きを最適化すること、監督管理の⽅法と早期警戒メカニズムを⾰新し、AI の研究開
発、審査アセスメント、市場参⼊、応⽤などの各段階における監督管理を強化し、応⽤の監視とアセスメントを
実施することが提⾔されている。 

データおよびセキュリティの⾯において、『⽣成型の⼈⼯知能サービス管理暫定弁法』は、⽣成型の⼈⼯知能サ
ービスの提供者が、法に基づきネットワーク情報コンテンツ制作者の責任を負い、ネットワーク情報セキュリティの
義務を履⾏すべきであると定めている。不必要な個⼈情報を収集してはならず、利⽤者の⾝元を識別できる⼊
⼒情報および利⽤記録を違法に保存してはならず、利⽤者の⼊⼒情報および利⽤記録を違法に第三者に提
供してはならない。『中華⼈⺠共和国サイバーセキュリティ法』、『中華⼈⺠共和国データセキュリティ法』、『中華
⼈⺠共和国個⼈情報保護法』などの法律・⾏政法規のその他の関連規定、および関係主管部⾨の関連監
督要件に従わなければならない。『「AI＋医療衛⽣」の応⽤発展の促進と規範化に関する実施意⾒』では、臨
床データの認可運営管理制度の確⽴、データセキュリティ管理および個⼈情報保護のネガティブリストの策定、
スマートアプリケーションのデータセキュリティ保護体系の整備・確⽴、ならびにデータの規範的な流通・共有の促
進が求められている。 

倫理の⾯では、2021 年の『次世代⼈⼯知能倫理規範』において、⼈⼯知能のライフサイクル全体に倫理と道
徳を組み込み、公平性、公正性、調和、安全性を促進するとともに、偏⾒、差別、プライバシー侵害、情報漏
洩などの問題を回避することが提唱されている。『⽣成型⼈⼯知能サービス管理暫定 弁法』は、アルゴリズムの
設計、訓練データの選択、モデルの⽣成と最適化、サービスの提供などの過程において、⺠族、信仰、国籍、地
域、性別、年齢、職業、健康などに基づく差別が⽣じないよう有効な措置を講じることを求めている。また、技術
の乱⽤や倫理的リスクを防⽌し、⽣成されたコンテンツが「他⼈の⼼⾝の健康を害する」ことを避けるよう明確に
要求している。 

2. インターネット医療におけるネットワーク誠実性に関する政策要件 

⼈⼯知能技術の急速な発展に伴い、インターネット医療におけるネットワーク誠実性の管理は、単⼀の政策⽬
標ではなく、医療⾏為の規範、情報コンテンツのガバナンス、信⽤監督、データセキュリティ制度といった多重のメ
カニズムを通じて具現化されるものである。 

医療情報の真実性に関して、『インターネット診療監督管理細則（試⾏）』（国衛弁医発〔2022〕2 号）は、
「⼈⼯知能ソフトウェアなどが医師本⼈になりすまして診療サービスを提供してはならない」、「処⽅箋は診察を⾏
った医師本⼈が発⾏すべきであり、⼈⼯知能などを⽤いた⾃動⽣成は厳禁とする」と指摘している。これらの規
定は、インターネット医療におけるネットワーク上の誠実性の最低限の基準を明確にしている。インターネット医療
における「医療機関および医療従事者を責任主体とし、医療の質と安全を核⼼とし、技術を補助ツールとする」
という監督管理の論理が明確化された。現⾏の政策枠組みの下では、インターネット医療における⼈⼯知能の
位置づけは、診療の補助、情報⽀援、あるいは管理ツールに限定され、医療の責任主体から離れて独⽴して
運⽤することはできない。 



-36 - 

情報コンテンツの取り扱いに関して、『⽣成的⼈⼯知能サービス管理暫定弁法』は、⽣成的⼈⼯知能サービス
の提供者に対し、『インターネット情報サービス深度合成管理規定』に基づき、「画像、動画などの⽣成コンテン
ツに識別情報を付すこと」、「違法なコンテンツを発⾒した場合は、速やかに⽣成の停⽌、送信の停⽌、削除な
どの措置を講じること」、「未成年ユーザーが⽣成的⼈⼯知能サービスに過度に依存したり、のめり込んだりするこ
とを防⽌すること」を求めている。2025 年、国家衛⽣健康委員会は相次いで『「⾃メディア」による医療科学普
及⾏為の規範化に関する通知』『医療従事者のインターネット健康啓発における不適切な⾏為リスト』（国衛
弁医政函〔2025〕419 号）を相次いで公布し、「健康啓発という形式で、各種広告や患者誘導・診療誘導
を違法・規定違反して発信したり、ライブ配信を通じた商品販売などの形式で医薬品、健康増進コース、健康
⾷品などを販売・宣伝して利益を得てはならない」と提⾔した。 

「科学的に検証されていない虚偽・誤った内容を公開してはならず、専⾨ガイドラインや業界標準などを⽂脈か
ら切り離して曲解し、科学知識に対する公衆の理解を誤導してはならない」、「AI 技術を濫⽤し、真実性や科
学性が承認されていない、あるいは AI ⽣成・合成であることを明⽰する表⽰が追加されていない健康啓発コン
テンツを公開してはならない」など 10項⽬の禁⽌事項を定め、インターネット上の健康啓発情報における⼀線を
明確にした。 

信⽤監督の⾯では、国務院弁公庁が『社会信⽤システムの構築を加速し、信⽤を基盤とする新たな監督メカ
ニズムを構築することに関する指導意⾒』（国弁発〔2019〕35号）を発布し、信⽤監督を業界ガバナンスの
全過程に組み込むことを提唱した。2020 年 3⽉、国家サイバースペース管理局が公布した『ネットワーク情報
コンテンツ⽣態ガバナンス規定』（国家サイバースペース管理局令第 5号）は、ネットワーク情報コンテンツサー
ビスプラットフォームがユーザーアカウントの信⽤管理制度を確⽴し、ユーザーアカウントの信⽤状況に応じて適切
なサービスを提供すべきであると提⾔した。2025 年に改正された『インターネット情報サービス管理弁法』では、
インターネット情報サービスの処罰メカニズムが明確にされた。『ネット暴⼒情報ガバナンス規定』（国家サイバー
スペース管理局、中華⼈⺠共和国公安部、中華⼈⺠共和国⽂化観光部、国家広播電視総局令第 17
号）は、ネット暴⼒情報に関連する違法・違反⾏為をユーザーの信⽤記録に記録し、法律および契約に基づ
きアカウントの信⽤等級を引き下げたりブラックリストに登録したりし、それに基づいてアカウント機能を制限したり
関連サービスの提供を停⽌したりすべきであると明確に指摘している。 

表 1 ⼈⼯知能（AI）＋インターネット医療の主要な政策⽂書 

カテゴリー 政策⽂書の名称 ⽂書番号 発⾏機関 

AI＋医療 『衛⽣健康業界における⼈⼯知能の応
⽤シナリオに関する参考指針』 

国衛弁計画函〔2024〕420 号 国家衛⽣健康委員会弁公
庁ほか 

『「⼈⼯知能＋」⾏動の徹底的な実施に
関する国務院の意⾒』 

国発〔2025〕11 号 国務院 

『「⼈⼯知能＋医療衛⽣」の応⽤発展の
促進と規範化に関する実施意⾒』 

国衛弁計画発〔2025〕30 号 国家衛⽣健康委員会弁公
庁など 
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カテゴリー 政策⽂書の名称 ⽂書番号 発⾏機関 

⼈⼯知能の
規制 

『インターネット情報サービスにおけるアルゴ
リズム推薦管理規定』 

国家サイバースペース管理局、中華
⼈⺠共和国⼯業情報化部、中華⼈
⺠共和国公安部、国家市場監督管

理総局令第 9 号 

国家サイバースペース管理
局など 

『⽣成型⼈⼯知能サービス管理暫定弁
法』 

国家サイバースペース管理局令第 15
号 

国家サイバースペース管理
局など 

『インターネット情報サービスにおける深度
合成管理規定』 

国家サイバースペース管理局、中華
⼈⺠共和国⼯業情報化部、中華⼈

⺠共和国公安部令第 12 号 

国家サイバースペース管理
局など 

ネットワーク
誠実性監督 

『医療従事者のインターネット健康啓発に
おける不適切な⾏為リスト』 

国衛弁医政函〔2025〕419 号 国家衛⽣健康委員会等 

『社会信⽤システムの構築を加速し、信
⽤に基づく新たな監督メカニズムを構築す

ることに関する指導意⾒』 

国弁発〔2019〕35 号 国務院弁公庁 

『インターネット情報コンテンツの⽣態系ガ
バナンスに関する規定』 

国家サイバースペース管理局令第 5
号 

国家サイバースペース管理
局 

『インターネット情報サービス管理弁法』
（2024 年第 2 次改正） 

中華⼈⺠共和国国務院令第 292
号 

中華⼈⺠共和国国務院 

『ネット暴⼒情報管理規定』 国家インターネット情報弁公室、公安
部、⽂化観光部、国家広播電視総

局令第 17 号 

国家サイバースペース管理
局など 

 

（⼆）AI とインターネット医療の発展状況の分析 

1. 主な応⽤シーンの発展状況 

⼈⼯知能技術の発展に伴い、「AI＋インターネット医療」の融合とイノベーションは、本格的な実⽤化という新た
な段階に⼊っている。技術によるエンパワーメントは、医療サービスの単⼀のプロセスから、予防、スクリーニング、
診断、治療、リハビリ、管理に⾄る全プロセスへと浸透し、健康 サービスモデルの再構築や医療資源の最適配
分における重要な原動⼒となっている。現状では、「AI＋インターネット医療」は、インテリジェント補助診断、臨
床意思決定⽀援、慢性疾患管理、健康啓発相談などを含む中核的な応⽤シーンを徐々に形成しつつある。 
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(1) 慢性疾患管理 

慢性疾患管理のシナリオにおいて、AI を活⽤したウェアラブルデバイスや IoTなどの情報技術を組み合わせるこ
とで、慢性疾患管理の全サイクルにわたる閉ループを構築できる。これにより、⼀般市⺠の意識を「受動的な受
診」から「能動的な健康管理」へと転換させることができる。例えば、スマートウェアラブルデバイスと連携して⾎圧
や⾎糖値などの指標をリアルタイムで監視し、個⼈の健康プロファイルを⾃動⽣成し、⾷事、運動、服薬に関す
る個別指導を提供するなど、慢性疾患の早期スクリーニング、早期診断、早期治療、早期管理の実現を⽀援
し、患者のコンプライアンスを効果的に向上させる。 

(2) 健康啓発相談とデジタルアバター 

健康啓発とデジタルアバターの応⽤シーンの核⼼は、医学知識の⼤規模な普及と個別化されたサービスの提供
にある。具体的には、第⼀に、⼀般市⺠向けに平易で継続的な健康啓発サービスを提供し、⽇常的な健康管
理の指導、軽度の病気の初期識別、健康情報の選別などの機能を網羅することである。第⼆に、専⾨家の知
識とコミュニケーションのロジックをモデル化・シミュレーションすることで、対話可能なデジタルサービス形態（デジタ
ルアバターなど）を形成し、質の⾼い医療知識へのアクセス性とサービスの効率性を向上させることである。 

(3) スマート事前問診とプロセス管理 

⼈⼯知能技術の⽀援の下、スマート事前問診は、インターネット診療やオンライン調剤における重要な前段階と
して徐々に定着しつつある。その中核機能は、構造化された問診と症状情報の収集を通じて、患者の病状の
初期識別とトリアージの予測を実現し、それによってその後の医師による診療、処⽅箋の発⾏、および薬剤サー
ビスに対する意思決定⽀援を提供することにある。これに基づき、スマート事前問診はトリアージ・案内業務の効
率を効果的に向上させ、診療プロセスを標準化できるが、現時点ではそれ⾃体が後続の医療サービス段階に
取って代わることはできない。また、医療 AI エージェント（AI Agent）とは、医学ナレッジベースと医療データを
融合させ、特定の医療シーンにおいて多段階のタスク（情報収集→分析判断→⾏動実⾏など）を⾃律的に
遂⾏できるインテリジェントエージェントシステムである。医療 AI エージェントは、健康管理、診療プロセス全体の
管理、専⾨分野での⾼度な応⽤といった複雑なシナリオにおいて、いずれも積極的な活⽤が⾒込まれる。 

(4) 臨床意思決定⽀援 

⼈⼯知能を活⽤した臨床意思決定⽀援アプリケーションは、患者の病歴情報、検査結果、およびエビデンスに
基づく医学的知⾒を統合することで、医師に体系的な診療の指針とリスク警告を提供し、それによって臨床情
報の過多という問題を緩和し、診療上の意思決定の科学性と効率性を⾼める。地域医療現場や資源が⽐較
的乏しい地域においては、医師に知識の補完と意思決定⽀援を提供し、経験不⾜による能⼒の格差を埋める
ことができる。 
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(5) 継続教育とスキル向上 

AI を活⽤したオンライン医学継続教育プラットフォームはすでに多分野をカバーしており、医師の専⾨分野や職
位などに応じてカスタマイズされたコースを提供し、的確な学習コンテンツを配信できる。例えば、AI ⼤規模モデ
ルを導⼊すれば、受験者の解答記録、学習進捗、および 重要ポイントの習得状況に基づき、個別指導や頻
出ミス箇所のまとめ・整理を⾏い、復習効果を強化し、試験対策時間を効率的に配分できる。これにより、地
⽅や若⼿医師が最先端の医学知識を習得できるよう⽀援し、医療⽔準の格差を縮⼩する。 

2. ⼈⼯知能がインターネット医療の運営モデルに与える影響 

(1) サービス形態の転換 

AI とインターネット医療の融合は、医療サービスを「治療中⼼」から「健康中⼼」へと転換させる⼀助となり、ライ
フサイクル全体にわたる健康管理を重視し、質の⾼い医療資源の地⽅への普及を促進することで、より多くの患
者が質の⾼いサービスを受けられる機会を創出する。サービスモデルは多様化の傾向を⽰しており、患者の個別
化・多様化した健康ニーズをより良く満たすだけでなく、医師向けの臨床意思決定⽀援や研究⽀援など、専⾨
的な AI アプリケーションも徐々に形成されつつある。サービスの範囲は、単⼀のオンライン診療から、健康管理、
保険との連携、健康関連製品・サービスの提供など、多岐にわたる分野へと徐々に拡⼤している。 

(2) 医師と患者の関係の変化 

医療・健康業界における AI の展開に伴い、従来の医師と患者の関係も徐々に変化しつつある。AI は医師と
患者のコミュニケーションの架け橋となり、医師の役割は「単独の意思決定者」から「AI⽀援を受けた意思決定
者」へと変化する。⼀⽅、AI による患者へのエンパワーメントは、患者の健康リテラシーを効果的に向上させ、臨
床的意思決定への患者の関与度を⾼めることになり、医師と患者が共同で意思決定を⾏い、共同で介⼊・管
理を⾏うという姿が実現する⾒込みだ。 

(3) 運営モデルの転換 

⼈⼯知能の活⽤により、インターネット医療プラットフォームの運営ロジックは、トラフィックの獲得を主軸とするもの
から、技術⼒、データリソース、サプライチェーンの統合、⽀払者との連携、および多様なシーンでの応⽤を中核と
する総合的な競争モデルへと徐々に移⾏しつつある。AI の⼤規模モデルと⾼品質なデータは、重要な中核的
競争⼒となるだろう。プラットフォームは、病院、医師、製薬企業、保険会社など多⽅⾯を深く結びつけ、医療・
健康のエコシステムを構築することが期待される。同時に、技術の急速な発展と政策上の規制要件に順応し、
プラットフォームとしての責任を果たし、医療の品質と安全を確保する。 

3. AI＋インターネット医療におけるネットワーク上の信⽤リスク 

他の新しいインターネットサービス形態と同様に、「AI＋インターネット医療」もまた、技術、ユーザー、プラットフォ
ームの各レベルにおいて、ネットワーク上の信頼性リスクに直⾯している。 
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(1) 技術の信頼性リスク 

第⼀に、データとモデルの信頼性に関するリスクだ。AI 医療はデータに⼤きく依存しているが、現実にはデータの
質にばらつきがあり、収集標準も統⼀されていないため、モデルの学習効果に影響を及ぼす可能性がある。同時
に、⼤規模モデル、特に複雑な疾患や希少疾患の場⾯では、依然として誤判定や「幻覚」の問題が存在し、医
学的根拠に⽋ける診療提案や、さらには虚偽の証拠を⽣成する可能性があり、新たな医療の質と安全上のリ
スクをもたらす。 

第⼆に、説明可能性と責任の所在に関するリスクである。⼀部の⼈⼯知能モデルは「ブラックボックス」的特徴を
⽰し、補助診断や提案に明確な推論の連鎖が⽋如しているため、医師と患者の信頼関係に影響を及ぼす。
同時に、開発者、プラットフォーム、医師間の責任の境界がまだ⼗分に明確ではなく、責任の所在を正確に特
定することが困難である。 

第三に、データセキュリティとプライバシーに関するリスクである。患者の機微な情報は、収集、送信、保存の過程
で漏洩の恐れがあり、適切な保護メカニズムが⽋如していれば、医療の安全性と公衆の信頼に影響を及ぼすこ
とになる。 

(2) ユーザーの誠実性に関するリスク 

第⼀に、ユーザーの認識に偏りがある。⼀部のユーザーは AI を過信し、専⾨的な診断を軽視して治療を遅らせ
る。 

第⼆に、情報の不正確さによるリスク。ユーザーは特定のサービスを得るために、病歴や症状などの重要な情報
を故意に隠蔽し、AI の分析結果に影響を与える。第三に、ユーザーが誤導や誘導されるリスク。⼀部のユーザ
ーは健康リテラシーが不⾜しているため、AI が⽣成した虚偽の健康情報や誇⼤宣伝に容易に惑わされる。 

(3) プラットフォームの信頼性リスク 

第⼀に、プラットフォームのガバナンスとアルゴリズムの規範に関するリスクだ。インターネット医療プラットフォームは、
商業運営の過程において、アルゴリズムによる推奨が有料の医薬品やサービスに偏る可能性があり、⼀般的な
相談の場⾯で関連性の低い製品を推奨することで、情報提⽰の客観性に影響を及ぼす恐れがある。同時に、
⼈⼯知能の応⽤に関する技術規範や倫理規則は依然として不⼗分であり、証拠の解釈、診療アドバイスの⽣
成、および利⽤の境界線について統⼀された要件が⽋如しているため、サービスの規範性や⼀貫性に影響を与
える可能性がある。 

第⼆に、コンテンツ審査と責任の所在に関するリスクである。⼀部のプラットフォームではコンテンツ審査体制の強
化が依然として求められており、虚偽の科学情報、誇⼤広告、あるいは宣伝⽬的での合成画像の使⽤といった
現象が散⾒される。関連する責任の所在や追跡メカニズムが不明確であり、管理の難度を⾼めている。 
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第三に、ユーザーの利⽤と能⼒誘導に関するリスクである。インターネット医療における AI の応⽤は拡⼤し続け
ているが、プラットフォーム側の医師研修、利⽤規範の提⽰、および⼀般市⺠へのリスク告知は依然として不⼗
分であり、⼀部のユーザーは AI が⽣成するコンテンツの適⽤範囲や限界に対する認識が不⾜しており、不適切
な依存を招きやすい。 

第四に、運⽤保障と緊急対応のリスクである。AI の運⽤過程においてシステム異常や突発的な事態が発⽣す
る可能性があるが、⼀部のプラットフォームでは、早期警戒メカニズム、緊急対応プロセス、および対応規範など
の⾯で準備が不⼗分であり、問題の発⾒や対応の迅速性に影響を及ぼしている。 

（三）AI とインターネット医療におけるネットワーク信頼性の実践経験 

1. 京東健康インターネット病院︓AI による品質管理でオンラインサービスの安全性を向上 

インターネット医療における診療⾏為の不適切さ、品質管理の難しさ、責任の所在が不明確といったネットワーク
上の信頼性に関する問題に対し、京東健康インターネット病院は AI 技術を活⽤し、診察前・診察中・診察後
の全プロセスをカバーする品質管理およびリスク管理体制を構築し、医療サービスの規範性と追跡可能性を強
化している。 

(1) 三段階の品質管理体制の構築 

京東健康のインターネット病院は、⼈⼯知能技術に基づき、診療⾏為の 3 段階の品質管理体制を構築し、
医療リスクを防⽌している。① 第 1 段階の⼈⼯知能による品質管理では、⼈⼯知能技術を活⽤してサービス
プロセスの全⾯的な品質管理を実現し、医療従事者の診察時間、診療過程における⽤語、問診の網羅性、
診断の正確性、治療計画の⼀貫性、医薬品の安全性、カルテの規範性などをリアルタイムで監視する。第 2
段階の⼈⼯品質管理では、専⾨の品質管理チームを編成し、⼈⼯知能が識別した⾼リスクのオーダー、医師
からフィードバックがあった問題のあるオーダー、患者からの苦情や低評価があったオーダーに対し、⼿動による再
確認を通じて重点的に監視を⾏う。医師の医師・患者間のコミュニケーション記録、処⽅箋、電⼦カルテなどを
⼿動で再確認し、⼈⼯知能による審査の限界を補う。同時に、医師が品質管理結果に異議を申し⽴てるため
の不服申⽴制度を確⽴し、品質管理結果の正確性を確保する。第三段階として、専⾨家による評価を⾏う。
経験豊富な専⾨家を招き、医療品質管理に関する制度の策定・改定、インターネット診療における疾患の標
準化された診療プロセスの改訂、症例データベースの構築、品質管理の動向に関する適時な報告を⾏う。以
上の措置を通じて、品質管理レベルを持続的に向上させ、サービスプロセスを絶えず最適化し、医療品質のス
パイラル的な向上を推進する。 

 
① インターネット病院の医療品質管理要素に関する専⾨家コンセンサス（2025 年版）[J]。『中国病院』、2025 年、29(09):1-7。 
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(2) オンラインでの有害事象報告・対応体制の整備 

京東健康インターネット病院は、オンライン上の不祥事報告・対応メカニズムを確⽴し、専⾨性、サービス、コンプ
ライアンスなどの問題について、深刻度に応じて 4 段階に分類し、相応の措置を講じる。コンプライアンス関連の
不祥事には、医師が利益⽬的で患者をインターネット病院以外の医療機関へ誘導した場合、またはオフライン
の医師の診断結論や助⾔に対して否定的なコメントを⾏った場合（オフラインの診断に明らかな誤りがある場
合を除く）などが含まれる。専⾨性に関する不測の事態には、医療従事者の専⾨的な問題により、ユーザーの
⾝体や精神に危害が及んでいない場合などが含まれる。サービスに関する不測の事態には、オンライン医師と患
者の間の理由なき⼝論や過度な約束など、サービス態度の悪さによる問題、あるいはプラットフォームのシステム
障害や受診プロセスの問題などが適切に処理されず、ユーザーの受診体験を損なう状況などが含まれる。 

京東健康インターネット病院では、様々なチャネルから報告された有害事象に対し、専⽤の有害事象管理部
⾨を設置し、事象の種類に応じて関連部⾨を組織して対応している。医療の質に関わる有害事象については、
状況に応じて臨床専⾨家を招集して専⾨的なアセスメントを⾏い、必要に応じて医療品質管理委員会の専
⾨家を交えてアセスメントを⾏う。管理部⾨は、有害事象の深刻度および専⾨家のフィードバックに基づき、介
⼊・対応が必要かどうかを判断し、必要に応じて法務・広報などの部⾨にも同時に報告し、連携して対応する。
定期的な収集、分析、総括、改善を通じて、インターネット病院の医療サービスの質を向上させ、有害事象の
再発を防⽌する。 

2. 百度健康相談の AI リスク管理体制による「幻覚」問題への対応 

AI 医療アプリケーションにおけるコンテンツ⽣成の不正確さ、アルゴリズムの「幻覚」、および情報の誤誘導リスク
などのネット上の信頼性問題に対し、百度健康は多層的な審査メカニズムとリスク管理体制を構築することで、
AI ⽣成コンテンツの真実性と信頼性を強化している。 

(1) 3段階の審査モデルを確⽴し、⼤規模モデルの「幻覚」問題に対応する 

百度健康は 2025 年、AI を活⽤した医療啓発活動を展開し、10万⼈の医師と連携して 1億件を超える
AIGC（AI ⽣成コンテンツ）による信頼性の⾼い啓発情報を共同で作成する。⼤規模モデルが医学知識の
Q&A において抱える「幻覚問題」を解決するため、百度健康は厳格な AIGC コンテンツ制作審査プロセスを設
計した。すなわち「3+3」業務モデルである。第 1層では、AI審査担当者が 24時間 365⽇のスマート審査と
巡回検査を⾏い、複数のモデル間の差異を⽐較することで、途切れることのない監視を実現する。第 2層で
は、百度健康医学審査センターの専⾨スタッフが迅速な⼿動審査を⾏う。第 3層では、1万⼈近い同科の開
業医による専⾨家レビューを⾏い、他科によるレビューを排除することで権威性を確保する。完全なプロセスは、
AIGC がコンテンツを⽣成した後、AI と⼈間の⼆重審査を経て、対応する科の医師による最終審査に提出さ
れるというもので、「AIGC＋⼈間によるレビュー」モデルを形成し、従来の医療検索コンテンツと⽐較してユーザー
満⾜度を 15％以上向上させた。2025 年に導⼊された「百度健康 AI コンシェルジュ」は、この仕組みをさらに
強化し、36万⼈の専⾨医によるアノテーションデータを学習に組み込んだ。健康アドバイスを⽣成した後、⾃動
的に実在の医師によるリアルタイムの再確認と専⾨科による⼆次検証をトリガーし、「AI ⽣成＋医師による検
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証」という⼆重の保証を通じて正確性の課題を解決している。現在、この 3層モデルは百度の医療検索結果の
80%をカバーしている。 

(2) 全プロセスのリスク管理体制の整備 

さらに、百度健康は統⼀されたリスク管理体制を構築し、製品リリース前にレッドライン（許容限界）メカニズム
を設定し、プライバシーや機密情報に関わるコンテンツに対して厳格な制限と処理を⾏っている。プラットフォーム
では制度やプロセスにおいて告知メカニズムを設計しており、ユーザーはソフトウェア利⽤時に利⽤規約にチェック
を⼊れることでデータ利⽤規則を確認する。⼈⼯知能による直接的な介⼊が不適切な⾼リスクな問題について
は、明確な相談の境界線を設定し、速やかに⼈間による対応へ引き継ぐ。 

3. 丁⾹園による医師向け「信頼できる臨床アドバイザー」の実践 

医師の意思決定⽀援における AI の「ブラックボックス化」、エビデンスの不透明性、信頼基盤の⽋如といったネッ
トワーク上の信頼性問題に対し、丁⾹園は⻑年にわたり蓄積された専⾨データとエビデンスに基づく医療体系を
基盤として、「信頼できる臨床の外部頭脳」を構築した。また、AI による臨床意思決定⽀援は「賢く⾒えること」
ではなく「⼗分に信頼できること」であると明確に提唱し、AI＋医療の分野においては「責任あるイノベーション」の
原則を堅持し、安全性、有効性、コンプライアンスを最優先事項に位置づけている。 

(1) エビデンス優先の意思決定⽀援メカニズムの堅持 

臨床医の診療活動は、通常、⾼強度かつ断⽚化が進んでいるという特徴がある。外来や回診など時間が限ら
れた状況下では、複雑な症例の対応において意思決定の質を確保できるかどうかが臨床実践の鍵となる。した
がって、信頼性と追跡可能性を備えた意思決定⽀援が特に重要である。丁⾹園が構築した「臨床意思決定
AI」アプリケーションは、エビデンスに基づく医療を基盤としている。システムは提案を⾏うと同時に、具体的なガイ
ドラインや医薬品添付⽂書（添付⽂書）のバージョンなど、エビデンスの出典や情報源を併せて提⽰する。権
威あるデータベースで⼗分なエビデンスが検索できない場合は、「現時点で関連するエビデンスに基づく⽀持はな
い」と明確に表⽰し、モデルの推論によって根拠のない内容が⽣成されるのを防ぐことで、意思決定⽀援の透明
性と信頼性を⾼めている。 

(2) ⾼品質なデータガバナンス体制の構築 

インターネット上の医療情報源が複雑で、質にばらつきがあるという問題に対し、丁⾹園の「臨床意思決定 AI」
は厳格なデータ選定メカニズムを確⽴し、エビデンスに基づく医療の「ホワイトリスト」戦略を採⽤している。権威あ
る学術団体が発表した臨床ガイドラインや、規制当局が承認した医薬品添付⽂書など、信頼性の⾼い⽂献の
みを取り⼊れている。同時に、動的な更新メカニズムを構築し、医学ガイドラインや臨床エビデンスの進展を継続
的に追跡することで、ナレッジベースの内容の適時性と正確性を確保し、AI が出⼒するコンテンツの信頼性を源
流から⾼めている。 
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(3) リスク警告および介⼊メカニズムの組み込み 

医療上の安全リスクが⾼い利⽤シーンにおいて、システムはリスク特定と能動的な介⼊能⼒を強化する。例えば
薬剤使⽤の段階において、薬剤相互作⽤の禁忌や潜在的な副作⽤のリスクが存在する場合、システムは単に
ユーザーの質問に応答するのではなく、優先的にリスク警告を発する。同時に、⼩児、妊婦、肝腎機能異常など
の特別な対象者に対しては、システムがより詳細な服薬メカニズムの説明やリスク警告情報を提供し、事前の警
告を通じて潜在的な医療リスクを低減する。 

(4) ⼈と機械の協働における責任の境界を明確化する 

機能の境界において、丁⾹園の「臨床意思決定 AI」は「臨床医の参考⽤のみ」であることを明確に提⽰してい
る。システムの出⼒内容は構造化されたレポート形式で提⽰され、作⽤機序の説明、エビデンスの出典、リスク
警告などの情報を網羅しており、ワンクリックで原著⽂献に遡及できるため、医師が独⽴した判断や再確認を⾏
うのに便利だ。意思決定の透明性と追跡可能性を強化することで、アルゴリズムの不確実性による信頼性の問
題を効果的に緩和し、⼈と機械の協働による規範的な利⽤を促進する。 

（四）AI＋インターネット医療におけるネットワーク誠実性構築に関する政策提⾔ 

⼈⼯知能とインターネット医療ネットワークにおける信頼性構築においては、「発展と安全の統合」という理念を
堅持すべきであり、技術⾰新のための⼗分な余地を確保すると同時に、リスク防⽌のための強固な基盤を築き、
包容的かつ慎重で、規範的かつ秩序ある発展環境の形成を推進しなければならない。 

1. マクロ制度のレベル︓段階的・分類的な監督管理体制の構築 

⾼リスクの応⽤シナリオに対してはネガティブリストを策定し、最も厳格な倫理審査と技術アセスメントを実施し、
全ライフサイクルにわたる動的な管理を⾏い、インターネット診療への利⽤を明確に禁⽌する。中・低リスクのシナ
リオに対しては、イノベーション試験区を設置し、「サンドボックス規制」と柔軟なガバナンスモデルを模索し、許容・
是正メカニズムを確⽴し、安全かつ管理可能な前提の下でコンプライアンスに則った利⽤を奨励する。インターネ
ット医療の特性に照らし、オンラインサービスの特性に適したリスク分類標準を策定し、リアルタイムの早期警戒お
よび動的監視メカニズムを構築する。また、省庁横断的な協調監督ルールを確⽴し、プラットフォームの主体責
任を徹底させる。未届出の⽣成的 AI サービスの使⽤を厳禁し、利⽤プロセスの公平性、説明可能性、追跡
可能性を確保するとともに、患者の知情権とデータセキュリティを保障する。 

2. プラットフォームの責任の側⾯︓透明性とプロセスの規範化を強化する 

プラットフォームは、アルゴリズムの透明性確保の義務を主体的に履⾏し、AI のインタフェース上で安全リスクを動
的に提⽰するとともに、意思決定の根拠を明確に⽰し、ユーザーに追跡可能なエビデンス情報を提供すべきであ
る。インターネット医療の応⽤シーンにおいては、「AI による⼀次審査＋⼈間による再審査＋専⾨家による最終
審査」という多層的なコンテンツ審査メカニズムを構築し、AI が⽣成したコンテンツや顔認識などのアプリケーショ
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ンに対し、法に基づきデジタル透かし技術を⽤いて識別を⾏うとともに、商業的な意図によるアルゴリズムの推奨
が医療の本質から逸脱することを厳禁する。医療品質の内部統制システムを整備し、医療品質管理委員会を
設置する。有害事象の報告および段階的処理制度を確⽴し、AI による診療⽀援をプラットフォームの品質評
価に組み込み、サービスの安全性と信頼性を確保する。 

3. ユーザー教育の側⾯︓AI リテラシーの向上と主体的責任意識の醸成 

政府、業界団体、医療機関は連携して、⼀般市⺠に対する AI リテラシー教育を推進すべきである。AI の補
助的な位置づけ、技術的な限界、潜在的なリスクを周知し、ユーザーが AI 健康ツールの適⽤場⾯と限界を理
性的に認識するよう導き、それらを専⾨的な医療診断と同⼀視することを避ける必要がある。「誰もが⾃⾝の健
康に対する第⼀の責任者である」という理念を強化し、個⼈の健康情報管理におけるユーザーの主体的責任を
明確にするべきである。AI 健康アシスタントの利⽤許可や健康データの預託を⾏う際には、情報の収集・利⽤
ルールを積極的に把握し、虚偽情報や AI顔交換詐欺などのリスクに対する警戒⼼を⾼め、盲従せず、安易に
信じず、⾃ら確認するという⾃⼰防衛意識を確⽴し、デジタル医療環境における予防能⼒を着実に向上させる
べきである。 

4. 社会連携の側⾯︓多元的ガバナンスネットワークの推進 

政府は法規・標準を整備し、「AI 医療応⽤管理弁法」の策定を検討するとともに、複数省庁による共同監督
メカニズムを構築すべきである。プラットフォームに対し、誠実・⾃律に関する協定の締結、透明性報告書の定期
的な公表、信⽤失墜リストの共有を奨励する。業界団体による倫理指針およびサービス評価標準の策定を⽀
援し、医療⽤ AI製品の信頼性アセスメントを実施する。メディアによる監視、⼀般市⺠からの通報、第三者ア
セスメントを強化し、社会参加のルートを円滑にし、国際協⼒を強化し、わが国の標準を国際標準に整合さ
せ、AI＋インターネット医療ネットワークの信頼性の基盤を共に築き上げる。 

三、インターネット⾦融︓⾦融消費における誠実な環境の維持 

（⼀）インターネット⾦融の誠実な監督管理における成果 

1. インターネット⾦融の誠実性監督管理の質が向上した。 

2025 年 3⽉ 21⽇、中国共産党中央弁公庁と国務院弁公庁は『社会信⽤体系の健全化に関する意⾒』
を公布し、国家戦略のレベルから初めてインターネット⾦融分野の信⽤構築について具体的な⽅針を⽰した。① 
同⽂書は、プラットフォーム経済の信⽤構築を社会信⽤体系の中核的枠組みに明確に組み⼊れ、公共信⽤
情報とプラットフォーム企業の経営情報の共有を強化し、プラットフォーム間の不履⾏に対する共同拘束制度を
確⽴することを求めており、インターネット⾦融の誠実性監督は体系的なガバナンスの新たな段階に⼊った。2⽉

 
① 『社会信⽤体系の健全化に関する中国共産党中央弁公庁・国務院弁公庁の意⾒』、https://www.gov.cn/gongbao/2025/iss 

ue_11986/202504/content_7019258.html、2025 年 3 ⽉ 21 ⽇[2026 年 3 ⽉ 22 ⽇]。 
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28⽇に施⾏された『インターネット⾦融における個⼈向けオンライン消費信⽤貸付の貸後回収リスク管理指
針』（GB/T 45251̶2025）は、中国初の貸後回収業務に関する標準として、不良債権率を著しく低下さ
せ、システミックな⾦融リスクを効果的に防⽌するものである。4⽉に公布された『サプライチェーン⾦融業務の規
範化及びサプライチェーン情報サービス機関による中⼩企業融資へのより良いサービス提供の誘導に関する事
項の通知』（銀発〔2025〕77号）は、中核企業に対する多重与信や過剰与信を厳重に防⽌すること、サプ
ライチェーンの「データ信⽤」を活⽤して情報仲介業者が信⽤仲介業者へと変質し、市⺠の個⼈情報を侵害す
る現象を根絶することを求めている。7⽉に施⾏された『⾦融商品適格性管理弁法』（⾦融監督総局令
2025 年第 7号）は、インターネットチャネル販売の特性を踏まえ、適格性管理をオンライン業務プロセスに組
み込み、業績表⽰の操作による消費者への誤誘導を厳禁するとともに、65歳以上の層への⾼リスク商品の販
売に対してより慎重な措置を講じている。同時に、規制技術（RegTech）の能⼒は「⼈的防犯」から「技術
的防犯」への⾶躍的な転換を実現し、監督当局はビッグデータと⼈⼯知能に基づくリスク監視システムを構築し
た。機械学習モデルを通じて潜在的な不正パターンを識別し、プラットフォーム横断的な信⽤リスクのリアルタイム
監視・早期警戒を実現している。① 17 の省級⾦融インフラプラットフォームが全国ブラックリスト共有システムに
接続され、信⽤失墜情報の収集効率が⼤幅に向上した。② 

2. 市場主体の信⽤意識が⾼まっている。 

信⽤失墜に対する懲戒措置と信⽤回復メカニズムが相乗効果を発揮するにつれ、市場主体の誠実性に対す
る意識は、外部からの制約から内発的な⾃覚へと変化しつつある。2025 年に全⾯的に導⼊される「ブラックリス
ト＋市場参⼊禁⽌」メカニズムでは、悪意を持って債務を逃れようとする経営主体を法規に基づき「重⼤な信
⽤失墜主体リスト」に組み⼊れ、政府資⾦の申請、税制優遇措置、株式・債券の発⾏などの⾯で厳格な制
限を課すことになる。③ プラットフォーム横断的な信⽤連携の⾯では、『社会信⽤体系の健全化に関する中国
共産党中央弁公庁・国務院弁公庁の意⾒』の要求に基づき、⼤⼿プラットフォーム企業はプラットフォーム内の
信⽤管理制度およびプラットフォーム間の信⽤失墜に対する共同拘束制度の構築を開始した。10⽉に施⾏さ
れたネット融資の新規制は、ビッグデータに基づく信⽤アセスメント体系の構築をさらに要求し、重⼤な信⽤失墜
を犯した借り⼿に対してプラットフォーム横断的な共同制裁を実施し、「⼀箇所で信⽤を失えば、⾄る所で制限
を受ける」という拘束構造を形成している。注⽬すべきは、規制体系の⾰新により構築された弾⼒的な信⽤修
復枠組みに、1 年間の観察期間と 3 年間の退出サイクルが設定された点だ。2024 年以降、すでに 85％を
超える信⽤失墜主体がコンプライアンス改善を完了し、業務再開を実現している。この「懲戒＋教育＋修復」と
いう閉ループ管理モデルは、業界関係者が受動的なコンプライアンスから能動的な信⽤遵守へと転換するよう効
果的に導いている。④ サプライチェーン⾦融の分野においても、中核企業の契約履⾏意識は著しく⾼まってい
る。政策では『中⼩企業への代⾦⽀払保障条例』（国務院令第 728号公布、国務院令第 802号改正）

 
① 謝可凡. フィンテックを背景とした商業銀⾏の信⽤リスクアセスメントの応⽤フレームワークに関する⼀考察[J]. ⾦融, 2025, 15(4): 716-

725. https://doi.org/10.12677/fin.2025.154076 
② 『2025 年の⾦融監督体制の⾼度化と信⽤失墜に対する懲戒メカニズムの深化︓信⽤制約による市場秩序の新たな⽣態系の再構築』、

https://www.chinabgao.com/info/1273440.html、2025 年 6 ⽉ 10 ⽇[2026 年 3 ⽉ 24 ⽇]。 
③ 『社会信⽤体系の健全化に関する中国共産党中央弁公庁・国務院弁公庁の意⾒』、

https://www.mee.gov.cn/zcwj/zyygwj//t20250403_1106416.shtml、2025 年 4 ⽉ 3 ⽇[2026 年 3 ⽉ 24 ⽇]。 
④ 『2025 年の⾦融監督管理体制のアップグレードと信⽤失墜懲戒メカニズムの深化︓信⽤制約が市場秩序の新たな⽣態を再構築する』、

https://www.chinabgao.com/info/1273440.html、2025 年 6 ⽉ 10 ⽇[2026 年 3 ⽉ 24 ⽇]。 
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を厳格に遵守し、代⾦を適時に⽀払うことが求められており、主体信⽤から実取引データに基づく信⽤への転換
が推進されている。① 

3.⾦融消費における権利保護のルートは、ますます円滑になっている。 

2025 年、⾦融消費者の権利保護のルートは、多⾓的かつ多元的で効率的な円滑な体制を呈し、⼤規模な
消費者保護の枠組みが正式に確⽴されたことが重要な節⽬となった。3⽉に国家⾦融監督管理総局が中央
銀⾏、証券監督管理委員会と共同で開催した⾦融消費者・投資家保護監督連絡会議は、三者間の協⼒メ
カニズムの確⽴を意味するものであり、消費者保護業務は単⼀の次元における事後補償から、組織構造を貫
通し、業務の全チェーンを再構築する体系的な業務へと転換し、インターネット⾦融における消費者権利保護
において、市場、業態、地域を跨ぐ監督調整の難題を効果的に解決した。② 紛争解決の⾯では、4⽉に中国
⼈⺠銀⾏、⾦融監督管理総局、中国証券監督管理委員会が共同で発表した『⾦融紛争調停業務の質の
⾼い発展を推進することに関する意⾒』（⾦発〔2025〕14号）において、⾦融分野における代理権利擁護
の乱象に対する合同取り締まりの強化が明確にされた。各地の⾦融紛争調停組織とインターネット⾦融プラット
フォームが構築した「オンライン調停＋司法確認」の連携メカニズムにより、紛争解決の効率が⼤幅に向上した。
⾦融消費者権益保護サービスプラットフォームの絶え間ない改善に伴い、監督管理部⾨が構築した常態化さ
れた教育メカニズムは、インターネット⾦融の特性に照らし、理性的な借⼊や違法な代理権利擁護の防⽌など
の知識を重点的に普及させている。主要プラットフォームにおける苦情処理の所要時間は平均 40％以上短縮
され、満⾜度は 85％以上に上昇し、苦情、是正、改善という好循環が形成された。消費者の誠実な権利擁
護の素養とプラットフォームのコンプライアンス意識が、相互作⽤の中で同時に向上している。③ 

（⼆）インターネット⾦融における信⽤に関する顕著な問題点 

1. プラットフォーム間の信⽤連携が不⼗分である。 

現在、インターネット⾦融分野におけるプラットフォーム横断的な信⽤連携メカニズムは依然として構造的な障壁
に直⾯しており、データのサイロ化現象も⼀定程度存在している。2025 年の政府活動報告では「健全な社会
信⽤体系を構築するための政策を打ち出す」ことが明確に⽰され、信⽤構築が全国統⼀⼤市場建設の枠組
みに組み込まれたが、実際には公共信⽤情報と市場信⽤情報の融合には依然として⼀定の障壁が存在す
る。 

具体的には、まずデータ供給の側⾯から⾒ると、信⽤監督データは公共財としてプラットフォーム企業に開放され
る程度が限定的であり、政府はプラットフォーム内の事業者のミクロな⾏動を正確に把握することが難しく、監督
の空⽩地帯が存在する。⼀⽅、プラットフォーム企業は権威ある政府の信⽤データを⽋いており、「悪貨が良貨

 
① アモイ国信信⽤ビッグデータイノベーション研究院、『2025 年の 100 の「信⽤の瞬間」を振り返る』、https://www.gx-

credit.com/institute/1367、2025 年 12 ⽉ 31 ⽇[2026 年 3 ⽉ 24 ⽇]。 
② 『⾦融消費者権益保護報告書（2025）』、https://news.qq.com/rain/a/20250316A035ME00、2025 年 3 ⽉ 16 ⽇[2026

年 3 ⽉ 24 ⽇] 
③ 北京フロンティア⾦融規制テクノロジー研究院. 2025 年 消費者⾦融における消費者権益保護の⾰新と実践に関する報告書[R]. 
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を駆逐する」リスクが⽣じやすい。北京市海淀区のパイロット事業を例にとると、現在公開されているデータは主に
「企業経営異常リスト」と「重⼤な違法・不誠実⾏為リスト」の 2種類の情報に集中しており、納税、知的財産
権、司法判決などの重要な信⽤指標に関するデータはまだ公開されていない。そのため、プラットフォームは事業
者の包括的な信⽤プロファイルを構築することが難しく、単⼀のデータ指標が信⽤評価の正確性や応⽤シーンの
拡⼤を制限している。 

次に制度⾯から⾒ると、プラットフォーム横断的な信⽤連携のインセンティブ設計は未だ不⼗分である。信⽤監
督データの公開は、データ活⽤を通じてプラットフォームのガバナンス効率を向上させたが、プラットフォームが共同
監督に参加するための⻑期的なインセンティブが⽋如しており、プラットフォーム企業が⾃発的に信⽤データを共
有する意欲は低い。2025 年 3⽉、国務院弁公庁が発表した『⾦融「五篇⼤⽂章」の推進に関する指導意
⾒』（国弁発〔2025〕8号）では、⾦融分野における公共信⽤情報の開放・共有を強化し、関連業界の特
⾊ある企業信⽤調査機関の発展を模索することが提⾔された。しかし、公共信⽤情報と⾦融信⽤情報、市場
信⽤情報との間の共有には依然として⼤きな困難があり、情報のサイロ化現象は依然として深刻である。現
在、公共信⽤プラットフォームが収集する信⽤情報はネガティブな情報が⼤部分を占めており、ポジティブな情報
が著しく不⾜している。これは信⽤監督管理における活⽤に深刻な影響を及ぼしている。 このようなデータの偏
りは、プラットフォーム横断的な信⽤アセスメントにおいて市場主体の真の信⽤状況を全⾯的に反映することを
困難にし、信⽤連動メカニズムの有効な運⽤を制約している。 

最後に、技術的な障壁も同様に無視できない。複数のプラットフォーム間では、商業的な競争、技術的な障
壁、プライバシー保護⽅針により、データの共有が困難となっており、それぞれが独⽴した情報の孤島を形成して
いる。この現象は、信⽤アセスメントの包括性と正確性を著しく阻害している。フェデレーテッドラーニングなどの技
術的⼿段により、プラットフォーム間のデータ共有が可能になったとはいえ、実際の運⽤においては、データの標準
化が進んでいないこと、インターフェースが統⼀されていないこと、セキュリティ認証メカニズムが⽋如していることなど
の問題が、依然として技術の効果発揮を妨げている。2025 年末時点で、市場監督管理部⾨は事業主体に
関する各種信⽤情報を累計 154.6億件収集し、省庁間でのデータ共有を 122.7億件実現したが、共有デ
ータの適時性、完全性、正確性については依然として向上が求められており、プラットフォーム横断的な信⽤連
携の実効性と政策の期待との間には依然として乖離が存在する。① 

2. 潜在的な信⽤失墜⾏為の管理が困難である。 

潜在的な信⽤失墜⾏為の隠蔽性と複雑さは、現⾏の規制体制にとって深刻な課題となっている。こうした⾏為
は往々にして合法・適法という外⾒を装い、技術的⼿段や制度の抜け⽳を利⽤して規制を回避するため、従
来の事前承認・事後処罰というモデルでは効果的に対処することが難しい。サプライチェーン⾦融の分野では、
架空の貿易取引を装って資⾦を詐取する事例が頻発している。承興系事件を例にとれば、中核企業が売掛
⾦証憑を偽造して 300 億元を超える資⾦を詐取しており、信⽤伝達チェーンの脆弱性が露呈した。2025 年
2 ⽉、6 省庁が共同で発表した『サプライチェーン⾦融業務の規範化およびサプライチェーン情報サービス機関に
よる中⼩企業融資へのより良いサービス提供の誘導に関する通知』（銀発〔2025〕77 号）は、売掛⾦電⼦

 
① 『国務院新聞弁公室、市場監督管理による経済の⾼品質発展への貢献に関する記者会⾒を開催』、

http://www.china.com.cn/zhibo/content_118314860.htm、2026 年 2 ⽉ 5 ⽇[2026 年 3 ⽉ 24 ⽇]。 
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証憑業務に潜むリスクとして、関連業務の展開状況が規制の死⾓にあること、中核企業に信⽤の過度な拡⼤
リスクが存在すること、サプライチェーン情報サービスシステムに必要な設⽴標準や管理規範が⽋如していること
などを明確に指摘している。 

技術依存に伴うリスクが相まって、潜在的な不誠実⾏為の識別は⼀層困難になっている。デジタルプラットフォー
ムは効率性を⾼める⼀⽅で、リスクの集積点かつ増幅器ともなっている。⾼度に⾃動化されたプロセスでは、シス
テムに脆弱性が⽣じたり、アルゴリズムに偏りが⽣じたり、データが汚染されたりした場合、その結果が瞬時に⼤規
模に波及することになる。2025 年 3⽉、OpenAI が発表した第 3世代の⾦融予測モデルは、導⼊からわず
か 2週間で突然機能不全に陥った。複数の投資銀⾏がその低リスク評価に基づき東南アジアの新興テクノロジ
ー株に多額の資⾦を投⼊したが、結果として現地の政策急変による株価暴落に⾒舞われた。このモデルの根本
的な問題は、リスク因⼦の折り畳みにおける⽋陥にあり、政治的混乱や為替変動といった⾮線形な関連変数を
単⼀の確率値に圧縮したため、複雑な関連性を識別できなかった。このようなアルゴリズムのブラックボックス問題
は、インターネット⾦融分野でも同様に存在する。⾦融機関が技術への依存を深めれば深めるほど、技術そのも
のの安全性、安定性、信頼性が、システム全体の弱点となっていく。 

複数の借⼊や「借⾦で借⾦を返済する」⾏為が隠蔽化しつつある傾向には警戒が必要だ。若年層ユーザーの
平均消費者ローン負債額は 1万 8000 元に達し、30％が⽉収の 5倍を超える負債を抱えている。2025 年
の消費者⾦融業界における若年層ユーザーの不良債権率は 2.8％に達し、2020 年より 0.6ポイント上昇し
た。「借⾦で借⾦を返済する」ユーザーの不良債権率は 8.5％にも上る。⼀部のプラットフォームは、融資の⼊
⼝をクーポン取得、無利息分割払い、配⾞サービス割引などの画⾯の裏に隠しており、ユーザーは知らぬ間に融
資を受けている。このような⾏為は、消費者の知情権および⾃主選択権の侵害の疑いがある。 ⼀部のプラットフ
ォームは、費⽤の分割や多重課⾦によって規制を回避し、「信⽤補強サービス」の名⽬で保証料、⼿数料、相
談料を徴収しており、その結果、実質年利が 36%を⼤幅に上回っている。⼀⽅、規制の基準では、顧客の総
合的な資⾦調達コストは 24%を超えてはならないと明確に規定されている。① 

サプライチェーン⾦融における信⽤リスクの伝播メカニズムは、潜在的な信⽤違反⾏為の管理を⼀層困難にして
いる。従来のサプライチェーン⾦融は、中核企業の信⽤保証に⼤きく依存している。⼀旦、中核企業が経営不
振、財務不正、あるいはマクロ経済政策などの要因により信⽤危機に陥ると、その信⽤リスクはサプライチェーン
を通じて上流・下流の多数の中⼩・零細企業へと急速に伝播し、連鎖的な債務不履⾏を引き起こし、システミ
ックな雪崩効果を形成する。信⽤リスクの拡散はシステミックな特徴を⽰しており、中核企業の財務変動はサプ
ライチェーン⼿形を通じて急速に伝播する。例えば、ある⾃動⾞メーカーの商⼿形の⽀払遅延により、上流の
100 社に及ぶサプライヤーの資⾦調達コストが急騰するなど、中核企業の信⽤リスクの拡散は波及効果を引き
起こす可能性がある。このような連鎖的な伝播とリスク共振現象により、潜在的な信⽤失墜⾏為の影響範囲
は単⼀主体をはるかに超え、従来のような機関単位のリスク監視モデルでは、機関や市場を跨ぐリスク伝播経
路を捕捉することが困難である。 

 
① 湖南⽇報、「インターネット上の『融資窓⼝』、⾄る所に浸透し、どこにでも存在する」、2025 年 3 ⽉ 22 ⽇[2026 年 3 ⽉ 24 ⽇]、

https://m.voc.com.cn/xhn/news/202603/31797740.html。 
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データの真正性確認は、依然としてリスク管理における弱点である。架空の貿易背景や電⼦書類の偽造といっ
た不正⾏為は、デジタル化という⾐をまとったことでより巧妙になり、⾦融機関の透視的な検証能⼒にさらなる⾼
さを求めている。2025 年の規制政策では貿易背景の真正性管理の強化が求められているものの、膨⼤な取
引データと複雑な関連取引ネットワークを前に、⾦融機関の既存の技術的⼿段や⼈的資源は依然として不⼗
分である。特に、越境 EC やプラットフォーム経済といった新業態の分野では、取引チェーンが⻑く、関与主体が
多く、データ標準も統⼀されていないため、潜在的な信⽤失墜⾏為の識別と追跡はより⼤きな課題に直⾯して
いる。 

3. ⼀部の主体において、誠実に契約を履⾏する意識が希薄である。 

⼀部の市場主体における誠実な契約履⾏意識の⽋如は、インターネット⾦融分野において⻑年にわたり存在
する顕著な問題である。2025 年の政府活動報告では、企業への未払い⾦の⼀掃に向けた取り組みを強化
し、根本的な対策と信⽤失墜に対する懲戒を強化し、未払い⾦問題の解決に向けた⻑期的メカニズムを確⽴
することが明確に打ち出されており、これは未払い⾦問題の普遍性と深刻さを間接的に反映している。サプライ
チェーン⾦融の分野では、中核企業が交渉における優位な⽴場を利⽤し、納期、価格、⽀払期限などの取引
条件において、中⼩企業に⾃社に有利な⾏動を強要している。その結果、中⼩企業は資⾦繰りに苦しむことに
なる。ひとたび中⼩企業が銀⾏融資を受け、サプライチェーンの資⾦繰りが緩和されると、中核企業はさらに中
⼩企業の資⾦を圧迫する可能性がある。もしそれによって蓄積された債務負担が中⼩企業の債務負担限界を
超えた場合、中核企業はリスクを制御する変数から、サプライチェーンのシステミックリスクの震源へと転じるだろ
う。 

ネットローン分野では、借り⼿の債務履⾏意識の低さが顕著に表れている。2025 年、ネットローンにおける延滞
が頻発したが、その根本的な原因としては、経済的圧⼒の増⼤、不適切な財務計画、融資審査基準の⽢さ、
⾼⾦利の問題などが挙げられる。多くの借り⼿は借⼊の過程で、利息や返済サイクルについて明確な認識を⽋
いており、その結果、返済不能に陥っている。⼀部の借り⼿は「運に任せる」という⼼理から返済を回避し、信⽤
情報に傷をつけている。2025 年 10⽉に施⾏されたネットローン新規制では、ネットローンのブラックリスト制度
の確⽴、債務不履⾏者のリストへの登録、プラットフォーム横断的な共同懲戒の実施、および⾼額消費の制限
が求められているが、悪意のある債務逃れ⾏為は依然として散⾒される。アント・コンシューマー・ファイナンスが
2025 年初頭に譲渡した 5.81億元の不良債権はすべて損失級に分類され、借り⼿の平均年齢は 38歳で
ある。⼀部のローンの延滞期間はすでに 1000⽇を超えている。業界内の調査によると、消費者ローンの債務
不履⾏者の 60％以上は収⼊減少により返済不能となっており、25％の借り⼿は企業の経営難の影響を受け
ている。 

中⼩・零細企業の信⽤⼒の本質的な脆弱性は、契約履⾏リスクを増⼤させている。中⼩・零細企業には、財
務制度の不備、資産をほとんど持たない経営、適切な担保の不⾜、信⽤記録の不備、リスク耐性の低さといっ
た問題が広く⾒られ、その信⽤⼒の本質的な脆弱性により、従来の融資制度では資⾦調達が困難である。サ
プライチェーン⾦融の場⾯であっても、外部環境の変動に対する耐性は⽐較的弱く、売掛⾦回収期間の⻑期
化、注⽂のキャンセル、上流の原材料価格の上昇といった問題が、瞬く間に資⾦繰りの破綻を招く可能性があ
る。2025 年のサプライチェーン⾦融に関する新規制では、特に中核企業が⾮現⾦決済を強制的に受け⼊れ
ることで⽀払期限を事実上延⻑することを禁⽌しており、この問題の普遍性を裏付けている。中核企業が供給
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企業への⽀払いを遅延させた場合、延滞利息を⽀払う必要があるだけでなく、未払いのままとなっている中⼩サ
プライヤーへの⽀払いの契約件数や⾦額などの情報を企業の年次報告書に記載し、法に基づき国家企業信
⽤情報公⽰システムを通じて社会に公⽰しなければならない。中⼩サプライヤーへの⽀払いを滞納した⾃動⾞
メーカーは、県級以上の⼈⺠政府およびその関連部⾨による監督検査、書⾯照会・⾯談、督促通達、苦情処
理などの対象となり得る。法規に基づき信⽤失墜企業と認定された場合、その信⽤失墜状況は信⽤記録に記
録される可能性がある。 

⼀部のプラットフォーム企業のコンプライアンス意識の⽋如も、誠実な契約履⾏に関する問題の重要な現れであ
る。2025 年 1⽉に公布された『⼩額貸付会社監督管理暫定弁法』（⾦規〔2024〕26号）は、⼩額貸付
会社による抱き合わせ販売や不当な条件の付加、貸付を⽀払決済のデフォルトオプションとする⾏為、過剰な
負債や多重借⼊への誘導、違法または不当な⼿段による債権回収などを明確に禁⽌している。しかし、実際に
は依然として、詐欺や誤解を招くような⽅法でマーケティング宣伝を⾏うプラットフォームが存在し、低審査基準、
低⾦利、⾼額融資などを⼀⽅的に宣伝し、借り⼿に過剰な負債を負わせている。⼀部のプラットフォームはロー
ンをデフォルトの⽀払いオプションに設定し、借り⼿の意思に反して商品やサービスを抱き合わせ販売したり、その
他の不当な条件を付加したりしている。こうした⾏為は消費者の権益を損なうだけでなく、市場の公正な競争秩
序をも破壊している。2026 年の春節を前に、国家⾦融監督管理総局は市場監督管理総局、中国⼈⺠銀
⾏と共同で 6 社の配⾞プラットフォーム企業を招致し、配⾞プラットフォームと⾦融機関との提携による融資業
務において、誤解を招くマーケティング、情報開⽰の不⼗分さ、消費者権益保護の⽋如という 3 つの核⼼的な
問題が存在することを指摘した。 

契約履⾏意識の低さの根本原因は、信⽤失墜によるコストと利益の不均衡にある。2025 年に規制当局がブ
ラックリスト共有メカニズムを確⽴し、すでに 17 の省級⾦融インフラプラットフォームが同システムに接続され、1
年間の観察期間と 3 年間の解除期間を設けた柔軟な信⽤回復枠組みが整備されたにもかかわらず、⼀部の
主体は依然として「違反コストは履⾏コストより低い」という楽観的な⾒⽅を抱いている。⼀部の企業は、資⾦
繰りの圧⼒を緩和する⼿段として、⽀払いの遅延や債務の逃避・免除を⾏っており、サプライチェーン全体の利
益や業界の信⽤エコシステムに対する配慮が⽋けている。このような短期的な⾏動は、取引相⼿の利益を損な
うだけでなく、サプライチェーンの連鎖的な伝播メカニズムを通じてシステミックリスクを増幅させ、最終的には⾃らに
跳ね返ってくる可能性がある。したがって、効果的な誠実な履⾏を促すインセンティブ・拘束体系を構築し、債務
不履⾏のコストを引き上げ、信⽤拘束を強化することは、依然としてインターネット⾦融規制における重要な課
題である。 

（三）インターネット⾦融における誠実なガバナンスに関する提⾔ 

1. プラットフォーム横断的な信⽤情報共有メカニズムを構築する。 

プラットフォーム間の信⽤連携が不⼗分なという課題を解決するには、制度設計、技術アーキテクチャ、インセン
ティブメカニズムという 3 つの側⾯から連携して取り組み、政府、プラットフォーム、⾦融機関を網羅する⽴体的な
信⽤共有システムを構築する必要がある。制度⾯においては、2025 年 3⽉に中国共産党中央弁公庁およ
び国務院弁公庁が公布した『社会信⽤体系の健全化に関する意⾒』（ ）におけるプラットフォーム経済の信
⽤構築に関する⽅針の実施を加速させ、公共信⽤情報のプラットフォーム企業への開放標準、範囲、⼿続きを
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明確化し、省庁間、階層間、地域間の信⽤情報収集・共有メカニズムを確⽴すべきである。具体的には、北
京市海淀区でのパイロット事業の経験を参考にし、データセキュリティを確保した上で、納税、知的財産権、司
法判決などの重要な信⽤指標に関するデータの公開範囲を段階的に拡⼤し、プラットフォーム企業の信⽤評価
のデータ基盤を充実させる。同時に、データ公開の動的調整メカニズムを確⽴し、プラットフォーム企業のコンプラ
イアンス状況や信⽤管理レベルに応じて、差別化されたデータ公開戦略を実施する。 

データ統合メカニズムの構築においては、公共信⽤情報、⾦融信⽤情報、市場信⽤情報の間の壁を取り除くこ
とに注⼒すべきである。2025 年 2⽉、国家公共信⽤・地理空間情報センターが全国規模の銀⾏ 10 ⾏と協
⼒して共同設⽴した「国家信⽤情報収集・加⼯共同研究所」は有益な試みであり、これを基盤として参加主
体をさらに拡⼤し、主要なインターネットプラットフォーム、信⽤調査機関、データサービスプロバイダーなどの多様
な主体を巻き込み、信⽤分野における信頼できるデータ空間を構築すべきである。多重借⼊や潜在の負債の
識別という課題に対しては、個⼈信⽤情報の統⼀収集プラットフォームを構築し、各インターネット⾦融プラットフ
ォームの借⼊記録、返済状況、延滞情報などの重要データを統合して、完全な個⼈信⽤プロファイルを形成
し、⾦融機関の与信判断に包括的な参考情報を提供すべきである。同時に、データ共有に関するネガティブリ
スト制度を確⽴し、共有を禁⽌するデータの種類や状況を明確にし、データ流通の促進と個⼈のプライバシー・
営業秘密の保護との間でバランスを図るべきである。 

技術アーキテクチャの最適化は、クロスプラットフォームでの信⽤情報の共有を⽀える重要な基盤である。信⽤デ
ータの標準や交換規格の策定を加速させ、データ形式、インターフェースプロトコル、セキュリティ認証メカニズムを
統⼀し、プラットフォーム間のデータ連携にかかる技術的コストを低減すべきである。プライバシー保護コンピューテ
ィングやフェデレーテッドラーニングなどの技術的⼿段の活⽤を検討し、データが外部に流出しないことを前提に、
信⽤情報の「利⽤可能だが可視化されない」状態を実現することで、データの安全性を保護しつつ、データの価
値を引き出すことができる。同時に、信⽤情報共有のリアルタイム更新メカニズムを構築し、各プラットフォームが
取得する信⽤情報の適時性と正確性を確保し、情報の遅れによる信⽤アセスメントの偏りを回避すべきである。
2025 年に市場監督管理部⾨が累計で集約した 154.6 億件の経営主体信⽤データは、クロスプラットフォー
ム共有に豊富なデータ資源を提供している。重要なのは、効率的なデータクレンジング、加⼯、配信メカニズムを
確⽴し、データ品質を向上させることである。 

インセンティブ制度の設計は、プラットフォーム企業が信⽤情報の共有に参加する意欲に直接影響する。信⽤
情報の共有において、正のインセンティブと負の制約を組み合わせた制度を構築すべきである。⾼品質な信⽤デ
ータを⾃発的に共有し、共同制裁に積極的に参加するプラットフォーム企業に対しては、監督評価、事業参
⼊、政策⽀援などの⾯で優遇措置を講じる。⼀⽅、データ共有に消極的であったり、重要な信⽤情報を故意
に隠蔽したりするプラットフォームに対しては、監督当局による事情聴取や事業拡⼤の制限などの措置を講じ
る。同時に、信⽤データの貢献度評価体系の構築を検討し、プラットフォーム企業が提供するデータの量、質、
更新頻度などの指標に基づき、相応のデータ利⽤権限を付与することで、データの貢献とデータの取得が釣り合
う好循環を形成すべきである。さらに、信⽤共有におけるプラットフォーム企業の権限と責任の境界を明確にし、
データ利⽤に関する⾏動規範と監督メカニズムを確⽴し、プラットフォームが準規制権限を利⽤して競合他社を
圧迫したり、データ独占を形成したりすることを防⽌すべきである。 



-53 - 

サプライチェーン⾦融などの特定分野においては、中核企業の信⽤情報に関する強制開⽰制度を構築すること
ができる。2025 年に 6省庁が発表したサプライチェーン⾦融に関する新規則では、中核企業に対し、中⼩企
業への⽀払いを適時⾏い、関連情報を公⽰することがすでに求められている。これを踏まえ、さらに中核企業に
対し、買掛⾦の規模、⽀払期間の構造、延滞状況などの主要指標を定期的に開⽰するよう求め、情報公開
を通じてその⾏動を規律付けることができる。同時に、サプライチェーンの上流・下流企業の信⽤情報を連動・共
有する仕組みを構築し、中核企業の信⽤状況をその上流・下流企業の資⾦調達可能性や資⾦調達コストと
連動させることで、信⽤リスクの連鎖的な管理体制を形成し、中核企業の信⽤リスクがサプライチェーンに沿って
伝播・拡⼤するのを防ぐ。 

2. 潜在的な信⽤失墜の調査を強化する。 

潜在的な信⽤失墜⾏為の隠蔽性と複雑性に対処するため、技術の活⽤、徹底した監督、連携協⼒を中核と
する調査・是正体制を構築し、潜在的なリスクの識別、早期警戒、および対処能⼒を向上させるべきである。
技術の活⽤においては、ビッグデータや⼈⼯知能などの規制技術（RegTech）を⼗分に活⽤し、取引の背
景、資⾦の流れ、関連性を網羅する多次元的なリスク監視モデルを確⽴すべきである。2025 年 3⽉の
OpenAI ⾦融予測モデルの誤作動事件の教訓を参考に、アルゴリズム設計において複雑な変数を単純に圧
縮することを避け、政治、経済、社会などの⾮線形な関連要因の識別を重視し、モデルによる潜在的リスクの捕
捉能⼒を⾼めるべきである。具体的には、貿易背景の真実性を検証するインテリジェントシステムを構築し、企
業登記、税務請求書、物流情報、税関データなど多源情報を統合し、相互検証を通じて架空取引や書類偽
造などの不正⾏為を識別すべきである。同時に、資⾦の流れをリアルタイムで追跡するツールを開発し、融資資
⾦の実際の⽤途を監視することで、資⾦の流⽤や規制対象分野への違法な流⼊を防⽌する。 

透過的監督は、潜在的な信⽤失墜⾏為に対処するための重要な⼿法である。従来の機関別監督という考え
⽅を打破し、機能と⾏動を中核とする透過的監督の枠組みを構築し、複雑な取引構造や商品設計の背後に
ある業務の実質とリスクの本質を識別すべきである。サプライチェーン⾦融の分野においては、中核企業の信⽤
拡⼤に対する規制を強化し、中核企業の債務調達総額に関する監視・早期警戒メカニズムを確⽴し、多重請
求書発⾏や重複融資などの⼿段による過度なレバレッジ拡⼤を防⽌すべきである。プラットフォーム経済における
隠れた融資窓⼝や抱き合わせ販売⾏為に対しては、プラットフォームに対し、資⾦提供者、⾦利、期間、返済
⽅法などの融資商品の重要情報を⽬⽴つ形で開⽰するよう求め、融資をデフォルト設定にしたり、他のサービス
プロセスに隠したりすることを禁⽌すべきである。同時に、アルゴリズム監査制度を確⽴し、プラットフォームが使⽤
する信⽤評価アルゴリズムやレコメンデーションアルゴリズムを定期的に審査し、差別的、誤解を招く、あるいは過
剰な負債を誘導する傾向がないかをアセスメントし、アルゴリズムの適⽤における公平性と透明性を確保すべき
である。 

連携メカニズムの構築は、潜在的な信⽤失墜の調査における相乗効果の形成に寄与する。⾦融監督当局と
市場監督、公安、司法、サイバーセキュリティなどの部⾨との連携を強化し、省庁横断的な情報共有および合
同法執⾏メカニズムを確⽴することで、違法な権利代理、職業的な債権回収拒否、悪意のある債務不履⾏
などの闇・グレー産業チェーンに対する取り締まりの効率を⾼めるべきである。2025 年 4⽉に中国⼈⺠銀⾏、
⾦融監督総局、中国証券監督管理委員会が共同で発表した『⾦融紛争調停業務の質の⾼い発展を推進
することに関する意⾒』（⾦発〔2025〕14号）は、部⾨間の連携に制度的基盤を提供している。これに基づ
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き、運⽤プロセスをさらに詳細化し、リスク監視、⼿がかりの移送、事案の調査・処分、司法連携などの各段階
における各部⾨の職責分担を明確にするべきである。同時に、地域間の監督調整メカニズムを構築し、地域や
プラットフォームを跨ぐ潜在的な信⽤失墜⾏為に対し、地域的な分断や監督上の障壁を打破し、リスクの協調
的な処理を実現すべきである。 

業界の⾃主規制と社会の監視は、潜在的な信⽤失墜の調査における重要な補完的要素である。業界団体
が潜在的な信⽤失墜⾏為の識別標準や⾃主規制規約を策定し、会員企業の信⽤情報共有プラットフォーム
を構築し、潜在的な信⽤失墜⾏為を⾏う会員に対して業界内の懲戒措置を講じることを⽀援すべきである。
第三者格付け機関、会計事務所、法律事務所などの専⾨機関が潜在的な信⽤失墜⾏為の調査に参加す
ることを奨励し、財務監査、法令遵守、リスクアセスメントなどの分野における専⾨的強みを発揮させるべきであ
る。同時に、通報報奨制度を整備し、架空の貿易背景、信⽤情報の偽造、違法な権利代理など、潜在的な
信⽤失墜⾏為を知っている者が通報するよう促し、リスクの⼿がかりの⼊⼿経路を拡⼤すべきである。2025 年
の「清朗浦江・2025」ネット⾦融情報ガバナンス⾏動の経験が⽰すように、社会的監視と世論の監視は、潜在
的な不誠実⾏為を暴く上で独⾃の役割を果たしている。したがって、常態化したネット⾦融情報監視メカニズム
を構築し、誤解を招く宣伝や虚偽情報などのリスク要因を適時に発⾒・対処すべきである。 

制度⾯においては、潜在的な不誠実⾏為に対する法的定義と責任追及の仕組みを整備すべきである。現⾏
の法律・法規において、潜在的な詐欺や隠蔽された違反⾏為などの定義が曖昧であるという問題に対し、司法
解釈や監督指針などを通じて認定標準を明確化し、法適⽤の確実性を⾼めることができる。同時に、隠れた不
誠実⾏為に対する処罰を強化し、違法コストを引き上げ、効果的な抑⽌⼒を形成すべきである。技術的・隠
蔽性の⾼い不誠実⾏為に対しては、過失推定および責任転嫁のルールを確⽴し、被害者の⽴証責任を軽減
するとともに、⾏為主体によるコンプライアンス責任を強化すべきである。 

3. 誠実な契約履⾏を促すインセンティブ・拘束体制を整備する。 

誠実な契約履⾏を促すインセンティブ・規律体系を構築するには、信⽤評価、インセンティブによる誘導、規律・
懲戒、および信⽤回復・救済という 4 つの側⾯から着⼿し、全サイクルにわたる多層的な信⽤ガバナンスの閉ル
ープを形成する必要がある。信⽤評価の段階では、科学的かつ合理的な信⽤スコアリングモデルを構築し、契
約履⾏記録、返済意欲、コンプライアンス遵守状況などを評価指標に組み込むべきである。短期的な債務不
履⾏と⻑期的な信⽤失墜、客観的な困難と悪意のある債務逃れなど、異なる状況を区別し、信⽤評価の精
度と識別⼒を⾼める必要がある。2025 年 10⽉に施⾏されるネット融資新規制では、ネット融資ブラックリスト
制度の確⽴と、信⽤失墜者リストへの組み⼊れが求められている。この制度設計は信⽤スコアリング体系と有機
的に連携させ、信⽤失墜⾏為の程度に応じて差別化された信⽤制裁を実施すべきである。同時に、信⽤評価
の動的調整メカニズムを確⽴し、市場主体の信⽤⾏動の変化に応じて適時に信⽤格付けを更新することで、
信⽤失墜に対する制裁の厳格さを⽰しつつ、信⽤修復の機会も与えるべきである。 

インセンティブ・誘導メカニズムの構築においては、正のインセンティブと負の制約を組み合わせることに重点を置く
べきだ。信⽤状況が良好で、契約履⾏実績が優秀な市場主体に対しては、資⾦調達の機会、資⾦調達コス
ト、事業参⼊などの⾯で実質的な優遇措置を与えるべきである。具体的には、信⽤遵守主体のホワイトリスト
制度を確⽴し、ホワイトリストに登録された借り⼿に対して⾦利優遇、融資枠の拡⼤、審査の簡素化などの便
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宜を提供するとともに、信⽤遵守のプラットフォーム企業に対しては、監督評価、事業⾰新、政策⽀援などの⾯
で優遇措置を講じる。サプライチェーン⾦融の分野では、中核企業の契約履⾏記録をその上流・下流企業の
融資⽀援と連動させることができる。中⼩企業への⽀払いを適時⾏う中核企業に対しては、⾦融機関がそのサ
プライチェーンの上流・下流企業により利便性の⾼い融資サービスを提供するよう奨励し、「信⽤を守れば利益
が得られる」という模範的な効果を形成すべきである。同時に、誠実な⽂化の広報・教育を強化し、典型的な
事例の紹介や信⽤知識の普及などを通じて、市場主体の誠実な意識と契約履⾏の⾃覚を⾼め、「信⽤を守
ることは名誉であり、信⽤を失うことは恥である」という社会的雰囲気を醸成すべきである。 

規律・懲戒メカニズムは、信⽤失墜のコストを引き上げることに重点を置き、懲戒措置が信⽤失墜⾏為の性
質、情状、影響に⾒合うものであることを確保すべきだ。悪意による債務逃れや詐欺的な借⼊などの重⼤な信
⽤失墜⾏為に対しては、法に基づき共同懲戒を実施し、政府調達、⼊札、⾏政許可、資格認定などの⾯で
制限を加え、社会信⽤システムに組み⼊れて公⽰すべきである。2025 年に公安部と⾦融監督管理総局が共
同で展開した⾦融「ブラック・グレー産業」に対する集中取り締まり特別⾏動は、「職業的債権回収拒否代⾏」
や「違法な保険解約・保険⾦請求代⾏」などの⾏為に対して強⼒な抑⽌⼒を発揮した。こうした特別⾏動の
経験と⼿法を制度化し、常態化させ、重⼤な信⽤失墜⾏為に対する厳しい姿勢を維持すべきである。同時
に、信⽤失墜に対する懲戒⼿続きの保障を整備し、懲戒の適⽤条件、実施⼿続き、救済⼿段を明確化すべ
きである。これにより、懲戒権の濫⽤を防ぎ、市場主体の合法的権益を保護する。 

信⽤修復メカニズムは、インセンティブ・制約システムの重要な構成要素であり、「過ちを懲らし、将来に備え、病
を治し⼈を救う」という原則を体現すべきである。2025 年に構築された規制体系における弾⼒的な信⽤修復
フレームワークは、1 年間の観察期間と 3 年間の退出期間を設け、信⽤失墜主体に改⼼する機会を提供して
いる。信⽤修復の具体的な標準と運⽤プロセスをさらに整備し、修復の条件、⽅法、期限を明確にするべきで
ある。また、⾃発的に信⽤失墜⾏為を是正し、悪影響を積極的に解消しようとする主体に対しては、速やかに
信⽤修復を実施し、正常な信⽤格付けを回復させる。同時に、信⽤修復の追跡アセスメントメカニズムを確⽴
し、修復後の主体を継続的に監視して、再失信を防⽌すべきである。⾃然災害や突発的な疾病など、客観的
な理由による短期的な契約不履⾏については、寛容メカニズムを構築し、⼀定の猶予期間や緩衝期間を与え
ることで、単純に失信⾏為として扱われることを避けるべきである。 

サプライチェーン⾦融などの特定分野においては、中核企業と中⼩企業の異なる特徴を踏まえ、差別化されたイ
ンセンティブと規制措置を設計すべきである。中核企業に対しては、契約履⾏責任を強化し、買掛⾦に関する
情報開⽰および監視・早期警戒制度を確⽴し、⽀払遅延や⾮現⾦⽀払いの強制などの⾏為に対して規制を
講じ、情状が重い場合は信⽤失墜記録に組み⼊れるべきである。中⼩企業に対しては、信⽤意識の醸成に
注⼒し、信⽤研修や融資指導などを通じて、規範的な財務制度や信⽤管理制度の構築を⽀援し、サプライチ
ェーン⾦融における信⽤アクセスの向上を図るべきである。同時に、サプライチェーンの信⽤リスクを分担する仕組
みを構築し、中核企業、⾦融機関、保証機関などの共同参加を促すことで、単⼀主体に集中する信⽤リスク
を分散させ、サプライチェーン全体のリスク耐性を強化する。 

さらに、プラットフォーム企業が仲介責任を果たすよう、インセンティブと規制を強化すべきである。プラットフォーム
は、借り⼿と貸し⼿、中核企業と上流・下流企業をつなぐ仲介者として、そのコンプライアンス経営と誠実な契約
履⾏はエコシステム全体に重要な影響を与える。プラットフォーム企業の信⽤評価および格付け・分類に基づく
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監督管理制度を確⽴し、コンプライアンス意識が⾼く、リスク管理能⼒に優れたプラットフォームには業務の⾰新
と拡⼤を⽀援し、コンプライアンス意識が低く、リスク事案が頻発するプラットフォームに対しては、市場からの撤退
に⾄るまで厳格な監督措置を実施すべきである。プラットフォームの責任を強化することで、プラットフォーム内の
参加主体に対する信⽤管理の強化を促し、プラットフォームの⾃主規制と政府の監督管理を組み合わせたガバ
ナンス体制を構築する。 

四、デジタル⽂化観光︓⽂化観光融合の誠実な基盤を固める 

デジタル⽂化観光は、デジタル技術と⽂化観光産業の深い融合から⽣まれたものであり、⽂化観光産業の質の
⾼い発展に向けた重要な⽅向性である。デジタル技術の急速な普及に伴い、⽂化観光のオンライン・オフライン
融合は継続的に深化し、スマートサービスのカバー範囲は絶えず拡⼤しており、観光客により便利で個性的なサ
ービスと体験を提供している。⼀⽅で、デジタル⽂化観光の発展においては、虚偽広告の頻発や消費者の権利
保護の困難といった問題が絶えず発⽣しており、⽂化観光市場の誠実な⽣態系を損ない、⽂化観光産業の
質の⾼い発展を阻害している。 

（⼀）デジタル⽂化観光の発展成果 

わが国のデジタル⽂化観光産業は、政策⽀援、技術⾰新、地域連携の推進により、デジタル技術を中核的な
原動⼒とする質の⾼い発展の枠組みを徐々に形成しつつある。① 国家レベルでは、『「第 14次五カ年計画」
観光業発展計画』『「デジタル中国」建設全体配置計画』を中核的な綱領とし、デジタル技術と⽂化観光産業
の深い融合の推進、スマート⽂化観光インフラ建設の加速、⽂化観光市場の誠実性監督の強化、デジタル⽂
化観光信⽤体系の構築といった核⼼的な任務を明確に打ち出し、全国のデジタル⽂化観光産業の発展に向
けた戦略的⽅向性を定め、実施⽬標を明確にしている。省レベルでは、各地が⾃地域の⽂化観光資源の特
性と産業発展の実情を踏まえ、的を絞った実施細則や関連政策を打ち出している。例えば河南省は『河南省
「第 14次五カ年計画」⽂化観光融合発展計画』を公表し、デジタルトランスフォーメーション戦略の実施を明
確に打ち出し、「デジタル先⾏」を重要⽅針として、メタバースという新たな分野への展開、スマート観光システム
の構築を⾏い、国家レベルのトップダウン設計を地域レベルで的確に実⾏に移している。市・県レベルは政策実
⾏の重要な環として、地域の⽂化観光発展の特⾊に⽴脚し、国および省レベルの政策指針を具体的な実践
措置へと転換し、地域の実情に合わせてデジタル⽂化観光プロジェクトの着地を推進し、それぞれ特⾊ある地
域発展モデルを形成している。個⼈レベルでは、観光地、⽂化観光企業、テクノロジー企業などの市場主体が
政策指針に積極的に応え、デジタル技術の研究開発と応⽤への投資を拡⼤し、 新しい⽂化観光サービスの
形態と運営モデルを創出し、デジタル⽂化観光産業発展の重要な担い⼿となっている。ネットワーク誠実性理
論とその制度体系は、デジタル⽂化観光の理論的基盤および制度的メカニズムの基盤である。ネットワーク誠実
性理論の指導およびその制度体系の⽀えから切り離されれば、デジタル⽂化観光の持続的かつ健全な発展は
困難となる。 

 
① 賀⼩栄、陳⽂灝. 中国のデジタル経済と⽂化観光産業の融合における相乗関係とその影響要因 [J]. 熱帯地理, 2024 年（第 7号）. 
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1. ⽂化・観光業界におけるオンラインとオフラインの融合がますます進んでいる 

(1) デジタル技術が従来の⽂化・観光シーンに新たな可能性をもたらしている 

デジタル技術は、伝統的な⽂化・観光の現場に新たな活⼒を吹き込み、産業の構造転換と⾼度化を推進して
いる。国家⼤劇院は「セカンド・シーン」という超⾼精細デジタルエンターテインメントの新たなシーンを創出し、超
⾼精細ライブ配信技術に基づき、AI⾃動追跡、マルチカメラ制御、SRT伝送プロトコルを採⽤することで、遠
隔⼀元管理と階層別信号配信を実現した。全国の数多くの省にある 20 以上の劇場や 100 以上の映画館
と連携して同時ライブ配信を⾏い、舞台芸術のデジタルエンターテインメント形式と⽂化伝播モデルを⾰新した。
① 河南省の⽂化観光デジタル化イノベーションのモデルケースである「只有河南・戯劇幻城」は、2023 年に国
家初の「5G+スマートツーリズム」応⽤パイロットプロジェクトに選定された後、スマートツーリズムの構築をさらに深
化させている。本プロジェクトは、「5G＋スマートツーリズム」の応⽤および⾳・光・電気・映像、VR、ARなどの技
術⼿段を通じて没⼊型の観劇体験を創出している。幻城劇場の昇降ステージや、⾼さ 328 メートルの版築壁
への巨⼤ダイナミックプロジェクションにより、デジタル技術で千年の歴史の絵巻を⽣き⽣きと表現している。また、
園内では駐⾞場とチケット購⼊機能を統合し、「スマホ 1台で幻城を巡る」を実現した。現在、同園内は全域
で 5G通信、無線Wi-Fi、映像監視の完全カバーを実現しており、開園以来の累計観客動員数は 5,000
万⼈に達し、デジタル技術と⽂化観光の融合における模範的なプロジェクトとなっている。② 

(2) オンラインとオフラインを融合したサービスモデルの⾰新 

各地ではオンラインとオフラインを融合させたサービスモデルの構築を積極的に模索しており、デジタル技術を活⽤
して⽂化・観光資源を統合し、観光客にワンストップで便利なサービスを提供している。敦煌莫⾼窟デジタル展
⽰センターは、デジタルデータ収集、⾼精細プロジェクション、バーチャルツアーなどの技術を活⽤し、伝統的な⽯
窟の⽂化・観光シーンにデジタル技術による付加価値を与え、「デジタル莫⾼」というオンラインとオフラインを融合
させたシステムを構築し、洞窟⽂化財のデジタルによる恒久保存と没⼊型展⽰を実現している。観光客は VR
機器を通じて⼀般公開されていない洞窟に「⼊り込み」、壁画の細部を間近で観察することができる。これによ
り、⽂化財本体を効果的に保護しつつ、観光体験を著しく向上させている。デジタル展⽰センターでは年間
100万⼈以上の観光客を受け⼊れており、⽂化財保護と観光開発の間の⽭盾をうまく緩和し、サービスモデル
の⾰新における重要な実践例となっている。③ 福建省⽂化観光デジタル融合応⽤プラットフォームは、旅⾏前・
旅⾏中・旅⾏後の各種多源異種データを収集し、POI空間データ、地理情報データ、⽂化観光資源調査な
どの基礎データを統合している。さらに、OTA価格データ、世論データ、天気予報などの準リアルタイムデータ、お
よび観光地の改札機、交通状況、映像監視、ドローン巡回点検などのリアルタイムデー を統合し、分野横断的

 
① 北京市⽂化観光局. 2025 年北京市⽂化観光科学技術イノベーション優秀事例[EB/OL]. 2025 年 9 ⽉[2026 年 3 ⽉ 13 ⽇]. 

https://whlyj.beijing.gov.cn/zwgk/tzgg/202509/P020250909599358474217.pdf. 
② 河南省⽂化観光庁。「データ」で⼒を与え、「新」へ結集する――河南省⽂化観光デジタル化イノベーションのモデル事例 [EB/OL]. 2025

年 6 ⽉ 24 ⽇[2026 年 3 ⽉ 13 ⽇]. https://hct.henan.gov.cn/2025/06-24/3173259.html. 
③ 敦煌研究院。「デジタル敦煌」に⾃動化と知能化を組み込む[EB/OL]。2025 年 10 ⽉ 10 ⽇[2026 年 3 ⽉ 13 ⽇]。

https://www.dha.ac.cn/info/1021/7085.htm。 
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な融合とフィールド統⼀を実現した公共ビッグデータプラットフォームを構築した。これにより、省・市・県の 3級政
府ユーザー、旅⾏会社、観光客におけるデータ収集、共有、予測の課題を効果的に解決した。① 

2.スマートサービスのカバー範囲の拡⼤ 

(1) スマートガイドとパーソナライズド・レコメンデーションサービス 

スマートガイドとパーソナライズされたおすすめ機能は、デジタル⽂化観光の中核的なサービスとなっており、観光
客により便利で多様なパーソナライズされた体験を提供すると同時に、技術的⼿段を通じてサービス内容を標
準化し、サービス基準を明確化することで、観光客の正当な権益を保障している。 

貴州省⽂化観光庁は「AI 遊貴州」ミニプログラムをリリースした。同プログラムは省内 9 つの市・州の⽂化観光
資源を統合し、⼤規模モデルアルゴリズムを活⽤して、観光スポット間の関連性、交通の接続性、観光客の体
⼒などの要素を組み合わせ、観光客に最適な観光ルートを的確に提案する。技術を活⽤してサービス情報の
的確なプッシュ配信を実現し、情報の⾮対称性による虚偽広告やサービスの質低下といった不誠実な⾏為を減
らす。『中華⼈⺠共和国電⼦商取引法』におけるプラットフォームサービスの規範や情報開⽰義務に関する規
定を実践している。浙江省の「雲上⻄湖」ミニプログラムは、観光客に全⾏程・ワンストップ・パーソナライズされた
観光公共情報サービスを提供し、⻄湖景勝地の「⾷・宿泊・移動・観光・買い物・娯楽・研究」の全領域をカバ
ーしている。施設予約、ワンコードパス、スマートガイド、多⾔語解説、観光快適度、観光ガイドなど 20 以上の
機能を含み、② ⽂化観光パーソナライズサービスの模範となっている。 

(2) スマート監視とサービス効率の向上 

スマート監視はデジタル⽂化観光の発展における重要な保障であり、各地ではデジタル技術を通じて⽂化観光
市場の監視レベルとサービス品質を継続的に向上させている。「三坊七巷」公式観光プラットフォームのミニプログ
ラムは、全国初となる⼈⽂観光地向けスマートシステム「三坊七巷 AI ⽂化観光マップ」を⾰新的にリリースし
た。これにより、デジタル⼤規模モデル技術と伝統的な⽂化観光資源の創造的な融合を実現し、視聴覚体
験、移動計画、リアルタイムナビゲーション、AI 対話サービスを統合した。観光スポット、特⾊ある展⽰館、公
演、グルメ、ショッピング、宿泊などのリソースを網羅し、市⺠や観光客のパーソナライズされた体験とインタラクティ
ブな体験をさらに充実させた。③ 

 
① ⼈⺠網。「デジタル・インテリジェントな新シナリオが⽂化観光の⾼品質な発展を牽引」[EB/OL]。2025 年 4 ⽉ 22 ⽇[2026 年 3 ⽉ 13

⽇]。http://fj.people.com.cn/n2/2025/0422/c181466-41204701.html。 
② 光明網. AI＋⽂化観光がよりスマートな旅を切り拓く[EB/OL]. 2026 年 3 ⽉ 11 ⽇[2026 年 3 ⽉ 13

⽇].https://e.gmw.cn/2026-03/11/content_38640335.htm. 
③ 福建省⽂物局. 福州︓デジタル技術が古⺠家の新たな楽しみ⽅を解き放つ 千年の路地裏で「スマートツーリズム」が観光客の個性的な体
験を豊かにする[EB/OL]. 2025 年 4 ⽉ 16 ⽇[2026 年 3 ⽉ 13 ⽇]. 
http://wwj.wlt.fujian.gov.cn/xwzx/wbyw/202504/t20250416_6901127.htm。 
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（⼆）デジタル⽂化観光の顕在化した問題 

デジタル⽂化観光産業が急速に発展する中で、ネット上の信⽤構築には依然として多くの顕著な問題が存在
する。これらは市場の公正な競争秩序を破壊し、消費者やコンプライアンスを遵守する事業者の正当な権益を
侵害するだけでなく、⽂化観光の消費者と事業者間の信頼コストや取引コストを⼤幅に増加させ、デジタル⽂
化観光と実体⽂化観光の深い融合と発展を制約している。 

1. プラットフォームにおける虚偽宣伝と抱き合わせ販売の乱⽴ 

オンライン⽂化観光プラットフォームおよび出店事業者の虚偽広告⾏為は、誠実信⽤の原則に著しく反し、消
費者の知情権と公正取引権を侵害しており、デジタル⽂化観光の信⽤⽣態系を破壊する主要な問題の⼀つ
となっている。 

典型的な事例によると、消費者の王某が航空券販売プラットフォームで航空券を購⼊した際、プラットフォームに
は航空券の額⾯価格が 280 元、空港使⽤料・燃油サーチャージが 70 元と表⽰され、さらに 40 元の割引が
適⽤され、最終的に実際に⽀払った⾦額は 310 元だった。しかし、王某はプラットフォームから提供された航空
券情報を受け取った後、航空会社の公式アプリで確認したところ、航空券の実際の額⾯価格は 230 元であ
り、空港施設使⽤料＋燃油サーチャージが 70 元で、合計 300 元であった。余分な 10 元は、プラットフォーム
が航空券販売の過程で付帯販売したデリバリーサービスパックに相当する。北京インターネット裁判所は、プラッ
トフォームが⽬⽴つ明確な注意喚起や拒否可能な選択肢を設けずにデリバリーサービスパックを付帯販売したこ
とは、商品の真実の情報を故意に隠蔽した⾏為にあたり、価格詐欺を構成すると判断した。 

別の事例では、消費者の樵某がプラットフォームでホテルを予約した際、予約ページ上のホテル名の後に 5 つ星
のマーク（★★★★★）が表⽰されていた。樵某はこれが 5 つ星ホテルを意味すると考えたが、後に調査した
結果、当該ホテルは 5 つ星ホテルではなかった。裁判所は樵某の請求を認め、プラットフォーム運営者は商品や
サービスの特徴を説明する際、誠実の原則を遵守すべきであり、消費者が混同しやすい内容を使⽤し、かつ⽬
⽴つ⽅法で特別な表記や説明を⾏わなかったことは、消費者に誤解を与えるのに⼗分であり、詐欺⾏為に該
当すると判断した。① 

明らかな虚偽広告に加え、⼀部の観光・⽂化事業者がオンラインで宣伝する商品やサービスの標準が、消費者
の実際の体験と著しく乖離しており、「商品と説明が異なる」という信⽤失墜の乱れを招いている。これは観光客
の体験に深刻な影響を与え、業界の信頼感を損なっている。⼈⺠網の報道によると、消費者の朱某は、旅⾏
サイト「⾶猪」に登録されている旅⾏会社「海南三亜環球国際旅⾏社」のライブ配信ルームで、三亜亜⿓湾に
あるある⾼級ホテルのスイートルームを予約し、1泊 2880 元を⽀払った。ライブ配信では、同ホテルについて
「徒歩 3分で海辺へ直⾏」「設備が充実している」と宣伝されていた。しかし、朱某がホテルに到着すると、実際
の状況は宣伝内容と著しく異なっていた。ホテルから海までは徒歩で⾏けるわけではなく、⼩さな森を抜けて未開

 
① 中国新聞網。オンラインでの航空券・ホテル予約には罠が多い EC プラットフォームはどのように責任を負うべきか[EB/OL]。2025 年 2 ⽉

14 ⽇[2026 年 3 ⽉ 14 ⽇]。https://www.chinanews.com.cn/cj/2025/02-12/10367104.shtml。 
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発の「海沿い」エリアにたどり着く必要があり、最寄りの正規のビーチまではタクシーで 4 キロの距離があった。ま
た、ホテル周辺は建設現場が多く、付帯施設も乏しく、「⾼級ホテル」という宣伝のイメージとは⼤きな隔たりがあ
った。① 

2. 虚偽の「注意喚起投稿」の乱⽤が引き起こす新たな信⽤問題 

デジタル⽂化観光の発展に伴い、ネット上の評価は消費者が⽂化観光商品を選ぶ際の重要な参考となってい
る。しかし、虚偽の「注意喚起記事」や「暴露記事」の乱⽤は、市場の公正な競争秩序を乱し、信⽤に関する
論争を引き起こす新たな問題となりつつあり、『中華⼈⺠共和国⺠法典』の誠実信⽤の原則および『中華⼈⺠
共和国不正競争防⽌法』の核⼼的な要件に反している。 

2025 年 12⽉、麗江市古城区⽂化観光局は公⽂書を発表し、プラットフォーム「⼩紅書」が情報の監視およ
び管理における主体責任や審査義務を⼗分に果たしていないと指摘した。その結果、企業に過失がないにもか
かわらず、多くの消費者が不当な要求を実現するために、同プラットフォームを利⽤して虚偽の「避雷帖」や「暴
露記事」を投稿し、世論による圧⼒をかけて企業に返⾦を脅迫する事態を招き、⽂化観光事業者の合法的
権益を著しく侵害している。麗江市古城区旅⾏写真業界協会の調査によると、2025 年末時点で、同市にお
いて虚偽の「避雷帖」により関連企業が受けたキャンセル返⾦額は 100万元余りに達し、間接的な経済損失
は 500万元を超えている。これは、こうした乱象がデジタル⽂化観光の誠実なエコシステムに与える深刻な破壊
を浮き彫りにしている。② 

この現象は、デジタル観光評価システムが抱えるジレンマをも浮き彫りにしている。プラットフォームは、消費者が
実際の体験を表現する⾔論の⾃由を法に基づき保護し、消費者の正当な要求や発⾔を過度な審査によって
抑圧してはならない⼀⽅で、主体としての責任を確実に果たし、評価権が不正競争や悪意のある損害賠償請
求などの⾏為に悪⽤されるのを防がなければならない。さもなければ、「悪貨が良貨を駆逐する」という悪循環を
招き、デジタル観光市場の信頼の⽣態系を破壊し、最終的には消費者とコンプライアンスを遵守する事業者の
双⽅の利益を損なうことになる。 

3. 定型条項の不公正と権利救済の追跡困難 

(1) 定型条項の不公平性、説明義務の⽋如 

北京インターネット裁判所が審理した関連事件によると、オンラインでの⽂化・観光消費において、事業者はあら
かじめ作成された定型契約を多⽤しており、⼀部の定型条項には法律の規定に合致しない、不公平、不合理

 
① ⼈⺠網. ライブ配信で予約したホテルが説明と異なっていた場合、事業者は責任を負うのか︖[EB/OL]. 2025 年 3 ⽉ 18 ⽇[2026 年 3

⽉ 14 ⽇]. ht tp://gs.people.com.cn/n2/2025/0318/c183342-
41167173.html?spm=5176.28103460.0.0.184175517ZAMbs. 

② 南⽅網. 注意喚起の投稿が⽂化観光局の声明を招く︓麗江での旅⾏写真撮影、⼿⼝が多いのか、それとも権利擁護が難しいのか︖
[EB/OL]. 2026 年 1 ⽉ 14 ⽇[2026 年 3 ⽉ 14 ⽇]。
https://news.southcn.com/node_64549305f1/a9bcf52166.shtml?spm=5176.28103460.0.0.184175517ZAMbs
。 
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な内容が含まれており、これがアフターサービスに関する紛争を引き起こす主な原因の⼀つとなっている。これは
『中華⼈⺠共和国⺠法典』および『中華⼈⺠共和国消費者権益保護法』における定型条項に関する規定に
違反するものである。実務上、顕著な問題として、事業者が定型契約書において、⾃⾝の責任を免除または
軽減し、消費者の責任を加重し、消費者の主要な権利を制限または排除するなどの関連条項について、法に
定められた提⽰・説明義務を履⾏していないことが挙げられる。その結果、消費者は知らされないまま不公平な
条項を受け⼊れ、正当な権益が侵害される事態を招いている。 

典型的な事例として、⽅某が某チケット販売プラットフォームで同⼀公演のチケットを 2枚同時に購⼊した。その
後、予定の変更によりプラットフォームに払い戻しを申請したところ、1枚は払い戻しが成功したが、もう 1枚につ
いてはプラットフォームから払い戻し不可との通知を受けた。プラットフォームが提⽰した理由は、チケット購⼊ペー
ジの注意事項に「販売期間中、同⼀の購⼊者および同⼀の購⼊アカウントにつき、優先窓⼝の特典は 1回の
み適⽤される。⼀度の払い戻し を⾏った後、当該購⼊者／購⼊アカウントが同公演のチケットを再度購⼊した
場合、払い戻し特典は適⽤されなくなる」と記載されていたためである。① 北京インターネット裁判所は審理の結
果、通常の理解によれば、当該条項の意味は「払い戻しが成⽴した後、同公演のチケットを再度購⼊した場
合、払い戻し権限は認められない」と解釈されるべきであり、本件のもう 1枚のチケットは⽅某による払い戻し成
⽴後に再度購⼊されたものではないため、プラットフォームは前述の定型条項に基づき⾃らの払い戻し義務を免
れることはできないと判断した。当該条項には曖昧な点があり、プラットフォーム側が明確な提⽰・説明を⾏ってい
ないため、プラットフォームの責任を免除する根拠とはなり得ない。この判決は、定型条項が公平の原則に合致
すべきこと、および事業者が提⽰・説明義務を履⾏すべきであるという法的要件を明らかにしている。 

(2) 悪意ある契約違反の頻発と消費者の権利保護における⽴証の困難さ 

祝⽇などの観光・⽂化消費のピーク時には、⼀部の事業者が誠実信⽤の原則に反し、「悪意による契約破棄
や価格の不当な吊り上げ」といった不正⾏為を⾏い、消費者の契約締結権や公正な取引を受ける権利を著し
く侵害している。具体的には、消費者が注⽂し関連費⽤を⽀払った後、事業者が「家主が居住中」「改装中」
などの虚偽の理由を挙げて注⽂の確認を拒否し、その後、商品を値上げして別途販売し、そこから不当な利益
を得ている。例えば、消費者の楊某は、あるプラットフォームで三亜の某ホテルの景観ルーム 2室を 4泊分予約
し、計 464 元を⽀払った。全額⽀払い後、プラットフォームから予約完了の SMS を受信したが、同⽇、プラット
フォームのカスタマーサービスから楊某に電話があり、業者から「満室のため宿泊⼿配ができない」との連絡があっ
たとして、⼀⽅的に注⽂をキャンセルした。その後、楊⽒は同プラットフォーム上で、同じ期間・同じホテル・同じタ
イプの部屋が依然として予約可能であることに気づいたが、価格は 1室 1泊あたり 378 元に値上げされてい
た。当該事業者の⾏為は契約違反を構成しており、価格詐欺の疑いがある。② 

 
① ⼈⺠網. 定型条項に争いがある場合、解釈は消費者に有利であるべきだ[EB/OL]. 2025 年 7 ⽉ 17 ⽇[2026 年 3 ⽉ 14 ⽇]. 

http://society.people.com.cn/n1/2025/0717/c1008-
40523607.html?spm=5176.28103460.0.0.184175517ZAMbs. 

② 中国法院網. ⽂化・観光消費が爆発的⼈気を博す中、権利保護も怠らない[EB/OL]. 2025 年 3 ⽉ 16 ⽇[2026 年 3 ⽉ 14
⽇].https://www.chinacourt.cn/article/detail/2025/03/id/8746020.shtml. 
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このような悪質な契約不履⾏⾏為が後を絶たない根本的な理由は、消費者が権利を主張する際の追跡が困
難であり、効果的な抑制策を講じることが難しい点にある。⼀⽅で、オンラインでの⽂化・観光消費にはプラットフ
ォームや事業者など複数の責任主体が関与しており、⼀旦トラブルが発⽣すると、各主体間で責任のなすり合
いが⽣じやすく、責任の所在を特定するのが困難である。他⽅、観光消費は流動性が⾼く、消費者と事業者は
遠隔地での取引が主流であるため、証拠収集や権利保護にかかるコストが⾼い。さらに、⼀部のプラットフォーム
ではデータ管理が不適切で、取引記録ややり取りの記録などの証拠保存が不⼗分であるため、消費者は往々
にして「責任を追及する⼿段がない」という苦境に直⾯する。このような権利保護の困難さは、間接的に事業者
の不誠実な⾏為を助⻑し、デジタル観光市場の信頼性の不均衡を悪化させている。 

（三）デジタル⽂化観光ガバナンスに関する提⾔ 

前述のデジタル⽂化観光分野における虚偽広告の頻発、不実な「注意喚起記事」による市場の混乱、定型
条項の不公正や消費者の権利保護における追跡の困難さといった顕著な問題に対し、産業の実情に⽴脚し、
各地の実践的・⾰新的な経験を統合し、信⽤評価システムの構築、消費紛争の迅速な処理、協調的ガバナ
ンスメカニズムの整備という 3 つの核⼼的な側⾯から、的を絞ったガバナンスの提⾔を⾏う。これにより、デジタル
⽂化観光とインターネット上の誠実性に関する理論体系の深い融合を推進し、市場秩序を規範化し、消費者
の権益を保障し、産業の質の⾼い発展を促進する。 

1. デジタル⽂化観光信⽤評価体系の確⽴・整備 

信⽤評価体系は、デジタル⽂化観光におけるネット上の誠実性構築の中核的な⽀えであり、市場主体の⾏動
を規範化し、信⽤失墜のリスクを防⽌するための鍵でもある。科学的かつ完備された信⽤評価体系を構築する
には、多様な主体による協調的ガバナンスに基づき、市場経営主体、従事者、消費者を網羅し、信⽤情報の
全⾯的な収集、科学的な評価、効率的な活⽤を実現し、信⽤監督と業界ガバナンスの深い融合を推進する
必要がある。 

多様な主体を対象とした信⽤評価指標体系を構築するには、包括的、科学的、かつ実⽤的な原則を堅持し、
各主体の信⽤評価における核⼼指標、採点基準、および重み付けを明確にし、標準・規範化された評価を実
現する必要がある。重慶市沙坪坝区は、「誠実な沙磁観光」という⽬標を掲げ、観光地、ホテル、旅⾏会社な
ど 7 種類の⽂化観光市場主体に焦点を当て、『沙坪坝区⽂化観光スポーツ業界信⽤評価標準』を制定した。
これにより、信⽤評価指標、採点基準、および格付けの根拠を明確化し、信⽤評価の標準化・規範化を実現
した。同区は、区レベルの信⽤プラットフォームと「渝快办」「恵遊重慶」などの⾏政サービス・⽂化観光サービスシ
ステムとの連携を完了し、5 つのスマート監視対応計画を策定した。また、多部⾨の信⽤データ 8,000 件余り
を統合し、⽂化観光市場における信⽤失墜リスクに対する精密な早期警戒と動的な監視を実現した。「信⽤
沙坪坝」プラットフォームを活⽤し、誠実な企業 38 社、信⽤失墜企業 6 社を公⽰し、部⾨横断的な共同規
制メカニズムを構築した。これにより、信⽤ある企業にはより多くの発展の機会を与え、信⽤失墜企業には⾝動
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きが取れない状況を作り出し、信⽤監督の抑⽌⼒を確実に強化した。① 海南省瓊海市は 2026 年、 「信⽤
＋⺠宿」「信⽤＋シェア農園」といった特⾊ある応⽤シーンの深化を重点的に模索する。信⽤ある主体は、個
⼈の「⾦椰分」を利⽤して、海易辦プラットフォームや「⾦椰分」ミニプログラムで多様な優遇措置や利便性を享
受できる。② 

政府レベルでの制度構築に加え、企業レベルでの誠実な実践も信⽤評価制度にとって重要な⽀えとなってい
る。雲浮翔順⿓⼭ホテルは、信⽤誓約履⾏メカニズムの構築を模索し、誠実さの構築を企業の⽇常業務に組
み込んでいる。従業員に対し、清廉⽂化、信⽤誓約、サービス標準などに関する研修を定期的に実施し、誠実
なサービス提供に関する要件を明確にしている。また、サービス品質の誓約や価格の誠実さに関する誓約を策
定し、購⼊時の領収書または証明書類を提⽰すれば 7⽇以内に理由を問わず返品を受け付けることを公約
し、消費者の正当な権益を保障している。ホテル内に監督・苦情受付電話番号を掲⽰し、消費者の監督を積
極的に受け⼊れるとともに、信⽤誓約の履⾏状況を従業員の業績評価と連動させ、「誰もが誠実を重んじ、あ
らゆる事柄において誠実を守る」という企業⾵⼟を形成した。その結果、「⽂明誠実モデルレストラン」「11 年連
続広東省契約遵守・信⽤重視企業」などの栄誉称号を相次いで獲得し、企業の誠実な経営の模範となって
いる。③ 

2. 効率的で利便性の⾼い消費紛争迅速処理メカニズムの構築 

消費紛争迅速処理メカニズムは、権利保護における追跡の困難さを解消し、市場の⽭盾を和らげることがで
き、ネット誠実性理論が⽂化観光分野で具現化された重要な表れである。デジタル⽂化観光消費の特徴に基
づき、迅速な対応、便利で効率的、かつ多元的な連携が可能な処理メカニズムを構築し 

処理メカニズムを構築し、プロセスを簡素化し、コストを削減し、効率を向上させ、消費者の権益を保障する。 

(1) 消費トラブルへの迅速対応メカニズムの構築 

迅速対応メカニズム構築の核⼼は、デジタル技術を活⽤して苦情処理プロセスを最適化し、オンラインでの受付
とオフラインでの対応により、処理期間を短縮することにある。浙江省桐廬県は、全国に先駆けてオフラインの紛
争をオンラインで「ワンクリック和解」するモデルを創出し、デジタル⽂化観光消費における権利保護の課題を解
決するための、他地域でも応⽤・普及可能な解決策を提供した。このモデルは、決済データを連携させることで、
消費者と事業者の間の直接的な情報伝達チャネルを確⽴している。消費者が⽂化・観光消費の過程で紛争
が⽣じた場合、関連する決済明細を開き、「この注⽂について質問がある」をクリックするだけで、「消費紛争ワン
クリック和解」の⼊⼝にアクセスできる。システムが⾃動的に注⽂⽇時、消費⾦額、事業者情報などの主要な内

 
① 重慶市⽂化観光発展委員会. 信⽤主導の⾰新、サービスの全⾯的な質向上――沙坪坝区における「誠実な沙磁観光」構築のパイロット

事業が段階的な成果を上げる[EB/OL]. 2025 年 11 ⽉ 3 ⽇[2026 年 3 ⽉ 14
⽇].http://whlyw.cq.gov.cn/zwxx_221/bmdt/qxfc/202511/t20251103_15134646.html. 

② 周⻑強. 信⽤システム構築を牽引役として「誠実な瓊海」という都市のブランドを輝かせる[J]. 中国信⽤, 2026 年(第 3号):33⾴. 
③ 広東省⽂化観光庁. 2025 年⽂化・観光市場における信⽤活⽤イノベーション事例リストの公表に関する公告[EB/OL]. 2025 年 12 ⽉
22 ⽇[2026 年 3 ⽉ 14 ⽇]. 
https://whly.gd.gov.cn/open_newggl/content/post_4832694.html?spm=5176.28103460.0.0.184175517ZAMbs. 
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容をインポートするため、消費者は⼿動で⼊⼒する必要がなく、返⾦や返品などの具体的な要求を選択し、関
連証拠をアップロードするだけで、事業者との「対⾯」形式のオンライン協議が可能となり、権利保護の⼿続きを
⼤幅に簡素化し、コストを削減している。① 

(2) 消費トラブルに対する先⾏賠償メカニズムの確⽴・整備 

先⾏賠償メカニズムは、権利保護における「⽴証の難しさ、賠償の遅延」という問題を解決できる。デジタルプラ
ットフォームを基盤として体系を構築し、賠償の範囲、標準、プロセスを明確化することで、迅速な賠償とタイムリ
ーな損失抑制を実現する必要がある。海南省は制度の⾰新を強化し、デジタル技術を活⽤して「海南安⼼旅
⾏」プラットフォームを構築した。「賠償原則、受付プロセス、処理期限の統⼀」を特徴とする先⾏賠償メカニズム
を確⽴し、全省の⽂化観光事業者の信⽤保証⾦を統合して資⾦プールを形成した。適⽤シーン、標準、プロ
セスを明確化し、3分での受付、30分での対応、48時間での処理完了を実現し、観光客の満⾜度と信頼
度を⾼め、「プラットフォームによる保証、先⾏賠償、事後求償」という閉ループを形成した。② 

(3) 協調的ガバナンスメカニズムの整備に向けた道筋 

デジタル⽂化観光ネットワークの信⽤構築は、単⼀主体の責任ではない。虚偽広告の頻発や権利保護・追跡
の困難さといった顕著な問題に対し、ネット情報コンテンツガバナンスを参考に、「政府－プラットフォーム－社会」
による多元的共治のエコシステムを構築する必要がある。③ 各主体の連携を強化し、ガバナンス モデルを「事後
的な懲戒」から「全過程にわたるガバナンス」へと転換させる。重慶市渝中区が「信⽤＋商業圏」という新たな取
り組みを導⼊し、商業・⽂化観光の質の⾼い発展を促進していることは、⼀定の模範的意義を持つ。④ 

監督当局は主導的役割を強化し、情報共有および法執⾏協⼒の仕組みを整備すべきである。デジタル⽂化
観光分野における虚偽広告、違法な勧誘、消費者詐欺、強制消費などの現象に対し、監督当局は合同法
執⾏の取り組みを強化する。⽂化観光部は 2025 年 12⽉に『観光苦情処理弁法』（⽂化観光部令第 14
号）を審議・可決し、2026 年 3⽉ 15⽇に施⾏した。これにより、法に基づき効率的に観光苦情を処理する
ための規定が設けられた。デジタル⽂化観光における問題に対応するため、管轄制度を整備し、従来の地域管
轄やレベル管轄に加え、指定管轄を新たに設けた。重慶市沙坪坝区は、区発展改⾰委員会が主導し、区ビッ
グデータ局、区⽂化観光委員会、区商務委員会、区市場監督管理局および各鎮・街道が共同で参加する
⽂化観光信⽤建設連絡会議制度を確⽴・整備した。テーマ別会議の開催を通じて、前払い⾦信⽤監督プラ
ットフォームの構築などの業務を調整・推進している。磁器⼝古鎮や歌楽⼭⾰命記念地などの重点⽂化観光
エリアにおいて、10 回の特別整備活動を実施し、210 の事業者を検査した。虚偽広告や違法料⾦徴収など

 
① 中国市場監督管理報. 桐廬が「ワンクリック和解」メカニズムを試験導⼊、デジタル技術で観光消費の質的向上を図る[EB/OL]. 2025 年

9 ⽉ 24 ⽇[2026 年 3 ⽉ 14 ⽇]. http://www.cmrnn.com.cn/content/2025-09/24/content_278180.html. 
② 海南省⼈⺠政府. 「海南安⼼旅⾏」春節期間もサービス拡充・休まず営業[EB/OL]. 2026 年 2 ⽉ 15 ⽇[2026 年 3 ⽉ 15 ⽇]. 

https://www.hainan.gov.cn/hainan/5309/202602/73e41249909d41a1a51fe9cdc4837987.shtml?spm=5176.28
10346.0.0.184175517ZAMbs. 

③ 王⽵、鄭興華. インターネット情報コンテンツの信⽤協同ガバナンスの道筋について[J]. ⼭東社会科学, 2025 年(第 10号). 
④ 重慶市渝中区発展改⾰委員会. 重慶渝中区︓⾏政の誠実性構築を深化させ、「信⽤＋商業圏」で商貿・⽂化観光の⾼品質な発展を
促進する[J]. 中国信⽤, 2026 年(第 3号):37⾴. 
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の違反⾏為 12 件を摘発し、観光関連苦情件数を前年⽐ 25％減に導いた︔同時に、「24 時間観光苦情
ホットライン＋先⾏賠償」の迅速処理メカニズムを確⽴し、累計 800件余りの苦情を処理した。処理完了率は
100％に達し、観光客の満⾜度は 92％となり、「監督管理に実効性があり、権利保護に保障がある」という良
好な局⾯を形成した。① 観光苦情の受理・調査の際、苦情受付部⾨は各案件ごとに信⽤記録を作成し、信
⽤監督管理および信⽤市場のためのデータ資料を蓄積することができる。 

オンライン⽂化観光プラットフォームは、主体としての責任を確実に履⾏し、内部管理体制を整備し、プラットフォ
ームの運営⾏為を規範化すべきである。北京インターネット裁判所は、関連する事件の審理経験を踏まえ、プラ
ットフォームに対し、⾃社運営事業と⾮⾃社運営事業を明確に区別し、⽬⽴つ⽅法で表⽰するよう勧告してい
る。これにより、消費者が事業運営者の主体を正確に判断できない事態を回避し、情報の⾮対称性を軽減す
る。事業者の情報確認・登録義務を厳格に履⾏し、出店事業者の資格を厳格に審査するとともに、事業者の
違法・違反⾏為に対しては、商品の掲載停⽌、トラフィック制限、提携終了などの有効な措置を速やかに講じ、
虚偽広告などの信⽤失墜⾏為を根源から抑制すべきである︔定型契約における返⾦やアフターサービスなど紛
争を招きやすい条項について、複数の解釈が存在する場合は、『中華⼈⺠共和国⺠法典』の規定を厳格に遵
守し、定型条項を提供する側に不利な解釈を⾏うことで、消費者の合法的権益を保障すべきである。 

社会による監督は補完的な役割を果たし、多元的な共治の枠組みを構築し、「誰もが誠実さを重んじ、誰もが
誠実さを守る」という業界の雰囲気を醸成すべきだ。重慶市沙坪坝区は監督モデルを⾰新し、30名の「誠実
な⽂化観光体験官」を募集した。彼らを観光地、ホテル、旅⾏会社などの営業拠点に派遣し、企業の信⽤監
督に参加させ、不誠実な⾏為を速やかに発⾒・報告させる。また、A級観光地に信⽤照会端末を設置し、事
業者の信⽤等級を掲⽰・公表することで、信⽤情報の透明性を⾼め、消費者が参考にしやすくするとともに、事
業者の誠実な経営と観光客の誠実な消費を誘導する計画だ。 

五、ネット公益︓公益・慈善活動のネット上の誠実さの防衛線を強固にする 

ネット公益とは、インターネットを媒体として展開される公益活動であり、ネットワーク技術を活⽤して時空の制約
を打破し、オンラインとオフラインのリソースを統合し、⼀般市⺠の参加のハードルを下げるものである。物質的⽀
援、ボランティア活動、⽂化継承など多岐にわたる分野を広くカバーし、開放的で共有型の社会的な公益エコシ
ステムの構築を⽬指している。② 2020 年に公布された『法治社会建設実施要綱（2020̶2025 年）』で
は、「中国良きネットユーザープロジェクト」および「ネット公益プロジェクト」の徹底的な実施が提唱されており、こ
れはネット公益慈善活動が正式に国家政策の枠組みに組み込まれたことを意味する。③ その後、「インターネッ

 
① 重慶市⽂化観光発展委員会. 信⽤主導の⾰新、サービスの全⾯的な質向上――沙坪坝区「誠信遊沙磁」建設パイロット事業が段階的

な成果を上げる[EB/OL]. 2025 年 11 ⽉ 3 ⽇[2026 年 3 ⽉ 14 ⽇]. http://whlyw.cq.gov.cn/zwxx_221/bmdt/qx 
fc/202511/t20251103_15134646.html. 

② 百度百科. インターネット公益[EB/OL]. 2022 年 3 ⽉ 20 ⽇[2026 年 3 ⽉ 19
⽇].https://baike.baidu.com/item/%E7%BD%91%E7%BB%9C%E5%85%AC%E7%9B%8A/9231900. 

③ 同上 
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ト＋」と公益慈善の深い融合に伴い、ネット公益の形態や場⾯はますます多様化し、「オンラインでの情報発信
＋オフラインでの実⾏」という協調的な運営体制が徐々に形成されてきた。① 

「第 14次五カ年計画」期間中、中国のインターネット公益活動は新たな発展と⾶躍を遂げた。その主な特徴
は、法的保障の継続的な強化、とりわけ「慈善法」の改正と施⾏にある。同法は 2023 年 12⽉ 29⽇、第
14 期全国⼈⺠代表⼤会常務委員会第 7回会議で可決され、2024 年 9 ⽉ 5⽇――中国で 9 回⽬とな
る「中華慈善の⽇」に正式に施⾏された。今回の法改正は単なる⼩⼿先の修正にとどまらず、慈善活動の機能
的定位と監督管理メカニズムを整備し、慈善信託という新制度を充実させ、近年の慈善実践における課題に
対して体系的な対応を⾏った。新たに「緊急慈善」の章を設けただけでなく、インターネットを通じた個⼈の⽀援
要請に関する法的な空⽩を埋め、重⼤な突発事案において慈善の⼒がどのように秩序⽴てて関与すべきかとい
う課題を解消した。さらに、公開募⾦のルールと境界を明確化し、インターネット公開募⾦サービスプラットフォー
ムの法的責任を初めて明⽂化した。関連する政策体系も同時に整備され、『慈善組織認定弁法』（⺠政部
令第 73号）、『慈善組織公開募⾦管理弁法』（⺠政部令第 74号）など⼀連の規則の制定・改正によ
り、新法の原則的な規定が実務執⾏の過程で着実に貫徹されることとなった。② 

これを踏まえ、「第 14次五カ年計画」期間中、わが国の慈善事業は秩序ある成⻑を遂げ、慈善の⼒は国家
の全体的な情勢に深く溶け込んだ。慈善団体の数は 9400団体から 1万 6000団体以上に増加し、慈善
信託は 4倍近く増加した。年間の寄付総額は初めて 2000億元を突破し、全国の慈善団体の年間平均⽀
出は約 1500億元に達し、⺠⽣に関わる分野に的確に投じられた。③ インターネット慈善も同様に⽬覚ましい
成果を上げた。⺠政部が指定した の 29 のインターネット公開募⾦サービスプラットフォームと 3 つの個⼈⽀援ネ
ットサービスプラットフォームは規範的に運営され、累計 600億⼈以上がこれらのプラットフォームを通じて愛の⼼
を捧げ、寄付総額は 1600億元を超えた。④ 

同時に、テーマ別広報活動の波及⼒も拡⼤し続けている。2025 年の第9回「中華慈善⽇」の活動期間中、
全国で延べ 1800万⼈が参加し、654 のメディアが 5800件以上の報道を⾏い、インターネット上の関連情
報は 15万 8000件に達し、延べ 2億 4000万⼈にリーチした。これは、史上最も多くの部⾨が参加し、最も
⾼い広報効果を上げたテーマ別広報活動となった。⑤ 

地⽅での実践においても、全国、さらには国際的な影響⼒を持つ確かな成果が次々と⽣まれている。2018 年
以降、河南省慈善連合総会はデジタル慈善を重要な戦略として強⼒に推進し、「五つの慈善」という活動枠

 
① 中国政府網. 中共中央が『法治社会建設実施要綱（2020-2025 年）』を発⾏[EB/OL]. 2020 年 12 ⽉ 7 ⽇ [2026 年 3 ⽉ 18

⽇]. https://www.gov.cn/zhengce/2020-12/07/content_5567791.htm. 
② ⺠政部.改正慈善法を深く学び、熟考し、着実に実⾏する[EB/OL]. 2024 年 5 ⽉ 7 ⽇ [2026 年 3 ⽉ 18 ⽇]. 

https://www.mca.gov.cn/n152/n166/c1662004999979999335/content.html. 
③ 中国新聞網. 慈善活動の「成績表」が好調 第 12 回中国慈善年次総会で「第 14次五カ年計画」の成果と「第 15次五カ年計画」の新
たな傾向を発表[EB/OL]. 2026 年 1 ⽉ 18 ⽇[2026 年 3 ⽉ 18
⽇].https://baijiahao.baidu.com/s?id=1854657338388118477&wfr=spider&for=pc 

④ ⺠政部. 規範的な発展の中で温かく確かな⼒を継続的に発揮する――2025 年慈善事業発展総括[EB/OL]. 2025 年 12 ⽉ 29 ⽇ 
[2026 年 3 ⽉ 18 ⽇]. https://www.mca.gov.cn/n152/n166/c1662004999980008629/content.html. 

⑤ 同上 
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組みを構築した。また、「会⻑による地域別指導＋チーム全員による募⾦活動」という新たな⼿法を考案し、
省、市、県、郷、村を網羅する「五段階連携」メカニズムを確⽴した。2025 年 11⽉末時点で、このプロジェク
トは全省の各級慈善組織と連携し、累計 42億余元の寄付⾦を集め、延べ 6172.8万⼈の参加を促し、
4000件以上のプロジェクトを実施し、330万⼈余りの⼈々に恩恵をもたらした。また、テンセント公益プラットフ
ォームにおける全国的なオンライン募⾦活動において、数年にわたり募⾦額第 1 位を維持している。河南省の
公益実践は、⾏政と社会団体の連携、資源の統合、規範的な発展というデジタル慈善の新たな道を真に切り
拓いた。「『第 14次五カ年計画』期間におけるわが国の慈善事業の発展成果と『第 15次五カ年計画』期間
の発展動向」報告書は、「第 15次五カ年計画」期間において、デジタル・インテリジェント技術が慈善活動の各
段階に全⾯的に浸透していることをさらに明らかにしている。① 

（⼀）オンライン公益の発展成果 

1. 技術による社会貢献︓AI が公益・慈善の⾰新的な発展を後押しする 

公益・慈善の分野において、⼈⼯知能は単なる補助ツールから、社会問題を解決する重要な⼒へと変貌しつつ
ある。2025 年 8⽉ 21⽇、国務院は『「AI+」⾏動の徹底的な実施に関する意⾒』（国発〔2025〕11
号）を公布し、「『AI+』⺠⽣福祉」をトップレベル設計に組み込み、AI を活⽤して⾼齢者介護、保育、障害
者⽀援などの社会サービス分野を強化することを明確に奨励し、公益・慈善活動のスマート化への進化を推進
した。② 

2025 年 12⽉ 12⽇、バイトダンス公益が主催し、テンセント公益、アリババ公益などが共同で⽀援する、技
術と慈善の深い融合に焦点を当てた「デジタル慈善と AI 活⽤交流会」において、「AI 慈善ツールキット」が発
表された。このツールキットは、7 つの業務シーンを網羅する 29 のスマートツールを統合しており、公益慈善団体
の⽇常業務に技術的な⽀援を提供するものである。③ 

業務効率の向上に加え、AI 技術は特に社会的弱者への⽀援において、その代替不可能性を徐々に⽰し始め
ている。⼝唇⼝蓋裂（ウサギ⼝）は、中国において⼝腔顎顔⾯領域で最も⼀般的な先天性奇形であり、中
国本⼟では毎年 2 万 5 千⼈の新⽣児が⼝唇⼝蓋裂と診断されており、控えめに⾒積もっても全国の患者数
は約240万⼈と推定される。⼝唇⼝蓋裂の治療期間は⻑く、医療費も⾼額である上、⾔語療法⼠が⻑期的
に不⾜しているため、多くの僻地の家庭では術後のリハビリテーションを⼗分に受けさせることが難しい。④ バイトダ
ンスと四川⼤学華⻄⼝腔医院は共同で、「光合愈⾔」という⾔語リハビリ⽤ミニプログラムを開発した。これは、

 
① 中国新聞網。慈善活動の「成績表」が好調 第 12 回中国慈善年次総会で「第 14次五カ年計画」の成果と「第 15次五カ年計画」の新
たな動向を発表[EB/OL]。 2026 年 1 ⽉ 18 ⽇[2026 年 3 ⽉ 18 ⽇]。
https://baijiahao.baidu.com/s?id=1854657338388118477&wfr=spider&for=pc 

② 中国政府網.国務院による「⼈⼯知能＋」⾏動の徹底実施に関する意⾒[EB/OL]. 2025 年 8 ⽉ 26 ⽇ [2026 年 3 ⽉ 18 ⽇]. 
https://www.gov.cn/gongbao/2025/issue_12266/202509/content_7039598.html. 

③ 2025 年中国公益慈善プロジェクト交流展⽰会。央広網︓2025 年中国公益慈善プロジェクト交流展⽰会が広州で開催[EB/OL]。
2025 年 12 ⽉ 16 ⽇ [2026 年 3 ⽉ 18 ⽇]。https://www.charityalliance.org.cn/ds/2512dc1b1e.html。 

④ ⽂匯網. 中国の⼝唇裂患児は約 240 万⼈、治療期間は 10 年以上にも及ぶ[EB/OL]. 2026 年 1 ⽉ 21 ⽇ [2026 年 3 ⽉ 18 ⽇] 
https://www.wenweipo.com/a/202601/21/AP696fe581e4b04d7d56cf7767.html. 
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発⾳の問題をスマートに評価し、発⾳矯正コンテンツを的確に配信することで、患児が保護者の付き添いのもと、
⾃宅で無料のトレーニングを完了できるようにするものだ。① 2025 年 12⽉時点で、このアプリは複数の⼝唇⼝
蓋裂治療機関に導⼊され、すでに 2596 ⼈のユーザーにサービスを提供しており、リハビリ資源の不⾜を確実に
補っている。② 

2016 年以降、テンセントなどの企業は、インターネットや AI といった技術を公益分野に応⽤することを積極的
に推進してきた。③ ⼀⽅で、インターネット企業は「AI＋公益」の分野に開発者を呼び込むため、テンセントの
「Light・創造営」や、アリババがモダコミュニティと共同で開催した「⼩有可為」AI オープンソース公益チャレンジな
ど、様々なイベントを積極的に開催している。他⽅、企業は社内従業員に対し、専⾨能⼒を活かして公益プロ
ジェクトの設計者や共創者となるよう奨励している。例えば、アリババの「⼈⼈三⼩时」プラットフォームやバイトダ
ンスの「跳跳糖公益」などがある。前者は 10 年間で累計 500万時間を超えるボランティア時間を記録し、アン
トフォレスト、「団円」システム、⾞椅⼦ナビゲーション、医療 AI によるがん早期検診など、事業に深く融合した⼀
連の公益プロジェクトを⽣み出した。④ 後者はパートナープログラムを通じて、従業員が AI感情認識ミニゲーム
や視覚障害者向けメイク⽀援アプリ「妆境」などの製品を開発することを⽀援している。⑤ 。 

2. 壁を打ち破る︓プラットフォーム横断的な連携が質の⾼い公益コンテンツを⽣み出す 

2025 年、中国のインターネット公益活動は、より根本的な転換期を迎えた。主要プラットフォームは⼀⻫に寄
付⾦額の追求を後退させ、代わりに技術ツールの開発やリソースの連携に重点を移し、プラットフォームの公益に
対するサービスとしての本質に⽴ち返ろうとした。まさにこの過程において、インターネット公益プラットフォーム間の
壁が実質的に打ち破られ始めたのである。 

第9回「中華慈善⽇」の期間中、バイトダンス公益はテンセント公益、ウェイボー公益と共同で「慈善⽂化普及
優良コンテンツ⽀援計画」を⽴ち上げた。これは、抖⾳（Douyin）、動画号（Video Account）、ウェイボ
ーの 3 プラットフォームにおける質の⾼い公益コンテンツに焦点を当て、トラフィック⽀援と多層的なインセンティブ
制度を実施し、優れたコンテンツをより多くの⼈々に届けることを⽬的としている。データによると、2025 年 8⽉
末時点で、バイトダンスのプラットフォームには 3907件の公益プロジェクトが掲載され、累計 20億元の寄付⾦
を集め、寄付参加者は延べ 17.3億⼈を超え、公益活動に参加したクリエイターは 8.2万⼈に達した。関連す

 
① 華⻄⼝腔医院.当院の⼝唇⼝蓋裂外科とバイトダンス公益が共同で AI⾔語診療システムをリリース[EB/OL]. 2026 年 1 ⽉ 8 ⽇ [2026

年 3 ⽉ 18 ⽇]. https://www.hxkq.org/Html/News/Articles/17562.html. 
② 北⻘網. AI が⼝唇⼝蓋裂の⼦供たちの発⾳矯正を⽀援[EB/OL]. 2025 年 12 ⽉ 29 ⽇ [2026 年 3 ⽉ 18 ⽇]. 

https://baijiahao.baidu.com/s?id=1852803106300524098&wfr=spider&for=pc. 
③ 百度百科. 技術公益[EB/OL]. [2026 年 3 ⽉ 18 ⽇].https:// 

baike.baidu.com/item/%E6%8A%80%E6%9C%AF%E5%85%AC%E7%9B%8A/62825967 
④ 杭州網. 杭州から始まった公益リレー︕10 年間のボランティア活動累計時間が 500 万時間を突破[EB/OL].2026 年 3 ⽉ 17 ⽇ 

[2026 年 3 ⽉ 18 ⽇].https://baijiahao.baidu.com/s?id=1859891751667288621&wfr=spider&for=pc. 
⑤ 『中国慈善家』。AI の善⽤が徐々にコンセンサスとなり、新たな物語は始まったばかりだ[EB/OL]。2026 年 1 ⽉ 5 ⽇ [2026 年 3 ⽉ 18

⽇]。https://baijiahao.baidu.com/s?id=1853437421809341739&wfr=spider&for=pc。 
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る公益コンテンツの累計再⽣回数は 850億回を超え、質の⾼い公益コンテンツの広範な普及を真に実現し、
より多くの⼈々が公益事業に参加するきっかけとなっている。① 

「慈善⽂化普及・良質なコンテンツ⽀援計画」の⼀環として、バイトダンス公益は双⽅向の選定・マッチングを⾏
う応募プラットフォームを構築し、優れたプロジェクトと質の⾼いクリエイターが互いに選択し合えるようにすること
で、公益コンテンツの制作と実現をさらに推進した。2025 年の「DOU愛公益⽇」期間中、プラットフォームは約
100⼈のクリエイターと公益プロジェクトを結びつけ、これによって「プラットフォームが公益を後押しし、公益がクリ
エイターに還元する」という模範的な事例が⽣まれ、クリエイターが物質的なインセンティブを得るだけでなく、より
多くの社会的価値を発揮できるよう⽀援した。② 

3. モデルの⾰新︓取引を通じた寄付とシーン型公益活動の拡⼤・⾼度化 

公益と商業シーンの深い融合により、⼈々は⽇常の消費の中で「無意識のうちに」善⾏を実践できるようになっ
た。19年前、タオバオで最初の「公益宝物」による「取引寄付」が開始されて以来、これまでに累計数⼗億元
の寄付が達成され、寄付注⽂数は 600億件を超えている。2025 年、「取引寄付」の規模と形態は拡⼤を続
けている。規模の⾯では、今年、アリババグループの「閑⿂（Xianyu）」、「閃購（Shangou）」、「1688」な
どの EC プラットフォームも相次いで「公益宝」に参加した。バイトダンスの「愛⼼好物」にはすでに 10.5万社の
加盟店が参加しており、150 以上の公益プロジェクトのために 1億元の資⾦を調達した（2025 年 10⽉時
点）。美団は 178.6万社の公益参加店舗を取引寄付に巻き込み、累計で農村の⼦供向け遊具広場を
4386 カ所建設し、59.4万⼈の農村の⼦供たちに恩恵をもたらした。形式⾯では、ライブコマースやインスタント
リテールなどの新業態の台頭に伴い、取引寄付も新たな特徴を⾒せている。主に⼆つの側⾯に表れている。⼀
つはライブ配信との融合であり、もう⼀つは店舗と公益とのより深いレベルのつながりの構築である。膨⼤な数の
中⼩事業者がプラットフォームを通じて公益への意識を⾼め、公益プロジェクトとの深い連携の過程で、ミクロレベ
ルの実践経験を継続的に提供し、公益業界に豊かで多様な付加価値をもたらしている。③ 決済プロセスの⾰
新も新たな活⼒をもたらした。アリペイは「タップして寄付オープン計画」という決済機能を導⼊した。ユーザーは実
店舗のコンビニやエレベーター広告などの場⾯で「タップする」だけで寄付を完了でき、オフラインでの寄付プロセス
を簡素化すると同時に、「無意識」の消費を「意識的な」公益活動への参加へと転換させ、公益活動をより便
利で、よりパーソナライズされた、⼿の届くものにした。④ 

シーン型公益活動の活動範囲も、地域コミュニティへと広がっている。延辺州が推進する「幸福家園」村・コミュニ
ティ相互扶助プロジェクトは、「公益宝」プラットフォームを活⽤し、8 つの県（市）、1147 の村（コミュニティ）
を網羅し、242件の的確な⽀援プロジェクトを公開し、210万 3100 元の寄付⾦を集めた。この「顔⾒知り社

 
① ⺠政部. バイトダンス公益が各⽅⾯と共同で新メディア慈善⽂化伝播交流会を開催[EB/OL]. 2025 年 9 ⽉ 9 ⽇ [2026 年 3 ⽉ 18

⽇]. https://www.mca.gov.cn/n152/n166/c1662004999980006688/content.html. 
② 中国慈善家。中華慈善⽇が 10周年を迎え、インターネットプラットフォーム間の公益協⼒が新たな常態となった[EB/OL]。2025 年 9 ⽉

29 ⽇ [2026 年 3 ⽉ 18 ⽇]。https://www.zgcsj.com/gd/2025-09-29/1946.shtml。 
③ 中国慈善家. AI の善⽤が徐々にコンセンサスとなり、新たな物語は始まったばかりだ[EB/OL]. 2026 年 1 ⽉ 5 ⽇ [2026 年 3 ⽉ 18

⽇]. https://baijiahao.baidu.com/s?id=1853437421809341739&wfr=spider&for=pc. 
④ ⺠政部. アリペイ公益プラットフォームが「タッチ・チャリティ・オープン・プラン」を開始[EB/OL]. 2025 年 9 ⽉ 11 ⽇ [2026 年 3 ⽉ 18 ⽇]. 

https://www.mca.gov.cn/n152/n166/c1662004999980006738/content.html. 
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会＋デジタル公益」というモデルは、慈善活動を真に草の根レベルに根付かせ、コミュニティという現場における公
益活動の新たな道を切り拓いた。① 4.透明性の向上︓ブロックチェーンとフィードバックメカニズムが公衆の信頼と
熱意を⾼める 公益活動のプロセスを透明かつ信頼できるものにするため、⺠政部は全国慈善情報公開プラット
フォームとブロックチェーン技術の有機的な連携を積極的に推進している。改ざん不可能で全過程を追跡可能
な特性を活かし、寄付⾦の⾏⽅が不明になるといった難題を解決している。ブロックチェーン技術の活⽤により、
寄付者は寄付⾦の流れをリアルタイムで追跡し、その使途を把握できるようになり、公益団体への信頼がさらに
強固なものとなっている。② 

技術⾯での透明性が公益活動の標準となりつつある中、業界全体はより深いつながりを模索し始めている――
善意を可視化し、さらに実感できるものにするためだ。バイトダンス公益が⽴ち上げた「善⾏が現実になる」キャン
ペーンは、まさに「数字の可視化」から「感情の触知」へと⾄るフィードバックメカニズムの模索である。同キャンペー
ンで公開された「年間善⾏レポート」には、8200⼈を超えるクリエイターが投稿し、60万⼈のユーザーがレポー
トを通じて⽀援を受けた⼈々からのフィードバックを受け取り、⾃分たちの善意が⼀体どこへ届いたのかをたどっ
た。③ この活動を通じて、抽象的な数字は⼀つひとつ具体的で⽣き⽣きとした⼈間ドラマへと還元され、温もりを
帯びた。ブロックチェーン技術が信頼の⾻格を築き、フィードバックメカニズムが公益活動に感情という⾎⾁を吹き
込み、その両者が相まって、公益の価値を可視化・体感可能・信頼できるものにしたと⾔える。 

（⼆）ネット公益の顕在化した問題 

技術は諸刃の剣であり、ネット公益に利便性をもたらす⼀⽅で、社会ガバナンスにも⼀連の新たな課題をもたら
している。例えば、虚偽の募⾦が後を絶たないこと、偽の公益マーケティングの⼿⼝が次々と現れること、デジタル
デバイドの問題が顕在化していること、プラットフォームの責任の境界が曖昧であることなどである。以下では、現
段階におけるデジタル公益の発展に存在する顕著な問題を体系的に整理し、より透明で、効率的かつ包摂的
なデジタル公益エコシステムの構築に向けた、的を絞ったガバナンスの提⾔を⾏う。 

1. 虚偽の募⾦、寄付⾦の横領、規定違反の寄付⾦拠出など、詐欺⾏為が後を絶たない 

(1) 虚偽の募⾦ 

2025 年 12⽉、陝⻄省⻄安市の公安機関は、ネット有名⼈が事実を捏造して寄付を騙し取った事件を摘
発した。フォロワー10万⼈を擁するネット有名⼈の王某莎は、複数のインターネットプラットフォーム上で、⼦供が
トイレ⽤洗剤を誤飲して命の危険にさらされていると偽り、20万元の医療費が緊急に必要だとして、募⾦プラッ
トフォームで募⾦活動を開始した。調査の結果、王某莎には事実を捏造し、病状を誇張する⾏為があり、149

 
① 吉林省慈善総会.延辺州が「幸福家園」村・コミュニティ相互扶助プロジェクトを全⼒で推進[EB/OL]. 2026 年 1 ⽉ 27 ⽇ [2026 年 3

⽉ 18 ⽇]. https://www.jlcs.org.cn/nv.html?nid=1b848643-688b-4008-9193-72f93a60b786. 
② 銭暁⽥、沙勇。「善治」によりデジタル公益活動を着実に推進する[EB/OL]。2026 年 1 ⽉ 28 ⽇ [2026 年 3 ⽉ 18 ⽇]。

https://sps.njupt.edu.cn/2026/0130/c10220a296942/page.htm。 
③ 北⻘網.バイトダンスの社会貢献プロジェクト「好事報告」が公開︓60 万⼈のユーザーから成果に関するフィードバックが寄せられる[EB/OL]。 

2026 年 1 ⽉ 9 ⽇ [2026 年 3 ⽉ 18 ⽇]. 
https://baijiahao.baidu.com/s?id=1853821566438406738&wfr=spider&for=pc. 
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⼈の善意ある⼈々から寄付を集めていたことが判明した。事件発⽣後、募⾦プラットフォームは直ちに彼⼥の募
⾦活動を⼀時停⽌し、寄付⾦を元の⼝座へ返⾦した。公安機関は法に基づき、王某莎に対して⾏政処分を
下した。① 緊急事態をでっち上げて寄付を騙し取るケースに加え、⻑期にわたり築き上げた慈善活動家というイ
メージを利⽤して⾏われる寄付詐欺もあり、その隠蔽性、欺瞞性、危害性はさらに甚だしい。2025 年 6⽉、
浙江省紹興市の公安機関は、これまでに数百⼈の妊婦や捨て⼦を救済したことから「お坊さんパパ」と呼ばれて
いた道禄（本名︓呉某）が、詐欺の疑いで法に基づき刑事強制措置を受けたと発表した。警察の捜査による
と、2018 年以降、道禄は共犯者と共に江蘇・浙江の各地で⻑期にわたり活動し、「妊婦への⽀援、児童の養
育」を名⽬に社会からの寄付⾦を詐取し、その⼤部分を個⼈の贅沢な⽣活費に充てていた。② 

組織レベルでの虚偽の募⾦活動は、正規の慈善団体の名義を不正に使⽤したり、組織名を模倣したり、公的
資格を偽造したりといった組織的な形態で実施されることが多く、その欺瞞性はより強く、影響範囲もより広範囲
に及ぶ。2024 年 10⽉、⼭東省東平県⺠政局は、違法組織「中国慈善連合会東平サービスステーション」
を法に基づき取り締まった。同組織は中国慈善連合会の名義を無断で盗⽤し、地⽅代表機関を装い、党や
政府の勲章および栄誉証書を偽造し、さらにアプリを通じて市⺠を誘導していわゆる寄付投資に参加させてお
り、社会への危害が極めて⼤きい。これと似た事例として、福建省漳州市の「⻑泰区慈善会」は、合法的な慈
善団体と極めて類似した名称を故意に使⽤し、「功徳箱」を設置して市⺠に寄付を誘導した。湖南省溆浦県
の「中華ボランティア協会溆浦サービスステーション」は、「農村振興・恵⺠学⽣募集」を⼝実に、架空の奨学プ
ロジェクトを設け、「5 年間（短期⼤学）、7 年間（⼤学）の学費は家庭負担 5000 元のみで、卒業後は
就職先が確保される」という宣伝⽂句で⼤衆を欺いた。③ 

(2) 寄付⾦の流⽤ 

特別対策と規制強化を背景に、寄付⾦の流⽤といった違反⾏為は著しく減少した。監査署の公表によると、福
建省晋江市慈善総会は 10億元の寄付⾦を地⽅の融資プラットフォームに「貸し付け」てから 5 年間も返済さ
れておらず、この事件が明るみに出ると世論は⼤きな騒ぎとなった。『中国慈善家』誌のさらなる詳細調査による
と、晋江市慈善総会は 2020 年以降、晋江都市建設投資開発グループに対し巨額の資⾦を提供し続けてお
り、当初の「貸付」から後の「委託」に⾄るまで、その⾦額は常に 10億元を超え、同総会の 2022 年までの総
募⾦額の 5分の 1 に相当する。④ この寄付⾦が慈善⼝座から地⽅の都市建設へと流れたことは、公益の初
⼼を資⾦調達の担保に貶めただけでなく、法の⽀配のレッドラインを直接突破し、社会の公共の利益を損なっ
た。 

 
① 公安部サイバーセキュリティ局。ネット有名⼈が病状をでっち上げて寄付を騙し取ったか︖陝⻄省⻄安のネット警察が、虚偽情報を捏造して寄
付⾦を騙し取った事件を法に基づき摘発[EB/OL]。2025 年 12 ⽉ 8 ⽇ [2026 年 3 ⽉ 18 ⽇]。 

② 央広網。「100 ⼈の捨て⼦を救助した道禄和尚が警察に連⾏された」とのネット上の噂について、紹興警察が通報[EB/OL]。 2025 年 6
⽉ 26 ⽇ [2026 年 3 ⽉ 18 ⽇]. https://baijiahao.baidu.com/s?id=1835968431184968488&wfr=spider&for=pc. 

③ ⺠政部. ⺠政部、公益慈善分野における違法社会組織の典型事例 8 件を公表[EB/OL]. 2025 年 5 ⽉ 27 ⽇ [2026 年 3 ⽉ 18
⽇]. https://www.mca.gov.cn/n152/n164/c1662004999980005308/content.html 

④ 『中国慈善家』誌. 直撃｜晋江市慈善総会、10億元の巨額寄付⾦を、いかにして地⽅融資プラットフォームに「貸し出した」のか︖
[EB/OL]. 2025 年 7 ⽉ 21 ⽇ [2026 年 3 ⽉ 18 ⽇]. 
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(3) 規定違反の寄付⾦配分 

プラットフォームの「マッチング寄付」制度が悪⽤され、患者を搾取する闇の産業チェーンが形成された。2026 年
2⽉、メディアは浙江省の「夢守護公益基⾦会」が「マッチング寄付」詐欺に関与した疑いがある事件を報じた。
重病の⼦供の家族である王琳（仮名）は、⼦供の医療費を調達するため、他⼈の紹介で同基⾦会のいわゆ
る「マッチング寄付」ルートに接触した。このルートでは、保護者がまず⾃ら 4万 4000 元を調達して仲介者に渡
し、その後、個⼈の⼝座に基⾦会から 4万 5000 元が振り込まれることで、1000 元の「マッチング寄付」を受
け取れると謳っていた。今回の「マッチング寄付」の過程で、王琳は確かに 4万 5000 元の寄付⾦を受け取った
ものの、直ちに 4万 4000 元を仲介⼈の龔某に振り込まなければならなかった。さらに、「マッチング寄付」の⼿
続きを完了させるために、薬品の領収書を購⼊するために 200 元余りを追加で⽀払う必要があり、最終的に
⼿元に残った寄付⾦は 800 元にも満たなかった。4万 5000 元の寄付⾦のうち、仲介⼈が 4万 4000 元を
搾取し、本来は困窮家庭を⽀援すべき「マッチング寄付」は、弱者に対する⼆次的な搾取と被害へと完全に変
質してしまった。① 

2. 偽の公益マーケティングが公共の利益を損なう 

公益に対する公衆の信頼を利⽤して商業マーケティングを⾏うことは、ライブコマース時代の典型的な悪弊となっ
ており、その中でも虚偽の農業⽀援や⾼齢者を騙すタイプの偽公益が、最も顕著な⼆つの形態である。 

2026 年 2⽉、成都市蒲江県市場監督管理局は、配信者林某による虚偽の農業⽀援事件を摘発し、『ラ
イブコマース監督管理弁法』施⾏後、四川省で初めてとなる関連罰⾦処分を下した。林某は配信の中で、「蒲
江県某村の農業⽀援推奨官」「林主任」という⾝分をでっち上げ、公印が押された職員証を偽造し、「果物が
売れ残って⽊の上で腐っている」「「地元村⺠の命を救う」といったセールストークをでっち上げ、ライブ配信が「営
利を⽬的としない」と意図的に強調していた。調査の結果、林某には定職がなく、その「主任」という⾝分や蒲江
県での駐在勤務経験はいずれも捏造であり、ライブ配信で販売したババカンも売れ残りの商品ではなかったこと
が判明した。② このような虚偽の農業⽀援の乱象は決して例外ではなく、四川省の⼤涼⼭地域では、禁⽌して
も⽌まらない闇の産業チェーンが形成されている。全国⼈⺠代表⼤会代表であり、四川省広元市蒼渓県⽩驛
鎮岫雲村党⽀部書記の李君は、2026 年の全国両会において、「偽の農業⽀援」ライブ配信は早急に是正
すべき業界の乱象となっていると指摘した。⼀部のネット有名⼈はネット上のサクラを利⽤して盛り上げ、貧困を
でっち上げたり悲劇的なストーリーを捏造したりしてアクセス数を稼ぎ、消費者を欺くだけでなく、良質な農産物の
ブランドイメージを著しく損なっている。③ 偽の農産物⽀援に加え、⾼齢者を標的とした詐欺的な偽の公益活動
も横⾏している。湖北省で摘発された⼀連の事件によると、⼀部の業者は公益活動という名⽬を装って詐欺を
⾏っていた。例えば、ある特産品店は無料の卵を餌に、「東林沅熊胆粉」が⼗数種類の病気を治療できると虚

 
① 紅網.仲介業者はなぜ寄付の「吸⾎⻤」と化したのか︖[EB/OL]. 2026 年 2 ⽉ 14 ⽇ [2026 年 3 ⽉ 18

⽇].https://baijiahao.baidu.com/s?id=1856185204769947589&wfr=spider&for=pc. 
② 国家市場監督管理総局. 四川省が『ライブコマース監督管理弁法』施⾏以来初の罰⾦処分を下す[EB/OL]. 2026 年 2 ⽉ 3 ⽇ [2026

年 3 ⽉ 18 ⽇] https://www.samr.gov.cn/xw/df/art/2026/art_1b3e8b89fea14feaa77e221982472de6.html. 
③ 中国⾷品安全報。全国⼈⺠代表⼤会代表、四川省広元市蒼渓県⽩驛鎮岫雲村党⽀部書記兼村委員会主任の李君︓偽の農業⽀援

を厳しく取り締まり、真の振興を守るため、インフルエンサーが農業を悪⽤する乱象の是正を提案[EB/OL]。2026 年 3 ⽉ 8 ⽇[2026 年
3 ⽉ 18 ⽇]。 https://www.cfsn.cn/news/detail/22/339197.html. 
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偽の宣伝を⾏っていた。調査の結果、当該製品には国家医薬品承認番号がなく、健康⾷品にも該当しないこ
とが判明し、最終的に 5万元の罰⾦が科された。また、ある健康保養館は、「智任堂亜⿇酸型⾷⽤植物油ゲ
ルキャンディ」が⾼脂⾎症、⾼⾎圧、糖尿病、⼼臓病、がんなど多くの重篤な疾患を治療できると宣伝したが、そ
れを裏付ける検査報告書を⼀切提⽰できず、3万元の罰⾦を科された。① 上記の⾏為はいずれも、健康への
配慮を掲げつつ、実際には虚偽の宣伝を⾏い、利益を得るための詐欺⾏為に他ならない。 

3. デジタルデバイドの問題は依然として存在する 

デジタルツールは公益活動の運営効率を⼤幅に向上させたが、技術の恩恵は全市⺠に均等に及んでおらず、
公益分野におけるデジタルデバイドの問題は依然として深刻だ。具体的には以下の 5 つの核⼼的な断層として
現れている︓ 

第⼀に、技術へのアクセス格差だ。2025 年の夏、貴州省榕江県は「30 年に⼀度」と⾔われる特⼤の洪⽔に
⾒舞われた。テンセント財団は中国⾚⼗字財団と共同で救援物資配布プロジェクトを⽴ち上げ、被災地に「デ
ジタルケアカード」を配布した。村⺠はこのカードを持って WeChat ミニプログラムで「顔認証」を⾏い、⾝分を確
認した上で、⾃ら物資を選択できるようになっていた。しかし、このデジタルイノベーションは実施段階で困難に直
⾯した。ボランティアたちはスマートフォンを⼿に、⾼床式の家々の間を駆け回り、デジタル技術に初めて触れる⾼
齢者にミニアプリの操作を何度も繰り返し教えた。② この事例は、現在もなお相当数の社会的弱者がデジタル
世界の恩恵を受けられていないことを⽰している。 

第⼆に、アクセシビリティ設計の⽋如だ。⾼齢者層は概して「使うのが怖い、使い⽅が分からない」という苦境に
直⾯しており、障がい者層は技術の精緻さが不⾜しているという問題に制約されている。その根本原因は、公益
関連の技術製品が、真にユーザーのニーズを核⼼として設計されていないことにある。 

第三に、資源配分におけるマタイ効果だ。⼤⼿公益プラットフォームや⼤規模機関は技術的優位性を背景にト
ラフィックの優位を占めている⼀⽅、地⽅の慈善団体や農村部の公益プロジェクトは技術的⽀援や運営能⼒が
不⾜しているため、同等の露出機会を得ることが困難である。そのため、デジタル技術はかえって公益資源の配
分における不平等を助⻑する可能性がある。 

第四に、⼈間的な温かみが失われるリスクがある。公益プロジェクトがアルゴリズムによるプッシュや効率重視に過
度に依存すると、「苦難の物語＋感情の煽動」という定型化されたパターンに陥りやすく、その結果、⽀援を受け
る⼈々の⼈格的尊厳や主体性が軽視されてしまう。 

 
① 光明網。「⾼齢者詐欺」の典型事例が公表︕卵の無料配布が常套⼿段に……[EB/OL]. 2026 年 1 ⽉ 26 ⽇ [2026 年 3 ⽉ 18

⽇]. https://baijiahao.baidu.com/s?id=1855357154797955123&wfr=spider&for=pc. 
② 央広網.「ラストワンマイル」を越える善意の変⾰[EB/OL]. 2025 年 12 ⽉ 11 ⽇ [2026 年 3 ⽉ 18

⽇].https://baijiahao.baidu.com/s?id=1851190515525766993&wfr=spider&for=pc. 



-74 - 

第五に、多元的なガバナンスの実践が不⼗分である。公益分野におけるデジタル格差を埋めるには、政府、企
業、社会組織、ボランティア、そして受益者グループが協働して参加するエコシステムを構築する必要があるが、
現在、各主体が連携する協働メカニズムは依然として不⼗分である。 

もちろん、社会各界による公益のデジタル格差を埋めるための努⼒は決して⽌むことがない。2024 年、vivo と
中国障害者福祉基⾦会の共同による「声声有息」公益プロジェクトは、「テクノロジー＋公益＋エコシステム」と
いう⾰新的なモデルを確⽴し、技術の「機能実現」から「体験の最適化」への実質的な進化を推進した。2025
年、双⽅は協⼒をさらに深化させ、「5 年間で 3000万⼈のテクノロジーによる障害者⽀援特別⾏動」を開始
し、バリアフリーなインクルーシブ教育の発展に継続的に貢献している。① 尚網ネットワークと「無料ランチ基⾦」が
共同で⽴ち上げた「夢の鍵」公益プロジェクトもまた、⽬覚ましい成果を上げている。2014 年の開始から現在ま
での 10 年間で、同プロジェクトは⻘海、四川、広⻄など 18 の省・⾃治区をカバーし、累計で 349校の農村
部にある⼩中学校にインターネット接続を提供し、5万⼈以上の⽣徒に恩恵をもたらした。2025 年、プロジェク
トは⻘海省⽟樹地区に焦点を当て、現地の 40校の幼稚園・保育園と 4,000名余りの児童にインターネット
接続を提供し、デジタル教育を児童の啓蒙段階から定着させる。② 

4. プラットフォームの責任範囲が不明確であり、規制基準が⽋如している 

デジタル公益は新興分野として、ネット募⾦の規制が不⼗分であること、個⼈の⽀援要請に対する監督が脆弱
であること、寄付⾦の使途を追跡することが困難であることなどの現実的な課題に直⾯している。③ 改正された
『中華⼈⺠共和国慈善法』では、個⼈の⽀援要請に関するオンラインサービスが規制対象に含まれるようになっ
たものの、実際の運⽤においては、プラットフォームの公益性と商業的本質との⽭盾の影響を受け、各種プラット
フォームがトラフィックや経済的利益を追求するあまり、依然として様々な弊害が残っており、早急な明確化と規
制の整備が求められている。 

ネットクラウドファンディングプラットフォームの核⼼的な問題は、審査の⽢さと責任転嫁にある。メディアの報道によ
ると、この種のプラットフォームには「審査を軽視し、アクセス数を重視する」傾向が広く⾒られ、ユーザーは診断書
⼀枚だけで募⾦を開始でき、その後、ネットユーザーの同情を引くために悲劇的な定型⽂を流⽤している。⼀部
のプラットフォームは、⽀援を求める⼈々に募⾦⽂のテンプレートを積極的に提供し、審査基準を事実上引き下
げている。さらに警戒すべきは、多くのプラットフォームが利⽤規約の「免責事項」を通じて、⽀援情報の真実性を
確認する責任を完全にユーザーに転嫁し、⾃らの法的な審査義務を⼤幅に弱め、「プラットフォームが集客し、
ユーザーが責任を負う」という不合理な現象を引き起こしている点だ。④ ライブ配信プラットフォームは、コンテンツ

 
① 中国障害者福祉基⾦会。「声には息があり、愛があり、障壁はない――中国障害者福祉基⾦会が vivo と⼿を組み、テクノロジーの普遍的
恩恵を推進し、バリアフリーな未来を照らす」[EB/OL]。 2025 年 10 ⽉ 17 ⽇ [2026 年 3 ⽉ 18 ⽇]. 
https://www.cdpf.org.cn/xwzx/ywdt1/df813f4bd6824a0284a40067d2da6a73.htm. 

② 新聞晨報. WiFi 万能鍵が公益の新たなモデルを模索︓農村の教師を⽀援し、国⺠全体の公益活動を活性化させる[EB/OL]. 2025 年
5 ⽉ 19 ⽇ [2026 年 3 ⽉ 18 ⽇]. https://baijiahao.baidu.com/s?id=1832528420137568787&wfr=spider&for=pc. 

③ 銭暁⽥、沙勇。「善治」によってデジタル公益の着実かつ持続的な発展を推進する[EB/OL]。2026 年 1 ⽉ 28 ⽇ [2026 年 3 ⽉ 18
⽇]。https://sps.njupt.edu.cn/2026/0130/c10220a296942/page.htm。 

④ 毎⽇経済新聞。「⽔滴籌」「輕鬆籌」の従業員が再び病院で衝突か︖双⽅の共同声明︓⼝論はあったが、暴⼒には⾄らなかった[EB/OL]. 
2020 年 5 ⽉ 21 ⽇ [2026 年 3 ⽉ 18 ⽇]. 
https://baijiahao.baidu.com/s?id=1667257982301909397&wfr=spider&for=pc. 
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の真実性確認と資⾦管理という⼆重の⽋如に直⾯している。2025 年 9 ⽉にメディアで⼀⻫に報じられた「クラ
ウド給餌」による野良動物⽀援の偽装騒動、① は、公益の名を借りたライブ配信詐欺および偽の公益⾏為の
典型例である。多くの EC サイトやライブ配信プラットフォーム上で、多数の個⼈店舗が「野良猫・⽝の救助」を
名⽬に「クラウド給餌」ライブ配信ルームを開設し、正規の救助施設の画像や動画を盗⽤し、動物の窮状や救
助の場⾯をでっち上げ、善意のあるネットユーザーに仮想の餌商品を購⼊させたり、投げ銭を⾏わせたりしてい
る。しかし、これらの業者の多くは公的な募⾦資格を持っておらず、資⾦の使途は全く不透明だ。多くの店舗は
⾦を集めた後、すぐに商品を削除したり、店名を変更したり、あるいは直接閉店したりしており、消費者の善意の
寄付⾦は実際には動物の救助に使われていない。プラットフォーム側は業者の資格を効果的に審査せず、ライ
ブ配信内容の真実性を検証せず、寄付⾦（投げ銭）の流向に対する監視や追跡の仕組みも構築していない
ため、客観的に⾒て、このような偽の公益詐欺の発⽣を容認していることになる。 

コンテンツ系ソーシャルプラットフォームの顕著な問題は、アカウント審査の緩さと、違反取引に対する監督管理の
不備という 2点に集中している。2025 年、中央社会⼯作部などの部⾨がボランティア活動分野における顕著
な問題に対する特別是正措置を実施し、通報された典型的な事例には複数の⼤⼿インターネットプラットフォー
ムが関与していた。関連アカウントがボランティア活動時間の虚偽情報を違法に投稿したことは、プラットフォーム
の情報審査が不⼗分であること、⽇常的な監督管理や対応が迅速かつ適切に⾏われていないことなどの問題
を露呈した。さらに、⼀部の機関は「ボランティア⾩南」「海南ボランティア」など、公的機関を思わせる名称のアカ
ウントを登録し、⼀般市⺠を誤導し、世論を混乱させている。これは、こうしたプラットフォームにおいて、アカウント
登録段階での名称の適法性標準が曖昧であり、資格審査が不⼗分であるという監督上の課題をさらに浮き彫
りにしている。② 

（三）ネット公益の発展とガバナンスに関する提⾔ 

1.信⽤格付けと寄付⾦の追跡メカニズムの構築 

全チェーンにわたる信⽤格付け体系を構築する。⺠政部⾨が主導し、寄付者、資⾦調達プラットフォーム、慈
善団体、受益者を網羅する全チェーンの信⽤格付け体系を確⽴することを提案する。個⼈の⽀援要請者に対
しては、ビッグデータによる相互検証を導⼊し、虚偽の申告や事実の偽装を⾏った者を社会信⽤ブラックリストに
組み⼊れる。プラットフォームや機関に対しては、情報審査の通過率、苦情率、寄付⾦の執⾏率などの指標を
定量化して格付けを⾏い、社会に公開する。 

ブロックチェーン技術の応⽤を積極的に推進し、同技術を業界の標準とするよう努める。すべての公募募⾦プロ
ジェクトにおいて、寄付⾦の使途や物資の受領証など、重要な情報をブロックチェーン上に記録・保存する必要

 
① ⼈⺠⽇報。「オンラインでの野良猫・野良⽝への餌やり」︖偽の慈善活動による「オンライン詐欺」に騙されないように[EB/OL]。2025 年 9 ⽉

27 ⽇[2026 年 3 ⽉ 18 ⽇]。https://www.peopleapp.com/column/30050386027-500007115531。 
② 新華網. 中央社会⼯作部、ボランティア活動分野における 7 つの顕著な問題の典型事例を発表[EB/OL]. 2025 年 12 ⽉ 22 ⽇ 

[2026 年 3 ⽉ 18 ⽇]. https://www.xinhuanet.com/20251222/9ad3d4786ddc4f8db34c619a69b3a390/c.html. 
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がある。さらに、全国慈善情報公開プラットフォームと各商業プラットフォームのブロックチェーンノードとの間でデー
タ連携を推進し、寄付⾦の流れがすべて公正かつ透明で、可視化され、信頼できるものとなるよう尽⼒する。 

2. 監督管理を強化し、多元的共治による公益・慈善体系を構築する 

プラットフォームの責任範囲を明確化する。⽴法・監督当局は、『中華⼈⺠共和国慈善法』および関連規則に
おけるプラットフォームの責任に関する条項をさらに具体化し、プラットフォームが⽀援要請情報、ライブ配信コンテ
ンツ、事業者の資格について、単なる形式的な審査ではなく、実質的かつ継続的な審査義務を負うことを明確
にするべきである。また、プラットフォームが利⽤規約の免責条項を通じて⾃らの法的責任を回避することを禁⽌
する。審査が不⼗分で詐欺が多発しているプラットフォームに対しては、関係当局が相応の⾏政責任、さらには
⺠事責任を追及すべきである。 

多元のかつ協調的な監督ネットワークを構築する。政府による単独監督の限界を打破し、「政府による監督＋
業界の⾃主規制＋プラットフォーム内のガバナンス＋社会による監視」という多元的な共治体制を構築する。⺠
政、サイバーセキュリティ、公安、市場監督管理などの部⾨は、常態的な情報共有と合同法執⾏の仕組みを確
⽴すべきである。同時に、第三者アセスメント機関や業界監視組織の発展を奨励・⽀援し、メディアや⼀般市
⺠による監視・通報のルートを円滑にし、虚偽の募⾦や偽装公益⾏為を徹底的に摘発する。 

法執⾏の裁量権と特別取締りを整備する。『⺠政部が登録認定した慈善組織に対する⾏政処罰裁量権基
準』（⺠発〔2025〕61号）等の規則を徹底し、⾏政処罰の「罪に相応しい処罰」を確保する。寄付⾦詐欺
や寄付⾦の流⽤等の⾏為に対しては、改正された慈善法に基づき厳格に処罰する。偽りの農業⽀援や⾼齢
者を騙す偽公益活動等の根深い問題に対し、特別取締り活動を常態化する。 3. 偽公益⾏為を厳しく取り
締まる 

コンテンツ審査と技術的監視を強化する。プラットフォームは AI監視システムを活⽤し、ライブ配信やショート動
画のコンテンツを 24時間体制で巡回監視し、「悲劇を演じて商品を売り込む」「架空の⼈物設定」といった定
型的な⼿⼝を重点的に識別すべきだ。この点については、成都市の成功事例を参考にし、ライブコマース⽤ AI
監視システムを⽤いて膨⼤なライブ映像や⾳声をリアルタイムで分析し、違反の兆候を速やかに発⾒することが
できる。① 

ブラックリストと共同懲戒制度を徹底する。プラットフォーム横断的な「偽公益ブラックリスト」の共有メカニズムを構
築する。虚偽の宣伝や寄付詐欺を⾏ったことが確認された配信者、機関、個⼈については、所属プラットフォー
ムでの利⽤停⽌にとどまらず、業界全体での活動禁⽌を実現する。同時に、関連する違法情報を市場主体の
信⽤記録に記録し、多部⾨による共同懲戒を実施することで、警告・抑⽌効果を確実に強化し、公益・慈善
活動の誠実さの最低ラインを厳守する。 

 
① 封⾯新聞.違法な宣伝、虚偽広告は逃れられない︕成都が新たな AI「慧眼」を導⼊、7 万のライブ配信ルームに監視の「締め付け」をかける
[EB/OL]. 2026-02-08 [2026-03-18]. 
https://baijiahao.baidu.com/s?id=1856541782688591897&wfr=spider&for=pc. 
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⼀般市⺠のメディアリテラシーと識別能⼒を⾼める。政府機関とプラットフォームは連携してメディアリテラシー教育
を実施し、消費者が「悲劇マーケティング」を理性的に捉えられるよう導くべきだ。ショート動画プラットフォームに対
し、公益広告へのトラフィック⽀援を強化し、社会主義の中核的価値観に沿った公益広告のテーマ選定と制作
を⾏い、質の⾼いポジティブなコンテンツが主流となるよう提⾔する。新技術の急速な発展を背景とする中国のネ
ット公益活動は、現在、機会と課題が共存する岐路に⽴っている。改正された慈善法は業界の発展に法的な
基盤を固め、AI などの新技術は公益活動の根本的な論理を再構築しつつあり、プラットフォームの⾃⼰変⾰と
分野横断的な連携が業界の境界を広げつつある。しかし、詐欺や格差は常に、技術が善に向かう道のりが決し
て平坦ではないことを我々に警告している。「善治」によって善⾏を促し、より完備された法治、より明確な責任、
より包摂的な設計をもってこそ、ネット公益は真に愛を集め、⼈々の⼼を温め、共同富裕を促進する強⼒な媒
体となり得るのだ。 
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第 4 章 発展に向けた提⾔︓質と効率を⾼める最適化の道筋 

インターネット上の誠実性の構築を深化させることは、サイバー空間における道徳的基盤を強化するための重要
な任務であり、情報化時代の発展の潮流に順応するための必然的な要請である。「第 15次五カ年計画」の
発展に⽴脚し、問題志向と⽬標志向の結合を堅持し、技術的リスクの予防・管理、領域横断的な連携による
難題の解決、⻑期的メカニズムの整備などに焦点を当て、制度規範、技術による能⼒強化、連携による法執
⾏、主体責任、⽂化の醸成といった重要な措置を統括し、インターネット上の誠実性構築の⽔準を持続的に
向上させ、オンラインとオフラインの誠実性構築の有機的な融合と共創・共有を推進し、法に基づいたサイト運
営と誠実なネット利⽤の良好な雰囲気を醸成しなければならない。 

⼀、リスクと課題 

2025 年、わが国のインターネット上の信⽤構築は、制度の整備、技術の応⽤、および協調的ガバナンスの⾯
で著しい進展を遂げた。⽣成的 AI などのデジタル技術の急速な進化に伴い、信⽤失墜⾏為の分野横断的な
変容や、ガバナンスにおける協調の障壁といった問題が複雑に絡み合っている。新たな業態やビジネスモデルが
次々と現れる中、新技術に起因する信⽤リスク、領域横断的なガバナンスの断⽚化、⻑期的な監督管理の不
備といった顕著な課題の解決が急務であり、インターネット上の信⽤ガバナンスを、受動的な対応から能動的な
予防・管理へ、分散型ガバナンスから協調的ガバナンスへ、短期的な是正から⻑期的な維持・管理へと転換さ
せる必要がある。 

（⼀）新技術・新アプリケーションから派⽣するリスクと予防・管理の難点 

⽣成的 AI などのデジタル技術が広く普及・活⽤される中、ネット上の信⽤失墜⾏為は、⾼度な技術化、隠蔽
化、分野横断化、産業化といった特徴を呈しており、ネット上の信⽤構築の深化に対し、⼀連の新たな課題を
突きつけている。 

⽣成的 AI は知的財産権のルールに衝撃を与え、コンテンツエコシステムの根源的な信頼性の崩壊を引き起こ
している。⽣成的 AI は従来のコンテンツ制作と権利確定の論理を打ち破り、創作の源流においてすでに⼤量
の権利侵害や偽造⾏為を⽣み出し、コンテンツ分野の信頼の基盤を著しく損なっている。AI による「⽂章の書
き換え」や盗作⾏為が蔓延し、技術化された「偽オリジナル」の⼿法により、侵害コンテンツはより隠蔽性を増し、
オリジナル制作者の⽣存空間を著しく圧迫し、「盗作で利益を得て、オリジナルが損をする」という悪しき傾向を
形成している。⼀部の不法分⼦は、AI を利⽤して特許、著作権、学術論⽂、科学研究データなどを偽造し、
各種資格申請や商業活動に利⽤しており、科学研究の誠実性や商業信⽤システムに直接的な打撃を与えて
いる。現在、AI ⽣成コンテンツの知的財産権の帰属や侵害責任の定義については依然として法的な空⽩が存
在し、開発者、プラットフォーム、利⽤者の責任の境界が曖昧である。その結果、権利者は権利保護において
⽴証困難や責任追及の困難という苦境に直⾯しており、源流における規範の⽋如がオリジナルコンテンツのエコ
システムを蝕んでいる。また、⽣成される⼤量の低品質で虚偽のコンテンツは、より深層的なネット上の信⽤失墜
⾏為を助⻑している。 
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AI とネット上の闇・グレー産業が深く融合し、信⽤失墜⾏為が拡散・蔓延している。AI 技術がネット上の闇・グ
レー産業の各段階に深く組み込まれ、信⽤失墜⾏為は単⼀の段階から、「技術の提供―コンテンツ⽣成―集
客・収益化―規制回避」という悪循環へと変貌した。インターネット⾦融分野では、ディープフェイク
（Deepfake）に基づく AI の「顔交換」や⾳声模倣技術により、知⼈や上司を装う詐欺の⼿⼝が極めて巧
妙になり、犯罪のハードルが⼤幅に低下している。① E コマース分野では、AI が偽の商品レビュー、ユーザーの⾼
評価、使⽤効果画像を⼤量⽣成するために悪⽤され、虚偽の評価体系が構築され、② 消費者の意思決定を
著しく誤導している。世論形成の分野では、AI「⽔軍」によるコンテンツの⾃動⽣成、マトリックス型の拡散、24
時間体制の運⽤が⾏われ、競合他社を悪意を持って中傷している。③ ⽣成コンテンツの動的調整、IP アドレス
の変更、仮想主体としての⾝分利⽤などの⼿段を⽤いて規制を回避しており、従来の規制⼿段は発⾒・追跡・
証拠収集・処置の困難さといった課題に直⾯している。闇産業やグレー産業によって⽣成される虚偽コンテンツ
や詐欺情報は、その拡散範囲や社会への危害の程度において、多くの場合、アルゴリズムによるレコメンデーショ
ン機能に⼤きく依存している。 

アルゴリズムの悪⽤により、信⽤を損なう⾏為はより隠蔽されやすくなっている。闇市場やグレー市場は虚偽コン
テンツの「⽣産側」に焦点を当てているが、アルゴリズムの仕組みは虚偽コンテンツの「配信側」と「増幅側」を構
成しており、インターネット上の信⽤失墜問題への対処を⼀層複雑にしている。⼀部のプラットフォームはアルゴリ
ズムを利⽤して価格詐欺、差別的価格設定、ビッグデータによる常連客への不当な価格設定などの⾏為を⾏
い、商品価格の動的調整や、ユーザーごとに異なる割引率を表⽰するなどの⼿段で消費者の正当な権益を侵
害している。消費者は価格の真実性を識別することが難しく、権利擁護のための⽴証も極めて困難である。⼀
部のコンテンツプラットフォームはトラフィック収益を追求するため、アルゴリズム推薦メカニズムを通じて虚偽コンテン
ツ、ネット上の暴⼒的な情報、低俗で不適切な情報の拡散を助⻑し、「不適切なコンテンツ̶トラフィックの収
益化̶アルゴリズムによる助⻑」という悪循環を形成している。⼀部の企業はアルゴリズムのブラックボックス化を
利⽤して規制を回避し、アルゴリズム推薦のロジックやデータ利⽤ルールを隠蔽している。アルゴリズムの透明性
不⾜、アルゴリズムの信頼性検証標準の⽋如、アルゴリズムの責任の所在が不明確といった問題が顕著であり、
アルゴリズムの乱⽤そのものが引き起こす信頼性の⽋如を抑制することが困難であるため、アルゴリズムによる配
信に依存する各種の虚偽コンテンツや詐欺情報が継続的に蔓延している。 

（⼆）領域横断的なネット信⽤ガバナンスにおける連携の課題 

現在、ネット上の信⽤失墜⾏為は、プラットフォーム間での移動、地域間の拡散、分野への浸透、国境を越え
た伝播といった顕著な特徴を⽰しており、オンラインとオフラインの連携構築や、プラットフォーム・分野を跨ぐ協調
的ガバナンスを制約する課題となっている。 

 
① 本物そっくりの AI 詐欺、どう防ぐか︖（⺠⽣⼀线）.張天培、蘇濱[EB/OL].2025-04-08[2026-03-

09].http://society.people.com.cn/n1/2025/0408/c1008-40455106.html. 
② 張雪泓. 悪質な業者が AI を利⽤して虚偽広告を作成、北京インターネット裁判所が消費者に新型ネット消費における虚偽宣伝への警戒を
呼びかけ [EB/OL].2025-03-27[2026-03-09].https://legal.gmw.cn/2025-03/27/content_37930436.htm. 

③ 王潇。「⽔軍」は AI を利⽤して進化している︓誰があなたの認識を操作しているのか︖ [EB/OL].2025-03-15[2026-03-
09].https://export.shobserver.com/baijiahao/html/869494.html. 



-80 - 

インターネット上の信⽤失墜⾏為がプラットフォームをまたいで「⾝元を偽って復活」する問題は依然として頻発し
ている。⼀部の信⽤失墜主体はマトリックス型のアカウント配置を採⽤しており、あるプラットフォームで処分を受
けた後、主体やプラットフォーム情報を変更することで他のプラットフォームに⼊り込み、違法活動を継続しており、
「⼀箇所で信⽤を失えば、⾄る所で制限を受ける」という協調的なガバナンスの効果は不⼗分である。ウェブサイ
トやプラットフォーム間のアカウント管理、処分標準、および信⽤失墜リストの仕組みは相互に連携しておらず、
⽇常的な情報共有や共同処分メカニズムはまだ完全に確⽴されていない。⼀部の中⼩プラットフォームは市場
シェア争いのため、信⽤失墜主体に対する参⼊審査を緩くしており、その結果、信⽤失墜⾏為がプラットフォーム
を越えて移転・拡散している。『社会信⽤体系の健全化に関する意⾒』では、「プラットフォーム企業に対し、プラ
ットフォーム内の信⽤管理制度およびプラットフォーム間の信⽤失墜に対する共同拘束制度の確⽴を誘導する」
「ネット配信者、⾃メディア、MCN機関などに対する信⽤監督を強化する」などの要求が提⽰され、特別措置を
講じて多数の違反アカウントや機関を処分しているが、依然としてプラットフォーム間の「情報の孤島」や標準の
不統⼀、協調メカニズムの機能不全といった問題を解決するのは困難である。 

オンラインとオフラインのガバナンス連携が円滑でない。① インターネット上の誠実性に関するガバナンスには、サイ
バーセキュリティ・情報化、公安、市場監督管理、⾦融監督、放送・テレビ、⼯業・情報化など、多くの職能部
⾨が関与しており、プラットフォーム運営、コンテンツ制作、商取引、⾦融サービスなど、多岐にわたる段階をカバ
ーしている。実務においては、依然として職責の境界が不明確であること、監督権限が重複していること、情報
共有のルートが円滑でないこと、法執⾏の連携効率が低いといった問題が存在する。電⼦商取引分野における
虚偽宣伝や価格詐欺などの信⽤失墜⾏為は、往々にしてプラットフォームの所在地、事業者の営業地、広告
掲載地、消費者の居住地など複数の地域にまたがっており、地域を跨ぐ法執⾏協⼒にはコストが⾼く、プロセス
が⻑く、対応が遅いという課題がある。インターネット⾦融分野における違法な株式推奨、虚偽の融資、越境⾦
融詐欺などの不誠実な⾏為は、サイバーセキュリティ・情報化、公安、⾦融監督など複数の部⾨に関わり、常態
化した合同法執⾏メカニズムが不⼗分であり、⼿がかりの移送、証拠の保全、事件の捜査・処理における連携
プロセスが円滑ではない。同時に、⼤量のオンライン上の違法・不誠実な⼿がかりについて、オフラインでの主体
確認や実地での処分が困難であるため、「オンラインでの発⾒、オフラインでの摘発」という完全な閉ループ型ガバ
ナンスの実現が困難である。 

国境を越えたガバナンスと防⽌対策の難度は⾼まり続けている。2025 年、ネット上の信⽤失墜⾏為の越境的
特徴はますます顕著になり、⼀部のネット上の闇産業は技術開発、サーバーの設置、運営主体の拠点を海外
に置き、国境を越えたネットワーク回線を通じて国内のネットユーザーに対して信⽤失墜や違法⾏為を⾏ってい
る。海外から操作される AI ボット集団が虚偽情報を⼤量に拡散し、世論の対⽴を煽り、ネット上の世論環境
を著しく乱している。国境を越えたネット詐欺グループは、AI ディープフェイク技術を利⽤して精密な詐欺を実⾏
し、資⾦の流れを国境を越えたルートを通じて規制を回避しているため、その追跡と取り締まりは極めて困難であ
る。海外の仮想通貨取引・投機プラットフォームは、国境を越えたトラフィック誘導やオフラインでの交換などの⼿
段で規制を回避し、国内のネットユーザーを⾼リスクな取引に参加させるよう誘導し、⾦融信⽤リスクを引き起こ
している。海外の AI サービスプロバイダーは、適切な承認を得ずに国内ユーザーに⽣成 AI サービスを提供して
おり、虚偽情報の⽣成・拡散の重要な源となっている。国や地域によって法体系、規制標準、法執⾏プロセス

 
① 林瑜勝。「オンラインとオフラインの連携によるガバナンスの推進」[EB/OL]。2026 年 2 ⽉ 4 ⽇[2026 年 3 ⽉ 10 ⽇]。

https://www.studytimes.cn/jjsh/202602/t20260203_86090.html。 
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は著しく異なり、越境的な証拠収集、法執⾏協⼒、信⽤失墜主体に対する共同懲戒のルートは不⼗分で、プ
ロセスは煩雑、期間は⻑期に及ぶ。① インターネット上の信⽤リスクが国境を越えて波及するのを防ぐためのプレ
ッシャーは、ますます⾼まっている。 

（三）⻑期的ガバナンス体制の課題と適応性の不⾜ 

現在、インターネット上の誠実性構築における常態化、制度化、規範化された⻑期的ガバナンスメカニズムの機
能発揮には依然として不⼗分さがあり、信⽤体系、責任体系、共治体系など多⾓的な観点から適応能⼒を
早急に⾼める必要がある。 

「信⽤ある者へのインセンティブ、信⽤失墜者への懲戒」というメカニズムの⽀えが不⼗分であり、信⽤評価標準
が統⼀されていない。各分野・各プラットフォームの信⽤評価指標や採点ルールは互換性がなく、分野横断・プ
ラットフォーム横断の信⽤相互認証には制度的・技術的な障壁が存在する。信⽤情報の共有における障壁が
顕著であり、⾏政信⽤データとプラットフォーム企業が保有する取引⾏動・違反記録などの市場信⽤データとの
相互連携が不⼗分である。全国信⽤情報共有プラットフォームにおけるネット分野の信⽤データ収集のカバー
率には依然として明らかな不⾜がある。段階の・分類的な監督管理の精度が不⼗分であり、差別化された監
督措置の多くは⼿続き的なレベルにとどまっている。ネット経済の特性に適したインセンティブ・拘束メカニズムは不
完全であり、信⽤修復や共同懲戒の標準・規範は統⼀されていない。オンラインとオフラインの信⽤体系の融合
は不⼗分であり、プラットフォーム経済やライブコマースなどの新業態に対する常態化された、効率的な連携捜査
メカニズムは依然として強化が必要である。信⽤制度の断⽚化と情報の壁は、プラットフォーム企業のコンプライ
アンス経営に対する外部からの制約⼒をある程度弱めている。 

プラットフォームのコンプライアンス管理における内発的な原動⼒と制度的制約は依然として強化が必要であり、
ガバナンスの原動⼒と能⼒には構造的な不均衡が存在する。⼀部のプラットフォームには「トラフィック重視・コン
プライアンス軽視」や「収益重視・責任軽視」といった価値観の歪みが⾒られ、プラットフォーム内での虚偽広告、
ネット上のデマ、ネットいじめなどの不誠実な⾏為に対する管理が緩く、アルゴリズムによるレコメンデーションを通じ
て不誠実なコンテンツの拡散を助⻑していることさえある。プラットフォーム間のガバナンス能⼒の不均衡が顕著で
あり、⼤⼿プラットフォームの技術的ガバナンス能⼒は⽐較的整備されている⼀⽅、中⼩プラットフォームは AI に
よる虚偽コンテンツの識別や違反⾏為の追跡などの⾯で技術投資が不⾜しており、管理能⼒も脆弱である。
MCN機関、出店事業者、アカウント運営者に対するライフサイクル全体を通じた管理メカニズムが不⼗分であ
り、資格審査の⽢さ、⽇常的な監督の⽋如、違反への不適切な対応といった問題が広く存在しており、プラット
フォームのコンプライアンス管理における内発的動機と制度的制約は、引き続き強化する必要がある。プラットフ
ォームはサイバー空間における最初の関⾨として、そのガバナンスへの意欲の向上と能⼒の充実が、フロントエンド

 
① 梁玮. ブロックチェーン技術の活⽤と越境型新技術犯罪のリスク管理における司法のバランス [EB/OL]. 2025-10-11 [2026-03-
10].https://mp.weixin.qq.com/s?__biz=MzU2Nzk1NjA2Ng==&mid=2247525522& 
idx=3&sn=1d7f25ed9d0086490472255586bf43c6&chksm=fddfced08e671ac8153bccb1ff59685909cae63ba19f66f6
3a00b24f1ed8fa703fdff32fdfa0#rd. 
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の信⽤制度によるインセンティブと制約が効果的に機能するかどうかに直接関わり、またバックエンドの社会的監
視による圧⼒の伝達にも影響を及ぼす。 

社会全体によるガバナンスの枠組みはまだ完全に確⽴されておらず、国⺠全体のネット上の誠実さに関する意
識の継続的な向上が急務である。ネット上の誠実性構築における多元的共治体系は改善の余地があり、業
界団体の⾃主規制機能は⼗分に発揮されていない。既存の業界⾃主規制規約は推奨条項が中⼼で、強制
的な拘束⼒が相対的に不⾜しており、ネット上の誠実性に関する新興分野への⾃主規制規範の適⽤範囲を
拡⼤する必要がある。社会監督のルートは⼗分に円滑かつ便利ではなく、通報の受理、調査・フィードバック、イ
ンセンティブ・保障の全プロセスにわたる仕組みが不⼗分であり、社会監督の実効性をさらに⾼める必要がある。
国⺠全体のネット誠実性に関する素養教育体系は不⼗分であり、広報教育は段階的な活動が中⼼で、常態
化・体系化された育成メカニズムはまだ完全に確⽴されていない。AI ディープフェイクなどの新たな不誠実⾏為に
対する識別能⼒教育の普及は強化が必要であり、⼀部のネットユーザーのネット誠実性意識は依然として⾼め
る必要があり、全社会による共創・共治・共有のガバナンスの相乗効果はさらに発揮される必要がある。 

総じて⾔えば、ネット上の誠実性ガバナンスの難点は、初期の「技術的監視能⼒の不⾜」から、徐々に「制度的
連携の効果が不⼗分」へと移⾏している。⽣成的 AI などの新技術がもたらす誠実性リスクに直⾯し、単⼀の段
階におけるガバナンスの取り組みでは、問題の複雑性を完全にカバーすることは困難であり、より深いレベルで制
度的な障壁を打破する必要がある。 

⼆、発展に向けた提⾔ 

インターネット上の信⽤ガバナンス体制とガバナンス能⼒の近代化レベルをさらに向上させ、⽣成的 AI、データセ
キュリティ、新たな業態・ビジネスモデルがもたらす信⽤リスクに効果的に対処し、プラットフォーム間・地域間・国
境を越えて広がるインターネット上の信⽤失墜⾏為といった顕著な問題を解決するためには、システム思考、リス
ク管理思考、⾰新思考の統⼀を堅持し、技術的規制、協調的ガバナンス、⻑期的体制構築という 3 つの側
⾯から総合的な施策を講じる必要がある。制度規範の整備、技術活⽤の強化、連携メカニズムの充実、主体
責任の徹底、誠実な⽂化の醸成を通じて、全⽅位的、多層的、⽴体的なインターネット誠実性構築の枠組み
の構築を加速させ、健全なサイバー空間を維持し、デジタル経済の健全な発展に強固な保障を提供する。 

（⼀）新技術・新アプリケーションの管理を規範化し、技術がもたらす 

リスクを解消する。技術⾰新がもたらす新たな課題に直⾯し、技術によるインターネット管理と技術の善⽤を統
⼀させ、技術規制能⼒の構築を強化し、新技術の発展特性に適応した誠実性ガバナンスメカニズムを確⽴し、
リスクと課題を初期段階で抑制しなければならない。 

⽣成 AI の全ライフサイクルにわたる誠実性ガバナンス体制を構築する。既存の『⽣成 AI サービス管理暫定弁
法』や『インターネット情報サービスにおけるディープフェイク管理規定』など、⽣成 AI分野に関連する法規制の
枠組みの下で、誠実性構築に関する条例の具体化を推進し、AI の開発者、利⽤者、サービス提供者の誠実
性に関する責任と義務を明確化し、誠実性アルゴリズムの届出、倫理審査、セキュリティ評価などの制度を確⽴
する。AI ガバナンスにおける AI 規制テクノロジーの活⽤を推進し、ディープフェイクや虚偽情報の⽣成を対象とし
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た⾃動検出ツールの開発を積極的に⾏い、技術的な不誠実⾏為の発⾒および証拠収集能⼒を向上させる。
アルゴリズムの透明性に関する規制メカニズムの構築を推進し、公共の利益や個⼈の権利に関わる重要なアル
ゴリズムについては、そのロジックの公開または説明の提供を義務付け、「アルゴリズムのブラックボックス」を打破す
る。例えば、アルゴリズム届出制度を全⾯的に深化させ、⽇次アクティブユーザー数が⼀定規模を超えるすべて
のレコメンデーションアルゴリズムについて、基本原理、⽬的・意図、および動作メカニズムの届出と公⽰を義務付
け、公衆の監視を受けさせる。 

データセキュリティとプライバシー保護に関する信⽤監督メカニズムを整備する。『中華⼈⺠共和国データセキュリ
ティ法』および『中華⼈⺠共和国個⼈情報保護法』を徹底し、データのコンプライアンス状況を企業の信⽤評価
体系に組み込むよう推進する。データ流通・取引の信⽤記録の構築を模索し、データ取引主体に対して信⽤
格付け・分類管理を⾏い、データの違法な収集、売買、漏洩などの信⽤失墜⾏為を厳しく処罰する。プライバ
シーコンピューティングやブロックチェーンなどの技術応⽤を推進し、データが「利⽤可能だが可視化されない」という
信頼できる流通環境を構築し、技術的な源流からデータセキュリティを保障する。例えば、⾦融分野において「プ
ライバシーコンピューティング＋信⽤アセスメント」のパイロット事業を推進し、マルチパーティセキュアコンピューティン
グ技術を通じて、⽣データを交換することなく、銀⾏や税務部⾨間のデータ融合を実現し、企業の信⽤プロファイ
ルを正確に描き出す。これにより、「データのサイロ化」という課題を解決すると同時に、プライバシー保護の防衛
線を強固なものにする。 

新たな業態やビジネスモデルに適応した、包容的かつ慎重な規制モデルを模索する。メタバースやWeb3.0 な
どの新興分野に対し、「イノベーションの奨励、包容的かつ慎重な対応」という原則を堅持し、ネット上の誠実性
に関する最低基準と⼀線を定めつつ、発展の余地を残す。「サンドボックス規制」メカニズムを推進し、管理可能
な範囲内で企業による新技術・新アプリケーションの試験的導⼊を奨励する。軽微な信⽤失墜⾏為に対しては
是正指導を主とし、「⼀律的な」法執⾏を避ける。新業態の信⽤リスク早期警戒メカニズムを構築し、新業態
の発展動向に対する追跡・監視を強化し、兆候や傾向的な問題を適時に発⾒し、迅速に対応し、的確な施
策を講じる。 

（⼆）域を跨ぐ連携メカニズムを整備し、多⾓的な協調ガバナンスの効能を⾼める 

インターネット上の信⽤失墜⾏為がプラットフォーム間、地域間、国境を越えて流動するという特徴を踏まえ、縦
割り・横割りの壁を打破し、協調的ガバナンス体制を構築し、「⼀箇所で信⽤を失えば、⾄る所で制限を受け
る」というガバナンスの相乗効果を形成しなければならない。 

全国統⼀のネットワーク信⽤情報共有プラットフォームを構築する。インターネットプラットフォーム企業に対し、統
⼀された信⽤データ交換標準とインターフェースの確⽴を指導し、アカウント保有者情報、違反・信⽤失墜記
録、処分結果などのデータがプラットフォーム間で相互に連携・共有されるよう推進する。業界団体の架け橋とし
ての役割を⼗分に発揮させ、プラットフォーム横断的な協調ガバナンスに関する規約を策定し、プラットフォーム間
の情報共有、情報提供、共同処分の権利と義務を明確にする。プラットフォーム経済分野における信⽤構築
協⼒メカニズムの役割をさらに発揮させ、主要プラットフォームを組織して合同取り締まり⾏動を展開し、ブラックリ
ストデータベースと悪意ある⾏動の特徴データベースを共有し、ネット上の信⽤失墜⾏為を取り締まる業界全体
の連携を形成する。中⼩プラットフォームに対する監督・指導を強化し、⼀部の中⼩プラットフォームが信⽤失墜



-84 - 

の「避難所」となっている問題に対し、監督・法執⾏の⼒度を強め、主体責任の厳格な履⾏を促し、コンプライア
ンス管理⽔準を向上させる。技術⽀援や研修指導などの⽅法を通じて、中⼩プラットフォームのガバナンス能⼒
を⾼め、ガバナンス上の弱点を解消する。 

地域・部⾨を跨ぐ合同法執⾏の調整メカニズムを整備する。関連する省庁間合同会議を継続的に改善し、イ
ンターネット情報、公安、市場監督管理、⾦融監督などの各部⾨の職責の境界をさらに明確化し、権限と責
任が明確で、連携の取れた監督管理の連鎖を構築することを提案する。⼿がかりの双⽅向移送、証拠の相互
承認、合同捜査制度を整備し、インターネット⾦融、ネットライブ配信、電⼦商取引などの重点分野を対象に、
常態化した合同法執⾏活動を展開し、規制の空⽩を解消する。地域横断的なガバナンスプロセスを最適化
し、「クラウド上での⽴件、遠隔地での協同捜査、結果の相互承認」という地域横断的な法執⾏モデルの構築
を模索し、デジタル⼿段を活⽤して地域横断的な法執⾏コストを削減し、対応速度を向上させる。地域を跨ぐ
ネット詐欺やネットマルチ商法などの根深い問題に対し、重点案件の指定監督と地域連携による処理メカニズ
ムを確⽴し、オンラインとオフラインのガバナンス連携を強化し、「オンラインでの発⾒、オフラインでの摘発」の実現
を推進する。オンラインで発⾒された違法の⼿がかりについては、速やかにオフラインでの実地調査を通じて処理
を⾏い、オフラインで摘発された信⽤失墜主体に対しては、同時にオンラインでの経営活動制限を実施する。国
境を越えたネット上の信⽤に関する国際協⼒を継続的に深化させる。サイバー空間の国際ガバナンスに積極的
に参加し、国際インターネットガバナンスの枠組みの下で主体的に発⾔し、多⾯的、⺠主的、かつ透明なサイバ
ー信⽤の国際ルール体系の構築を提唱する。越境リスクの予防・管理を強化し、海外から操作される AI ボッ
ト、越境ネット詐欺、仮想通貨の投機的取引などのリスクに対する監視・早期警戒を強化し、越境信⽤リスクに
対する「ファイアウォール」を構築する。⾦融機関や決済プラットフォームと連携し、越境資⾦の流れに対する監視
を強化し、ネット上の闇産業やグレー産業の越境資⾦の流れを遮断する。越境プラットフォームの協調的ガバナ
ンスを推進し、越境電⼦商取引プラットフォームやソーシャルプラットフォームに対し、主体責任を確実に履⾏する
よう促すとともに、越境消費紛争の迅速な解決メカニズムを確⽴し、国内外の消費者の合法的権益を保障す
る。国際的に著名なインターネット企業との連携を強化し、越境虚偽情報やネット暴⼒などの信⽤失墜⾏為を
共同で取り締まり、健全な越境サイバー空間を構築する。 

（三）多⽅⾯の⼒を結集し、オンラインとオフラインの信⽤の有機的な融合を促進する 

根本的な解決を重視しつつ、制度体系、信⽤メカニズム、社会⽂化などの側⾯から着⼿し、ネット上の信⽤構
築の基盤を強固にし、ガバナンスの効果を常態化・⻑期化させる。 

オンライン信⽤システムの構築を整備する。オンライン信⽤情報の収集、分類、評価、共有に関する標準の策
定を推進し、各分野・各プラットフォーム間の制度的・技術的障壁を排除する。オンライン信⽤評価と社会信⽤
システムの有効な融合を模索し、信⽤情報の分野横断的な相互認証を実現する。信⽤情報の共有と活⽤を
強化し、⾏政信⽤情報とプラットフォーム市場信⽤情報の共有ルートを模索するとともに、全国信⽤情報共有
プラットフォームにおけるオンライン分野のデータ収集範囲を拡⼤する。信⽤修復メカニズムを規範化し、ネット上
の不誠実⾏為に対する信⽤修復の条件、⼿続き、標準を明確化する。また、「信⽤修復プロジェクト」の開設
など、便利で効率的な信⽤修復ルートを確⽴する。誠実性教育研修への参加や信⽤誓約書の署名などを通
じて、不誠実な主体が⾃主的に過ちを正し、信⽤を再構築するよう奨励し、包容的で慎重な監督環境を醸成
する。 
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プラットフォーム企業の主体責任を徹底させる。プラットフォームのコンプライアンス管理体制の構築を継続的に強
化し、⼤⼩さまざまなプラットフォーム企業に対し、内部の信⽤管理制度の確⽴・整備を促す。また、プラットフォ
ームが信⽤要件を製品設計、アルゴリズムによる推薦、コンテンツ審査の全プロセスに組み込むよう推進し、信
⽤失墜のリスクを根源から防⽌する。MCN事業者や出店事業者などの主体に対する管理を強化し、プラットフ
ォームに対し、出店資格審査および⽇常的な巡回検査の仕組みを整備するよう指導する。MCN事業者に対
しては信⽤格付け管理を実施し、違反アカウントの「復活」などの問題を厳格に管理する。プラットフォームガバナ
ンスの評価・査定メカニズムの構築を推進し、プラットフォームのネット信⽤ガバナンスの成果をアセスメントする。 

多元的な共治社会⽣態を構築する。業界団体の主導的役割を積極的に発揮させ、業界団体がインターネッ
ト上の誠実性に関する⾃主規制規約を策定・普及させることを⽀援し、新興分野における規範の空⽩を埋め
る。業界団体に対し、誠実性に関する教育・研修、信⽤評価、紛争調停などの取り組みを推進するよう奨励
し、業界の⾃主規制⽔準を向上させる。インターネット上の誠実さに関する⽂化の構築を強化し、インターネット
上の誠実さに関する教育を研修内容に組み込み、地域社会、企業、学校への啓発活動を常態化する。AI デ
ィープフェイクやネット詐欺などの新たなリスクに対し、科学技術の知識と詐欺防⽌スキルを普及させ、国⺠全体
のインターネット上の誠実さに関する素養と識別能⼒を⾼め、社会全体に「誠実さを尊び、誠実さを実践する」と
いう良好な気⾵を醸成する。 


